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3,977億円

（１万円未満は四捨五入）
 

歳　入 

歳　出 農林水産業費
62億1,336万円

（1.6%）
消防費

106億914万円
（2.7%）

その他
88億3,551万円
（2.2%）

公債費
497億3,937万円

（12.5%）

衛生費
274億9,491万円

（6.9%）
総務費

409億7,953万円
（10.3%）

土木費
567億8,306万円

（14.3%）

市税
1,351億1,361万円

（34.0%）

地方交付税
715億9,500万円

（18.0%）

  

　　　　市債　　　　
370億6,150万円

（9.3%）

他その
443億9,796万円

（11.2%）
県支出金

216億1,590万円
（5.4%）

諸収入
198億1,650万円

（5.0%）

　令和５年度一般会計当初予算額を市民１人あたりに
換算すると、この金額になります。
　市民の皆さんに納めていただく市税の額を市民１人
あたりに換算すると、この金額になります。

51万3,881円

17万4,585円

令和５年度一般会計当初予算・令和５年度市税予算額

令和５年１月１日現在の人口773,914人

１ 一般会計予算のあらまし

第１章　新潟市の予算

国庫支出金
680億9,953万円

（17.1%）

教育費
577億664万円

（14.5%）

124億7,153万円
（3.1%）

商工費

　令和５年度予算のうち、皆さんの生活に最も関係の深い一般会計当初予算額は、
3,977億円ですが、このうち市税による収入は、1,351億1,361万円と全体の34.0%を占めて
います。

民生費
1,268億6,695万円

（31.9%）

3,977億円

市　税
1,351億1,361万円

固定資産税
501億5,771万円
（37.1%）

市民税
643億6,093万円
（47.6%）

都市計画税
82億6,726万円
（6.1%）

事業所税
46億770万円
（3.4%）

市たばこ税
51億7,206万円
（3.9%）

その他（軽自動車税、鉱産税、入湯税）
25億4,795万円
（1.9%）

法人
89億5,070万円
（6.6%）

個人
554億1,023万円
（41.0%）

３ 市税の使いみち(市税17万4,585円のゆくえ)

￥174,585

２ 市税収入の内訳
　市税の令和５年度当初予算額の内訳をみてみますと、市民の皆さんにとって最も身近
な市民税が643億6,093万円、固定資産税が501億5,771万円で、この２税で市税の84.7％を
占め、市税収入の中心となっています。　

　皆さんに納めていただく市税は、どんなところにどのくらい使われているのでしょうか。
　市民一人あたりの市税の額を17万4,585円としたときの、令和５年度予算における使
いみちとその内容は次のとおりです。

※　令和５年度の歳出当初予算に占める一般財源の割合により配分してあるため、前ページの歳出のグラフとは
　割合が異なります。

民生
高齢者や障
がい福祉、
保育園、生
活保護に
56,719円 公債

市債の償還
に
22,237円

総務
市役所や区
役所の運営
に
18,320円

土木
道路、河川、
公園の建設･
管理、都市
整備に
25,387円

衛生
保健、ごみ･
し尿の処理

12,293円
に

教育
教育、文化、
運動施設の
充実に
25,799円

消防
消防・救急
に
4,743円

農林水
産業
農林漁業
の振興に
2,778円

商工
商工業の
振興に
5,576円

その他
議会の運
営、労働
の福祉な
どに
  733円
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市
税
の
あ
ら
ま
し

　税金は納める先により、国税、県（都道府）税、市（区町村）税の３つに区分されます。
　このうち、市に納めていただくものが市税です。
　では、新潟市で現在、市民の皆さんに納めていただいている市税にはどんなものがあ
るのか見てみましょう。

１ 市  民  税
　市民税は、県民税とあわせて住民税と呼ばれ、市民の皆さんが居住している地域の費
用を能力に応じて広く分担しあうという性格をもっています。
　市民税には、個人の負担する個人市民税と会社な
どの負担する法人市民税とがあり、それぞれ、均等
の税額によって納めていただく均等割と所得に応じ
て納めていただく所得割（法人の場合は法人税割）
からなります。
　又、個人県民税は、市民の皆さんの便宜などを図
るため、個人市民税と併せて納めていただくことに
なっています。

市税の種類

第２章　市税のあらまし

市　　　民　　　税

軽　自　動　車　税

市　た　ば　こ　税

鉱　　　産　　　税

特 別 土 地 保 有 税

固　定　資　産　税

個人市民税 （P４）

法人市民税 （P26）

目 的 税

普 通 税

（平成15年度以降、新たな課税はしません。）

入　　　湯　　　税

事 　 業 　 所 　 税

都　市　計　画　税

種　別　割

環境性能割 （P53）
一般の経費に使われ
るもので、使いみち
が特別に定められて
いない税金です。

使いみちが、法
律等により特定
されている税金
です。

（P55）

（P28）

（P43）

（P30）

（P49）

（P55）

（P55）
市

　税

⑴ 個人市民税

　⑴その年の１月１日に新潟市に住所がある人（均等割と所得割）
　⑵その年の１月１日に新潟市に住所はないが、事務所、事業所又は家屋敷がある人 

又は、その年の１月１日に新潟市に住所があり、お住まいの区とは別に事務所、事
業所又は家屋敷がある人（均等割）

個人市民税を納める人

　⑴均等割も所得割もかからない人
　　①生活保護法による生活扶助を受けている人
　　②障がい者、未成年者及び寡婦又はひとり親泫で、前年中の合計所得金額が135万

円以下の人（給与のみの収入額では204万4,000円未満、公的年金等のみの収入額
では、65歳未満の場合は216万6,667円以下、65歳以上の場合は245万円以下です。）

　　③前年中の合計所得金額が、次の算式で求めた額以下の人
　　　31万5,000円×（本人⑴＋同一生計配偶者⑴＋扶養親族の数）＋10万円＋18万9,000円
　　　（18万9,000円の加算は、同一生計配偶者又は扶養親族のいる人だけです。）
　⑵所得割がかからない人
　　　前年中の総所得金額等の合計額が、次の算式で求めた額以下の人
　　　35万円×（本人⑴＋同一生計配偶者⑴＋扶養親族の数）＋10万円＋32万円
　　　（32万円の加算は、同一生計配偶者又は扶養親族のいる人だけです。）

　　　※ ここでの「扶養親族」には控除対象外扶養親族（16歳未満）も含みます。
　　　注 寡婦又はひとり親の要件について詳しくは８ページ参照

個人市民税のかからない人

収 入 金 額 必要経費等 所 得 金 額  － ＝ 

所 得 金 額  所得控除額 課税標準額 － ＝ 

所 得 割 額  均 等 割 額  個人市民税額 ＋ ＝ 

課税標準額 税　率 × 税額控除額 － 所 得 割 額  ＝ 

（1）所得金額の計算（５・６ページ）

（2）課税標準額の計算（７～９ページ）

（3）所得割額の計算（９～12ページ）

（4）個人市民税額の計算（18～20ページ）

※　個人県民税額についても同様の計算を行います。

個人市民税額の計算
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　税金は納める先により、国税、県（都道府）税、市（区町村）税の３つに区分されます。
　このうち、市に納めていただくものが市税です。
　では、新潟市で現在、市民の皆さんに納めていただいている市税にはどんなものがあ
るのか見てみましょう。

１ 市  民  税
　市民税は、県民税とあわせて住民税と呼ばれ、市民の皆さんが居住している地域の費
用を能力に応じて広く分担しあうという性格をもっています。
　市民税には、個人の負担する個人市民税と会社な
どの負担する法人市民税とがあり、それぞれ、均等
の税額によって納めていただく均等割と所得に応じ
て納めていただく所得割（法人の場合は法人税割）
からなります。
　又、個人県民税は、市民の皆さんの便宜などを図
るため、個人市民税と併せて納めていただくことに
なっています。

市税の種類

第２章　市税のあらまし

市　　　民　　　税

軽　自　動　車　税

市　た　ば　こ　税

鉱　　　産　　　税

特 別 土 地 保 有 税

固　定　資　産　税

個人市民税 （P４）

法人市民税 （P26）

目 的 税

普 通 税

（平成15年度以降、新たな課税はしません。）

入　　　湯　　　税

事 　 業 　 所 　 税

都　市　計　画　税

種　別　割

環境性能割 （P53）
一般の経費に使われ
るもので、使いみち
が特別に定められて
いない税金です。

使いみちが、法
律等により特定
されている税金
です。

（P55）

（P28）

（P43）

（P30）

（P49）

（P55）

（P55）
市

　税

⑴ 個人市民税

　⑴その年の１月１日に新潟市に住所がある人（均等割と所得割）
　⑵その年の１月１日に新潟市に住所はないが、事務所、事業所又は家屋敷がある人 

又は、その年の１月１日に新潟市に住所があり、お住まいの区とは別に事務所、事
業所又は家屋敷がある人（均等割）

個人市民税を納める人

　⑴均等割も所得割もかからない人
　　①生活保護法による生活扶助を受けている人
　　②障がい者、未成年者及び寡婦又はひとり親泫で、前年中の合計所得金額が135万

円以下の人（給与のみの収入額では204万4,000円未満、公的年金等のみの収入額
では、65歳未満の場合は216万6,667円以下、65歳以上の場合は245万円以下です。）

　　③前年中の合計所得金額が、次の算式で求めた額以下の人
　　　31万5,000円×（本人⑴＋同一生計配偶者⑴＋扶養親族の数）＋10万円＋18万9,000円
　　　（18万9,000円の加算は、同一生計配偶者又は扶養親族のいる人だけです。）
　⑵所得割がかからない人
　　　前年中の総所得金額等の合計額が、次の算式で求めた額以下の人
　　　35万円×（本人⑴＋同一生計配偶者⑴＋扶養親族の数）＋10万円＋32万円
　　　（32万円の加算は、同一生計配偶者又は扶養親族のいる人だけです。）

　　　※ ここでの「扶養親族」には控除対象外扶養親族（16歳未満）も含みます。
　　　注 寡婦又はひとり親の要件について詳しくは８ページ参照

個人市民税のかからない人

収 入 金 額 必要経費等 所 得 金 額  － ＝ 

所 得 金 額  所得控除額 課税標準額 － ＝ 

所 得 割 額  均 等 割 額  個人市民税額 ＋ ＝ 

課税標準額 税　率 × 税額控除額 － 所 得 割 額  ＝ 

（1）所得金額の計算（５・６ページ）

（2）課税標準額の計算（７～９ページ）

（3）所得割額の計算（９～12ページ）

（4）個人市民税額の計算（18～20ページ）

※　個人県民税額についても同様の計算を行います。

個人市民税額の計算
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※1 退職所得、山林所得及び土地・建物、株式等の譲渡所得については、他の所得と区分してそれぞれの計算方法に
  　 より税額を算出します（15～17ページ参照）。
※2 上場株式等で県民税配当割や県民税株式等譲渡所得割の対象となったものについても、確定申告等を行った場合
  　 は配当所得や譲渡所得となり、合計所得金額に含まれる（所得として算定される）こととなります。

市民の皆さんに広く均等に負担していただくもので、定額です。
　　　　　　　市民税　3,500円　　　県民税　1,500円　

※ 前年中の合計所得金額が一定額以上になると一律かかります。
 （４ページ 個人市民税のかからない人 ⑴ ③参照）

　

前年中の所得の額に応じて負担していただくもので、一般に下記の
計算式で算出します。

（総所得金額等の合計額－所得控除額）×税率－税額控除額＝所得割額

　⑴所得金額
　所得金額とは、前年の１月１日から12月31日までの１年間の収入から必要経費や
給与所得控除額などを差し引いたものです。数種類の所得がある場合は、それらを
合計（「合計所得金額」及び「総所得金額等の合計額」という。）します。

〈所得の種類とその概要〉
所　　得　　金　　額

）く除をのもるなと象対の割子利税民県（　額金入収
収入金額－元本取得のために要した負債の利子

（県民税配当割の対象となるものを除く）
収入金額－必要経費

収入金額－必要経費

収入金額－給与所得控除額
【通常は現年分離課税】
（収入金額－退職所得控除額）×　

【分離課税】
収入金額－必要経費－特別控除額（最高50万円）

【分離課税】
収入金額－取得費・譲渡費用（－特別控除額）

【分離課税】
収入金額－取得費・譲渡費用

（県民税株式等譲渡所得割の対象となるものを
除く）

収入金額－取得費・譲渡費用－特別控除額（最
高50万円）

利 子 所 得

事 業 所 得

配 当 所 得

不動産所得

給 与 所 得

退 職 所 得

山 林 所 得

譲 渡 所 得

一 時 所 得

雑　所　得

一般公社債等、預貯金の利子

株式や出資金の配当など

家賃、地代、権利金など
農業、漁業、製造業、卸
売業、小売業、サービス
業、医師その他の事業か
ら生じる所得
給料、賃金、賞与など

退職金、退職手当など

山林（立木）を売った場
合に生じる所得

土地・建物、株式などを
売った場合に生じる所得

賞金、懸賞当せん金、競
馬の払戻金など

公的年金等

業務

その他

２
１

土　地
建　物

株　式
・

特定公社債等

その他

収入金額－必要経費－特別控除額（最高50万円）

公的年金等（厚生年金、国民年金、共済年金、恩給など）による所得
（収入金額－公的年金等控除額）

原稿料・講演料又はネットオークションを利用した個人取引などの副収入による所得
（収入金額－必要経費）
生命保険の年金など上記のいずれにも該当しない所得

（収入金額－必要経費）

所　得　の　種　類

均等割

所得割

泫

※ 均等割の非課税判定、配偶者控除や扶養控除等の判定などに用いられる「合計所得金額」は、前年度損失等の繰越
控除前の金額を合計します。所得割の計算の基礎となる「総所得金額等の合計額」は、繰越控除後の額になります。
いずれも土地・建物の譲渡所得については、特別控除前の金額になります。

　 土地・建物の譲渡に係る特別控除額については、土地・建物の税額を計算する際に差し引き（分離課税譲渡所得金
額）、所定の税率を乗じて税額を求めます。

※ 合計所得金額には、特別控除前の金額が算入される。

注 法人役員等は除く。
　 詳しくは15ページ参照。

※ 合計所得金額に算入される長期譲渡所得の金額は、
     長期譲渡所得金額の１の金額
  ２

※ 合計所得金額に算入される一時所得の金額は、上記一時所得
金額の１の金額

  ２

※ 青色申告事業者の場合、合計所得金額には、青色申告特別控
除額を控除した金額が算入される。
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※1 退職所得、山林所得及び土地・建物、株式等の譲渡所得については、他の所得と区分してそれぞれの計算方法に
  　 より税額を算出します（15～17ページ参照）。
※2 上場株式等で県民税配当割や県民税株式等譲渡所得割の対象となったものについても、確定申告等を行った場合
  　 は配当所得や譲渡所得となり、合計所得金額に含まれる（所得として算定される）こととなります。

市民の皆さんに広く均等に負担していただくもので、定額です。
　　　　　　　市民税　3,500円　　　県民税　1,500円　

※ 前年中の合計所得金額が一定額以上になると一律かかります。
 （４ページ 個人市民税のかからない人 ⑴ ③参照）

　

前年中の所得の額に応じて負担していただくもので、一般に下記の
計算式で算出します。

（総所得金額等の合計額－所得控除額）×税率－税額控除額＝所得割額

　⑴所得金額
　所得金額とは、前年の１月１日から12月31日までの１年間の収入から必要経費や
給与所得控除額などを差し引いたものです。数種類の所得がある場合は、それらを
合計（「合計所得金額」及び「総所得金額等の合計額」という。）します。

〈所得の種類とその概要〉
所　　得　　金　　額

）く除をのもるなと象対の割子利税民県（　額金入収
収入金額－元本取得のために要した負債の利子

（県民税配当割の対象となるものを除く）
収入金額－必要経費

収入金額－必要経費

収入金額－給与所得控除額
【通常は現年分離課税】
（収入金額－退職所得控除額）×　

【分離課税】
収入金額－必要経費－特別控除額（最高50万円）

【分離課税】
収入金額－取得費・譲渡費用（－特別控除額）

【分離課税】
収入金額－取得費・譲渡費用

（県民税株式等譲渡所得割の対象となるものを
除く）

収入金額－取得費・譲渡費用－特別控除額（最
高50万円）

利 子 所 得

事 業 所 得

配 当 所 得

不動産所得

給 与 所 得

退 職 所 得

山 林 所 得

譲 渡 所 得

一 時 所 得

雑　所　得

一般公社債等、預貯金の利子

株式や出資金の配当など

家賃、地代、権利金など
農業、漁業、製造業、卸
売業、小売業、サービス
業、医師その他の事業か
ら生じる所得
給料、賃金、賞与など

退職金、退職手当など

山林（立木）を売った場
合に生じる所得

土地・建物、株式などを
売った場合に生じる所得

賞金、懸賞当せん金、競
馬の払戻金など

公的年金等

業務

その他

２
１

土　地
建　物

株　式
・

特定公社債等

その他

収入金額－必要経費－特別控除額（最高50万円）

公的年金等（厚生年金、国民年金、共済年金、恩給など）による所得
（収入金額－公的年金等控除額）

原稿料・講演料又はネットオークションを利用した個人取引などの副収入による所得
（収入金額－必要経費）
生命保険の年金など上記のいずれにも該当しない所得

（収入金額－必要経費）

所　得　の　種　類

均等割

所得割

泫

※ 均等割の非課税判定、配偶者控除や扶養控除等の判定などに用いられる「合計所得金額」は、前年度損失等の繰越
控除前の金額を合計します。所得割の計算の基礎となる「総所得金額等の合計額」は、繰越控除後の額になります。
いずれも土地・建物の譲渡所得については、特別控除前の金額になります。

　 土地・建物の譲渡に係る特別控除額については、土地・建物の税額を計算する際に差し引き（分離課税譲渡所得金
額）、所定の税率を乗じて税額を求めます。

※ 合計所得金額には、特別控除前の金額が算入される。

注 法人役員等は除く。
　 詳しくは15ページ参照。

※ 合計所得金額に算入される長期譲渡所得の金額は、
     長期譲渡所得金額の１の金額
  ２

※ 合計所得金額に算入される一時所得の金額は、上記一時所得
金額の１の金額

  ２

※ 青色申告事業者の場合、合計所得金額には、青色申告特別控
除額を控除した金額が算入される。

給与等の収入金額の合計 給与所得の金額（１円未満の端数切捨）
〜 550,999円 0円

551,000 〜 1,618,999円 （A）－550,000円
1,619,000 〜 1,619,999円 1,069,000円
1,620,000 〜 1,621,999円 1,070,000円
1,622,000 〜 1,623,999円 1,072,000円
1,624,000 〜 1,627,999円 1,074,000円
1,628,000 〜 1,799,999円（A）÷4=（B）

※�（B）は千円未
満端数切捨

（B）×2.4＋100,000円
1,800,000 〜 3,599,999円 （B）×2.8－� 80,000円
3,600,000 〜 6,599,999円 （B）×3.2－440,000円
6,600,000 〜 8,499,999円 （A）×0.9－1,100,000円
8,500,000 〜 円 （A）－1,950,000円

所得金額調整控除
　次の（１）若しくは（２）のいずれか、又は両方に
該当する場合は、それぞれの算式により計算した
金額も加えて控除します。
（１）�給与等の収入金額が850万円を超え、次のいず

れかに該当する場合は、［給与等の収入金額
（1,000万円上限）－850万円］×10％により算出
した金額。

　・23歳未満の扶養親族を有する
　・本人が特別障害者である
　・�特別障害者である同一生計配偶者または扶養

親族を有する
（２）�給与所得の金額と公的年金等に係る雑所得の

金額を有し、その合計が10万円を超える場合
は、次の計算により算出した金額。

　　�「給与所得の計算表」で算出した金額（10万円限
度）+「公的年金等に係る雑所得の計算表」で算
出した金額（10万円限度）－10万円　

　※（１）の適用がある場合は、その後控除します。

●給与所得
　�　給与所得については、必要経費に代わるものとして収入金額から給与所得控除
額を差し引くことになっています。給与所得の計算方法は下の表のとおりです。　

年齢区分
公的年金等の
収入金額の合計

（X）

公的年金等雑所得の金額
公的年金等雑所得以外の所得にかかる合計所得金額

1,000万円以下 1,000万円超
2,000万円以下 2,000万円超

65歳未満

130万円未満 X－600,000円 X－500,000円 X－400,000円
130万円以上
410万円未満 X×75%－275,000円 X×75%－175,000円 X×75%－75,000円

410万円以上
770万円未満 X×85%－685,000円 X×85%－585,000円 X×85%－485,000円

770万円以上
1,000万円未満 X×95%－1,455,000円 X×95%－1,355,000円 X×95%－1,255,000円

1,000万円以上 X－1,955,000円 X－1,855,000円 X－1,755,000円

65歳以上

330万円未満 X－1,100,000円 X－1,000,000円 X－900,000円
330万円以上
410万円未満 X×75%－275,000円 X×75%－175,000円 X×75%－75,000円

410万円以上
770万円未満 X×85%－685,000円 X×85%－585,000円 X×85%－485,000円

770万円以上
1,000万円未満 X×95%－1,455,000円 X×95%－1,355,000円 X×95%－1,255,000円

1,000万円以上 X－1,955,000円 X－1,855,000円 X－1,755,000円
※　65歳以上であるかどうかの判定は、収入のあった年の12月31日現在の年齢によります。

●雑所得（公的年金等）
　�　公的年金等の収入金額から公的年金等控除額を差し引いたものが、雑所得と
して取り扱われます。雑所得（公的年金等）は、収入金額と受給されている人の
年齢に応じて、下の表のとおり定められています。

●非課税所得
　�　次のような所得は、収入金額の多少にかかわらず非課税所得として他の所得
と区別され、課税の対象にはなりません。

⑴傷病者や遺族などの受け取る恩給、年金など
⑵給与所得者の出張旅費、通勤手当（通勤手当は最高月額15万円まで）
⑶損害保険金、損害賠償金、慰謝料など
⑷雇用保険の失業給付
⑸相続、遺贈又は個人からの贈与による所得（相続税等の課税は受けます）
⑹�学資に充てるために給付される金品や、扶養義務者相互間で扶
養義務を履行するために給付される金品
⑺障害者の自立支援給付として支給を受ける金品
⑻児童手当、児童扶養手当など

代 表 的 な
非課税所得

公的年金等に係る雑所得の計算表

給与所得の計算表
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次のいずれか一方を選択
①前年中に本人や生計を一にする親族の
ために医療費を支払った場合
②健康の保持増進及び疾病の予防への取
組として一定の取組を行っている人が、
前年中に本人や生計を一にする親族のた
めに特定一般用医療薬品等購入費を支払っ
た場合

前年中に本人や生計を一にする親族のた
めに社会保険料（国民健康保険、介護保
険、国民年金など）を支払った場合

地震保険料と旧長期損害保険料の支払額をそれぞれ下の表に当てはめて算出した控
除額の合計額が地震保険料控除額になります。（最高２万５千円）

①の場合
（支払った医療費の総額－保険金等の補て
ん額）－（総所得金額等の合計額×5％又は
10万円のいずれか少ない額）（最高200万円）
②の場合
（支払った特定一般用医薬品等購入費の総
額－保険金等の補てん額）－1万2千円
（最高8万8千円）

支払った金額

前年中に災害等により日常生活に必要な
資産に損害を受けた場合

次の①と②のいずれか多い額
①（損失額－保険金等の補てん額）－（総
　所得金額等の合計額×10％）
②災害関連支出額－５万円

雑 損 控 除

医 療 費 控 除

社会保険料控除

生命保険料控除

地震保険料控除

新制度保険料計算式 （注1） 旧制度保険料計算式 （注2）

前年中に小規模企業共済法の規定による
共済契約の掛金や心身障害者扶養共済制
度に基づく掛金を支払った場合

支払った金額小規模企業共済
等 掛 金 控 除

12,000円以下

保険料等の支払額 控　除　額

12,001円～32,000円

32,001円～56,000円

56,001円以上

保険料等の支払額の全額

支払額×50％＋6,000円

支払額×25％＋14,000円

28,000円

15,000円以下

保険料等の支払額 控　除　額

15,001円～40,000円

40,001円～70,000円

70,001円以上

保険料等の支払額の全額

支払額×50％＋7,500円

支払額×25％＋17,500円

35,000円

種　　類 要　　　　　　件 控　　　除　　　額

保険料等の支払額 控　　除　　額

地震保険料 保険料等の支払額×
1
2

平成18年12月31日
までに締結した損
害保険契約等のう
ち満期返戻金等の
あるもので、保険
期間、共済期間が
10年以上のもの

5,000円以下 保険料等の支払額の全額

5,001円～
15,000円

保険料等の支払額

×
1
2 ＋2,500円

15,001円以上 10,000円

　⑵所得控除額
　　　所得控除は、その納税義務者の担税力に応じた税負担を求めるために、納税義務

者に配偶者や扶養親族があるかどうかなどの個人的な事情も考慮して、総所得金額
から一定金額の控除を行い、担税力の差異による負担の不均衡を調整するものです。

　〈所得控除一覧表〉

一般生命保険料、個人年金保険料と介護医療保険料の支払額をそれぞれ以下にあてはめて
算出した控除額の合計額が生命保険料控除額になります。（合計　最高70,000円）

注１ 平成24年１月１日以降に締結した保険契約
注２ 平成23年12月31日以前に締結した保険契約
※ 新・旧両方の保険料がある場合は、①新制度分のみで申告、②旧制度分のみで申告、③新制度と旧
制度両方で申告のいずれかを選択できます。③の場合の控除額は、それぞれの方法で計算した金
額の合計額（28,000円が限度）と旧制度で計算した金額のいずれか大きい方の金額となります。

※1 年齢は、前年の12月31日現在で判定します。　　※2 合計所得金額については５ページ参照
※3 ０歳から15歳までの年少者は控除対象外（控除額なし）となります。

ア　合計所得金額が500万円以下で、夫と死
　　別（生死不明含む）後、その年の年末に
　　おいて婚姻していない女性
イ　合計所得金額が500万円以下で、子以外の
　　扶養親族を有し、夫と離別後、その年の
　　年末において婚姻していない女性
※事実上婚姻関係と同様の事情があると認め
　られる者がいないこと

 

26万円

30万円

寡 婦 控 除

ひ と り 親 控 除

配偶者控除
・

配偶者特別控除

①一般の扶養親族　　　　　　　33万円
 （16～18歳、23～69歳）
②特定の扶養親族（19～22歳）　45万円
③老人（70歳～）の扶養親族　　38万円
④同居老親等の扶養親族　　　　45万円
※ 本人又は配偶者の直系尊属  （70歳～）
　 で、本人又は配偶者のいずれかと同居
　 を常況としている人　

 

生計を一にする親族の合計所得金額が48
万円以下の場合扶 養 控 除

障 害 者 控 除

種　　類 要　　　　　　件 控　　　除　　　額

本人の合計所得金額が1,000万円以下の場合は、本人と生計を一にする配偶者（他の
納税義務者の扶養親族又は事業専従者を除く）の合計所得金額に応じ、下の表のと
おり配偶者控除・配偶者特別控除が受けられます。

26万円勤 労 学 生 控 除 合計所得金額が75万円以下の勤労学生で、
勤労によらない所得が10万円以下の場合

本人、同一生計配偶者又は扶養親族がいずれかに該当する場合

※同居特別障害者：特別障害者である同一生計配偶者や扶養親族で、本人やその
　配偶者、生計を一にする親族のいずれかと同居を常としている人

26万円

30万円
※同居特別障害者の場合

23万円加算

身体障害者手帳３～６級
療育手帳B又はC
精神障害者保健福祉手帳２～３級
身体障害者手帳１～２級
療育手帳A
精神障害者保健福祉手帳１級

障害者手帳

障害者

特別障害者

26万円

30万円
※同居特別障害者の場合

23万円加算

身体障害者（３～６級）に準ず
知的障害者（軽度・中度）に準ず
身体障害者（１～２級）に準ず
知的障害者（重度）に準ず
寝たきり老人

障害者控除
対象者認定書

障害者

特別障害者

すべての納税義務者基 礎 控 除
24,000,000円以下

24,000,001円～24,500,000円以下
24,500,001円～25,000,000円以下

25,000,001円以上

控除額合計所得金額
430,000円
290,000円
150,000円

0円

合計所得金額が500万円以下で、生計を
一にする子（総所得金額等が48万円以下）
を有し、その年の年末において婚姻して
いない人又は配偶者の生死が不明な人
※事実上婚姻関係と同様の事情にあると
　認められる者がいないこと
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次のいずれか一方を選択
①前年中に本人や生計を一にする親族の
ために医療費を支払った場合
②健康の保持増進及び疾病の予防への取
組として一定の取組を行っている人が、
前年中に本人や生計を一にする親族のた
めに特定一般用医療薬品等購入費を支払っ
た場合

前年中に本人や生計を一にする親族のた
めに社会保険料（国民健康保険、介護保
険、国民年金など）を支払った場合

地震保険料と旧長期損害保険料の支払額をそれぞれ下の表に当てはめて算出した控
除額の合計額が地震保険料控除額になります。（最高２万５千円）

①の場合
（支払った医療費の総額－保険金等の補て
ん額）－（総所得金額等の合計額×5％又は
10万円のいずれか少ない額）（最高200万円）
②の場合
（支払った特定一般用医薬品等購入費の総
額－保険金等の補てん額）－1万2千円
（最高8万8千円）

支払った金額

前年中に災害等により日常生活に必要な
資産に損害を受けた場合

次の①と②のいずれか多い額
①（損失額－保険金等の補てん額）－（総
　所得金額等の合計額×10％）
②災害関連支出額－５万円

雑 損 控 除

医 療 費 控 除

社会保険料控除

生命保険料控除

地震保険料控除

新制度保険料計算式 （注1） 旧制度保険料計算式 （注2）

前年中に小規模企業共済法の規定による
共済契約の掛金や心身障害者扶養共済制
度に基づく掛金を支払った場合

支払った金額小規模企業共済
等 掛 金 控 除

12,000円以下

保険料等の支払額 控　除　額

12,001円～32,000円

32,001円～56,000円

56,001円以上

保険料等の支払額の全額

支払額×50％＋6,000円

支払額×25％＋14,000円

28,000円

15,000円以下

保険料等の支払額 控　除　額

15,001円～40,000円

40,001円～70,000円

70,001円以上

保険料等の支払額の全額

支払額×50％＋7,500円

支払額×25％＋17,500円

35,000円

種　　類 要　　　　　　件 控　　　除　　　額

保険料等の支払額 控　　除　　額

地震保険料 保険料等の支払額×
1
2

平成18年12月31日
までに締結した損
害保険契約等のう
ち満期返戻金等の
あるもので、保険
期間、共済期間が
10年以上のもの

5,000円以下 保険料等の支払額の全額

5,001円～
15,000円

保険料等の支払額

×
1
2 ＋2,500円

15,001円以上 10,000円

　⑵所得控除額
　　　所得控除は、その納税義務者の担税力に応じた税負担を求めるために、納税義務

者に配偶者や扶養親族があるかどうかなどの個人的な事情も考慮して、総所得金額
から一定金額の控除を行い、担税力の差異による負担の不均衡を調整するものです。

　〈所得控除一覧表〉

一般生命保険料、個人年金保険料と介護医療保険料の支払額をそれぞれ以下にあてはめて
算出した控除額の合計額が生命保険料控除額になります。（合計　最高70,000円）

注１ 平成24年１月１日以降に締結した保険契約
注２ 平成23年12月31日以前に締結した保険契約
※ 新・旧両方の保険料がある場合は、①新制度分のみで申告、②旧制度分のみで申告、③新制度と旧
制度両方で申告のいずれかを選択できます。③の場合の控除額は、それぞれの方法で計算した金
額の合計額（28,000円が限度）と旧制度で計算した金額のいずれか大きい方の金額となります。

※1 年齢は、前年の12月31日現在で判定します。　　※2 合計所得金額については５ページ参照
※3 ０歳から15歳までの年少者は控除対象外（控除額なし）となります。

ア　合計所得金額が500万円以下で、夫と死
　　別（生死不明含む）後、その年の年末に
　　おいて婚姻していない女性
イ　合計所得金額が500万円以下で、子以外の
　　扶養親族を有し、夫と離別後、その年の
　　年末において婚姻していない女性
※事実上婚姻関係と同様の事情があると認め
　られる者がいないこと

 

26万円

30万円

寡 婦 控 除

ひ と り 親 控 除

配偶者控除
・

配偶者特別控除

①一般の扶養親族　　　　　　　33万円
 （16～18歳、23～69歳）
②特定の扶養親族（19～22歳）　45万円
③老人（70歳～）の扶養親族　　38万円
④同居老親等の扶養親族　　　　45万円
※ 本人又は配偶者の直系尊属  （70歳～）
　 で、本人又は配偶者のいずれかと同居
　 を常況としている人　

 

生計を一にする親族の合計所得金額が48
万円以下の場合扶 養 控 除

障 害 者 控 除

種　　類 要　　　　　　件 控　　　除　　　額

本人の合計所得金額が1,000万円以下の場合は、本人と生計を一にする配偶者（他の
納税義務者の扶養親族又は事業専従者を除く）の合計所得金額に応じ、下の表のと
おり配偶者控除・配偶者特別控除が受けられます。

26万円勤 労 学 生 控 除 合計所得金額が75万円以下の勤労学生で、
勤労によらない所得が10万円以下の場合

本人、同一生計配偶者又は扶養親族がいずれかに該当する場合

※同居特別障害者：特別障害者である同一生計配偶者や扶養親族で、本人やその
　配偶者、生計を一にする親族のいずれかと同居を常としている人

26万円

30万円
※同居特別障害者の場合

23万円加算

身体障害者手帳３～６級
療育手帳B又はC
精神障害者保健福祉手帳２～３級
身体障害者手帳１～２級
療育手帳A
精神障害者保健福祉手帳１級

障害者手帳

障害者

特別障害者

26万円

30万円
※同居特別障害者の場合

23万円加算

身体障害者（３～６級）に準ず
知的障害者（軽度・中度）に準ず
身体障害者（１～２級）に準ず
知的障害者（重度）に準ず
寝たきり老人

障害者控除
対象者認定書

障害者

特別障害者

すべての納税義務者基 礎 控 除
24,000,000円以下

24,000,001円～24,500,000円以下
24,500,001円～25,000,000円以下

25,000,001円以上

控除額合計所得金額
430,000円
290,000円
150,000円

0円

合計所得金額が500万円以下で、生計を
一にする子（総所得金額等が48万円以下）
を有し、その年の年末において婚姻して
いない人又は配偶者の生死が不明な人
※事実上婚姻関係と同様の事情にあると
　認められる者がいないこと

本人の合計所得金額 控
除
の

種
類900万円以下 900万円超

950万円以下
� 950万円超
1,000万円以下

配
偶
者
の
合
計
所
得
金
額

48万円以下 33万円 22万円 11万円
控
除

配
偶
者

老人控除対象配偶者
（70歳以上の方） 38万円 26万円 13万円

�48万円超　100万円以下 33万円 22万円 11万円

配
偶
者
特
別
控
除

100万円超　105万円以下 31万円 21万円 11万円
105万円超　110万円以下 26万円 18万円 9万円
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　⑶課税標準額
　　　総所得金額等の合計額（５ページ）から所得控除額（７ページ）を差し引いたも

のが、税率を乗じる前の基準額である「課税標準額」となります。

　⑷所得割額
　　　課税標準額に税率を乗じ、税額控除額を差し引いたものが、所得割の税額です。

課税標準額×税率－税額控除額＝所得割額

　　①税率

　　②税額控除額

　　　●調整控除
　　　　 　所得税から市・県民税への税源移譲 （ 注１）において、納税者の負担が変わらな

いようにするための措置のひとつで、所得税と市・県民税の人的控除額 （ 注２）の
差を調整するためのものです。

　　　　 　個々の納税者の人的控除の適用状況に応じて、次の額を所得割額から控除し

　なお、合計所得金額が2,500万円を超える場合は、調整控除の適用はありません。
ます。

市　　民　　税

８％

県　　民　　税

２％合計10％

〔計算方法〕
合計課税所得金額（ 注３） 調 整 控 除 額

200万円以下
Ａ．人的控除額の差額の合計　

ＡとＢのいずれか小さい額の５％
Ｂ．市・県民税の合計課税所得金額

200万円超 ｛人的控除額の差額の合計－（市・県民税の合計課税所得金額－200万円）｝×５％
※ただし、この額が2,500円未満の場合は2,500円

税民県・市らか税得所てしと柱の権分方地、らか）税得所分年91成平（税民県・市分度年91成平 注１
へと税源の移譲（税率の変更）が実施されました。

注２　人的控除額については、10ページ参照

注３　所得控除後の課税総所得金額、課税退職所得金額及び課税山林所得金額の合計額をいい、課税長期
　　　譲渡所得金額等の申告分離課税に係る課税所得金額は含みません。

●配当控除
　　　　配当所得がある場合、次の額を所得割額から控除します。

配当所得の金額×配当控除の控除率＝配当控除額

　〈配当控除の控除率（一般）〉…一般配当以外の配当所得がある場合は、別計算になります。

市　　民　　税

2.24％

1.12％

県　　民　　税

0.56％

0.28％

1,000万円以下の部分の配当所得

1,000万円を超える部分の配当所得

　 　 課 税 総 所 得 金 額 等

※ ただし、「申告分離課税」を選択した配当所得については対象外となります。（詳しくは17ページ参照）

※1 税制改正前（平成30年度まで）の配偶者特別控除の差額（市・県民税33万円、所得税36万円）
※2 税制改正前（平成30年度まで）の配偶者特別控除×2/3の差額（市・県民税22万円、所得税24万円）
※3 税制改正前（平成30年度まで）の配偶者特別控除×1/3の差額（市・県民税11万円、所得税12万円）
※4 税制改正前（令和２年度まで）の旧寡夫控除の差額（市・県民税26万円、所得税27万円）

〈人的控除額の種類と差額の一覧表〉

人 的 控 除 の 種 類 納税義務者の合計所得金額 市・県民税
の控除額

所得税
の控除額

控除額
の差額

基 礎 控 除 15万円 16万円
適用なし

29万円 32万円 5万円
43万円 48万円

配偶者控除

一般配偶者
900万円以下
2,500万円以上
2,450万円超 2,500万円以下
2,400万円超 2,450万円以下
2,400万円以下

33万円 38万円 5万円
900万円超    950万円以下 22万円 26万円 4万円
950万円超  1,000万円以下 11万円 13万円 2万円

老人配偶者
900万円以下 38万円 48万円 10万円
900万円超    950万円以下 26万円 32万円 6万円
950万円超  1,000万円以下 13万円 16万円 3万円

除
控
別
特
者
偶
配

額
金
得
所
計
合
の
者
偶
配

48万円超
50万円未満

900万円以下 33万円 38万円 5万円
900万円超    950万円以下 22万円 26万円 4万円
950万円超  1,000万円以下 11万円 13万円 2万円

50万円超
55万円未満

900万円以下 33万円 38万円 3万円※ 1

900万円超    950万円以下 22万円 26万円 2万円※ 2

950万円超  1,000万円以下 11万円 13万円 1万円※ 3

※ 4

55万円超
133万円未満

900万円以下
省略 適用なし900万円超    950万円以下

950万円超  1,000万円以下

扶 養 控 除

一 般 扶 養 ― 33万円 38万円 5万円
特 定 扶 養 ― 45万円 63万円 18万円
老 人 扶 養 ― 38万円 48万円 10万円
同居老親等 ― 45万円 58万円 13万円

寡 婦 控 除
母

― 26万円 27万円 1万円

父
― 30万円 35万円 5万円

ひとり親控除
― 30万円 35万円 1万円

障害者控除
障 害 者 ― 26万円 27万円 1万円
特別障害者 ― 30万円 40万円 10万円

同 居 特 別 障 害 者 ― 53万円 75万円 22万円
勤 労 学 生 控 除 ― 26万円 27万円 1万円
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●寄附金税額控除
　控除の対象となる寄附金額のうち、適用下限額（＝2,000円）を超える部分

　確定申告が不要な給与所得者等がふるさと納税を行った場合、申告をしな
くても寄附金税額控除が受けられる制度です。申告特例申請書を寄附先の自
治体に提出し、制度の適用を受ける方は、申告をしなくても市・県民税から
相当額が控除されます（所得税の軽減額を含みます）。

　ただし以下に該当する方は制度の適用を受けることができません。
寄附金控除を受けるためには、確定申告書等に寄附金額を忘れずに記載して提出してください。
・寄附先の自治体が５団体を超える人
・確定申告書を提出する人
・市・県民税の申告書を提出する人

について、一定限度額までを調整控除後の所得割額から控除します。さらに、
都道府県・市区町村（特例控除対象）に対する寄附金（ふるさと納税）につい
ては基本の控除額に加えて特例控除額が上乗せされます。（①＋②が控除されます。）

　　　　○控除対象となる寄附金
（ア）都道府県・市区町村への寄附金

　（イ）住所地の都道府県共同募金会・住所地の日本赤十字社支部への寄附金
　（ウ）所得税の対象寄附金のうち新潟県又は新潟市が条例で指定したものへ
　　　の寄附金

（エ）所得税において認定された認定NPO法人以外のNPO法人への寄附金の
　　　うち新潟県や新潟市が条例で指定したものへの寄附金
（オ）新型コロナウイルス感染症に関し政府の自粛要請を受けて、中止・延
　　　期・縮小となったイベントのチケットの払戻しを受けないもの

○寄附金税額控除額の計算方法

○ふるさと納税のワンストップ特例制度について

（寄附金税額控除対象額－2,000円）×８％（市民税）
２％（県民税）

4/5（市民税）
1/5（県民税）

…①

　・（ア）～（オ）の寄附金の合計額
　・総所得金額等の30％　　　　　 ｝いずれか少ない方の金額

※ 令和元年６月１日以降、総務大臣の指定を受けていない都道府県、市区町村へ行った寄附は、特例控
　　除額及びワンストップ特例制度の適用となりません。

※ 新潟県のみ指定のもの又は、新潟県指定のもので新潟市内に対象法人がない場合は県民税のみ対
　 象となります。

○特例控除額の計算方法（都道府県・市区町村（特例控除対象）に対する寄附金のみ加算）

（寄附金額－2,000円）×特例控除率   ×泫

※ 所得割額の２割が限度となります。
注 特例控除率表

ふるさと納税をする人 ふるさと納税をする

住所・氏名・
寄附額等を通知翌年度の

市・県民税から控除

申告特例申請書を提出
１月１日現在
新潟市に居住

 〔課税標準額については９ページ参照　　〕  人的控除額の差額については10ページ参照
課税標準額－人的控除額の差額 特例控除率

０円以上195万円以下 84.895％
195万円超330万円以下 79.790％
330万円超695万円以下 69.580％
695万円超900万円以下 66.517％

900万円超1,800万円以下 56.307％
1,800万円超4,000万円以下 49.160％

4,000万円超 44.055％

…②

※ 寄附金税額控除対象額とは

ふるさと納税のワンストップ特例の適用について

寄附先の自治体

新潟市

　　　●外国税額控除
　　　　 　所得税で外国税額控除を受けた場合で、所得税で控除しきれない部分がある

ときには、県民税、市民税の順序で一定の限度額を所得割額から控除します。

　　　●配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除
　　　　 　特別徴収された県民税配当割額又は県民税株式等譲渡所得割額について確定

申告等を行った場合は、所得割額から特別徴収された額を控除します。所得割
額から控除しきれなかった金額があるときは均等割額へ充当し、充当しきれな
かった額は還付となります。

申告について  
　その年の１月１日に新潟市に住んでいる人は、前年中の所得等を３月15日までに申告
してください。
　ただし、次のような人はその必要はありません。
⑴所得税の確定申告書を提出する人
⑵給与所得のみの人で、勤務先から新潟市へ給与支払報告書が提出されている人
⑶公的年金等の所得のみで、他に収入がない人
⑷収入がなく、新潟市に住所のある人の税法上の扶養親族となっている人
※ 各種控除を追加で受ける場合は申告の必要があります。
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・市・県民税の申告書を提出する人

について、一定限度額までを調整控除後の所得割額から控除します。さらに、
都道府県・市区町村（特例控除対象）に対する寄附金（ふるさと納税）につい
ては基本の控除額に加えて特例控除額が上乗せされます。（①＋②が控除されます。）

　　　　○控除対象となる寄附金
（ア）都道府県・市区町村への寄附金

　（イ）住所地の都道府県共同募金会・住所地の日本赤十字社支部への寄附金
　（ウ）所得税の対象寄附金のうち新潟県又は新潟市が条例で指定したものへ
　　　の寄附金

（エ）所得税において認定された認定NPO法人以外のNPO法人への寄附金の
　　　うち新潟県や新潟市が条例で指定したものへの寄附金
（オ）新型コロナウイルス感染症に関し政府の自粛要請を受けて、中止・延
　　　期・縮小となったイベントのチケットの払戻しを受けないもの

○寄附金税額控除額の計算方法

○ふるさと納税のワンストップ特例制度について

（寄附金税額控除対象額－2,000円）×８％（市民税）
２％（県民税）

4/5（市民税）
1/5（県民税）

…①

　・（ア）～（オ）の寄附金の合計額
　・総所得金額等の30％　　　　　 ｝いずれか少ない方の金額

※ 令和元年６月１日以降、総務大臣の指定を受けていない都道府県、市区町村へ行った寄附は、特例控
　　除額及びワンストップ特例制度の適用となりません。

※ 新潟県のみ指定のもの又は、新潟県指定のもので新潟市内に対象法人がない場合は県民税のみ対
　 象となります。

○特例控除額の計算方法（都道府県・市区町村（特例控除対象）に対する寄附金のみ加算）

（寄附金額－2,000円）×特例控除率   ×泫

※ 所得割額の２割が限度となります。
注 特例控除率表

ふるさと納税をする人 ふるさと納税をする

住所・氏名・
寄附額等を通知翌年度の

市・県民税から控除

申告特例申請書を提出
１月１日現在
新潟市に居住

 〔課税標準額については９ページ参照　　〕  人的控除額の差額については10ページ参照
課税標準額－人的控除額の差額 特例控除率

０円以上195万円以下 84.895％
195万円超330万円以下 79.790％
330万円超695万円以下 69.580％
695万円超900万円以下 66.517％

900万円超1,800万円以下 56.307％
1,800万円超4,000万円以下 49.160％

4,000万円超 44.055％

…②

※ 寄附金税額控除対象額とは

ふるさと納税のワンストップ特例の適用について

寄附先の自治体

新潟市

　　　●外国税額控除
　　　　 　所得税で外国税額控除を受けた場合で、所得税で控除しきれない部分がある

ときには、県民税、市民税の順序で一定の限度額を所得割額から控除します。

　　　●配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除
　　　　 　特別徴収された県民税配当割額又は県民税株式等譲渡所得割額について確定

申告等を行った場合は、所得割額から特別徴収された額を控除します。所得割
額から控除しきれなかった金額があるときは均等割額へ充当し、充当しきれな
かった額は還付となります。

申告について  
　その年の１月１日に新潟市に住んでいる人は、前年中の所得等を３月15日までに申告
してください。
　ただし、次のような人はその必要はありません。
⑴所得税の確定申告書を提出する人
⑵給与所得のみの人で、勤務先から新潟市へ給与支払報告書が提出されている人
⑶公的年金等の所得のみで、他に収入がない人
⑷収入がなく、新潟市に住所のある人の税法上の扶養親族となっている人
※ 各種控除を追加で受ける場合は申告の必要があります。

●住宅借入金等特別税額控除（住民税での住宅ローン控除）
　�　提出された課税資料（確定申告書や給与支払報告書）の記載に基づき、対
象となる方の住宅ローン控除額を計算します。
　〇対象となる人
　　�　所得税で住宅ローン控除の適用を受けていて、かつ、所得税から控除し

きれなかった金額のある人のうち、平成21年１月から令和７年12月の間に
入居された人

　〇市・県民税からの控除額
　　次の①と②のいずれか小さい額を市・県民税の所得割から控除します。
　　①�前年分の所得税の住宅ローン控除可能額のうち、所得税で控除しきれな

かった額
　　②�前年分の所得税の課税総所得金額等の額に５％又は７％を乗じて得た額

（入居時期等により控除限度額が異なります）
　〇入居時期による控除限度額の一覧
　　※　�課税総所得金額等とは、所得控除後の課税所得金額、課税退職所得金額及び課税山林所

得金額の合計額で、分離課税に係る課税所得金額は含まれません。

入居時期 控除限度額 控除期間

平成21年１月から
平成26年３月

所得税の課税総所得金額等の５％
（最高97,500円） 10年

平成26年４月から
令和元年９月※１

所得税の課税総所得金額等の７％
（最高136,500円） 10年

令和元年10月から
令和２年12月※１

所得税の課税総所得金額等の７％
（最高136,500円） 13年

令和３年１月から
令和４年12月※１※２

所得税の課税総所得金額等の７％
（最高136,500円） 13年

令和４年１月から
令和７年12月※３

所得税の課税総所得金額等の５％
（最高97,500円） 13年

※１：�住宅に適用される消費税率が８％又は10％である場合で、それ以外の場合においては
５％を乗じて得た金額（最高97,500円）となります。

※２：�注文住宅は令和２年10月から令和３年９月までの間、分譲住宅などは令和２年12月か
ら令和３年11月までの間に契約する必要があります。

※３：控除期間について、中古住宅等の一部住宅については10年間となります。
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納税の方法
　市・県民税の納税方法は、納税通知書で納めていただく普通徴収と、勤務先の給与又
は公的年金から差し引いて納めていただく特別徴収の２つの方法があります。

事業所得者などの市･県民税については、市が
送付する納税通知書によって、税額を年４回
に分けて納めていただきます。

納期限 ６月・８月・10月・翌年１月の末日 納期限 徴収した月の翌月10日

特 別 徴 収 （ 給 与 の 場 合 ）

給与所得者の市･県民税については、給与支払
）。すまいいと」者務義収徴別特「、合場のこ（者  

が、税額を６月から翌年の５月までの年12回
に分け、毎月の給与支払の際に、納税者の給
与から差し引き、納税者にかわって納めてい
ただきます。

普　　　通　　　徴　　　収

〈普通徴収の方法による場合の納税のしくみ〉

納 税 者納 税 者 新潟市役所

（税額の計算）

1

4

申告書の提出

3
税額の通知

（6月）（納税通知書）

納税

（6、8、10月、翌年の1月）

3月15日までに所得税の
確定申告をした人はその
必要はありません。

2

納 税 者 給与所得者 
（納税者） 

新潟市役所 

（税額の計算） 

給与支払者 
（特別徴収義務者） 2 

1 

給与支払報告書 
提出（※） 

（1月末まで） 

税額の納入 

徴収した月の 
翌月10日まで 

5 
給与の支払の際 

税額を徴収 

6月から翌年の 
5月までの毎月の給与支払日 

4 

3 
税額の通知 

（5月末まで） 
3 

税額の 
通知 

〈特別徴収（給与の場合）の方法による場合の納税のしくみ〉

※1　納期限が土・日、祝祭日等にあたる場合は、翌開庁日となります。
※2　65歳以上の年金受給者の公的年金等にかかる市・県民税については、平成21年10月から特別徴収制度が導入さ

れました（詳しくは14ページを参照）。
※3　給与所得と公的年金等にかかる所得以外の市・県民税については、申告の際に、給与から差し引く特別徴収か、

自分で納付する普通徴収か選択することができます。

給与所得者の市・県民税は、地方税法及び市条例により、給与支払者が特別徴収（給与天引き）することが義務付
けられています。

※　給与支払者は、１月１日に在籍している従業員のほかに、年の途中に退職した人の分についても、市に給与支
払報告書を提出しなければなりません。公平かつ適正な課税の観点から、支払金額の多少にかかわらず提出し
てください。

公的年金からの特別徴収（天引き）制度について

○対象者
　令和５年４月１日現在、年齢が65歳以上の公的年金等受給者で、市・県民税の納税義
務のある人。
　ただし、次の場合には特別徴収の対象となりません。
　　　①公的年金給付の年額が18万円未満である場合
　　　②今年度の特別徴収税額が公的年金給付の年額を超える場合
　　　③特別徴収の方法によって徴収することが著しく困難である場合

○対象となる税額
　厚生年金、共済年金、企業年金、などの公的年金等の所得にかかる市・県民税が特別
徴収の対象となります。

 なお、公的年金等の所得以外の所得にかかる市・県民税や、特別徴収の対象にならな
い人の市・県民税については、従来どおりの方法によりお支払いいただくことになります。

○特別徴収の方法（公的年金等の所得のみの人の場合）
　初年度の徴収方法は市・県民税額の半分については納税通知書（第１期・第２期）に
よる普通徴収、残りの半分については10月以降、公的年金からの特別徴収になります。

 

初年度
普通徴収 特別徴収（本徴収）

第１期（６月） 第２期（８月） 10月 12月 ２月
年税額の

1/4
年税額の

1/4
年税額の

1/6
年税額の

1/6
年税額の

1/6

　２年目以降は下の表のとおりです。
２年目以降

特別徴収（仮徴収） 特別徴収（本徴収）
４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月

（前年度の
　年税額の
　1/2）÷３

（前年度の
　年税額の
　1/2）÷３

（前年度の
　年税額の
　1/2）÷３

年税額から仮
徴収額を控除
した額の1/3

年税額から仮
徴収額を控除
した額の1/3

年税額から仮
徴収額を控除
した額の1/3

　特別徴収制度では、受給者が支払うべき市・県民税を厚生労働大臣などの「年金保険者」
が市町村へ直接納め、受給者には、公的年金から市・県民税を差し引いた差額が支払わ
れることとなります。
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納税の方法
　市・県民税の納税方法は、納税通知書で納めていただく普通徴収と、勤務先の給与又
は公的年金から差し引いて納めていただく特別徴収の２つの方法があります。

事業所得者などの市･県民税については、市が
送付する納税通知書によって、税額を年４回
に分けて納めていただきます。

納期限 ６月・８月・10月・翌年１月の末日 納期限 徴収した月の翌月10日

特 別 徴 収 （ 給 与 の 場 合 ）

給与所得者の市･県民税については、給与支払
）。すまいいと」者務義収徴別特「、合場のこ（者  

が、税額を６月から翌年の５月までの年12回
に分け、毎月の給与支払の際に、納税者の給
与から差し引き、納税者にかわって納めてい
ただきます。

普　　　通　　　徴　　　収

〈普通徴収の方法による場合の納税のしくみ〉

納 税 者納 税 者 新潟市役所

（税額の計算）

1

4

申告書の提出

3
税額の通知

（6月）（納税通知書）

納税

（6、8、10月、翌年の1月）

3月15日までに所得税の
確定申告をした人はその
必要はありません。

2

納 税 者 給与所得者 
（納税者） 

新潟市役所 

（税額の計算） 

給与支払者 
（特別徴収義務者） 2 

1 

給与支払報告書 
提出（※） 

（1月末まで） 

税額の納入 

徴収した月の 
翌月10日まで 

5 
給与の支払の際 

税額を徴収 

6月から翌年の 
5月までの毎月の給与支払日 

4 

3 
税額の通知 

（5月末まで） 
3 

税額の 
通知 

〈特別徴収（給与の場合）の方法による場合の納税のしくみ〉

※1　納期限が土・日、祝祭日等にあたる場合は、翌開庁日となります。
※2　65歳以上の年金受給者の公的年金等にかかる市・県民税については、平成21年10月から特別徴収制度が導入さ

れました（詳しくは14ページを参照）。
※3　給与所得と公的年金等にかかる所得以外の市・県民税については、申告の際に、給与から差し引く特別徴収か、

自分で納付する普通徴収か選択することができます。

給与所得者の市・県民税は、地方税法及び市条例により、給与支払者が特別徴収（給与天引き）することが義務付
けられています。

※　給与支払者は、１月１日に在籍している従業員のほかに、年の途中に退職した人の分についても、市に給与支
払報告書を提出しなければなりません。公平かつ適正な課税の観点から、支払金額の多少にかかわらず提出し
てください。

公的年金からの特別徴収（天引き）制度について

○対象者
　令和５年４月１日現在、年齢が65歳以上の公的年金等受給者で、市・県民税の納税義
務のある人。
　ただし、次の場合には特別徴収の対象となりません。
　　　①公的年金給付の年額が18万円未満である場合
　　　②今年度の特別徴収税額が公的年金給付の年額を超える場合
　　　③特別徴収の方法によって徴収することが著しく困難である場合

○対象となる税額
　厚生年金、共済年金、企業年金、などの公的年金等の所得にかかる市・県民税が特別
徴収の対象となります。

 なお、公的年金等の所得以外の所得にかかる市・県民税や、特別徴収の対象にならな
い人の市・県民税については、従来どおりの方法によりお支払いいただくことになります。

○特別徴収の方法（公的年金等の所得のみの人の場合）
　初年度の徴収方法は市・県民税額の半分については納税通知書（第１期・第２期）に
よる普通徴収、残りの半分については10月以降、公的年金からの特別徴収になります。
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年税額の

1/4
年税額の

1/4
年税額の

1/6
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　２年目以降は下の表のとおりです。
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特別徴収（仮徴収） 特別徴収（本徴収）
４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月

（前年度の
　年税額の
　1/2）÷３
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が市町村へ直接納め、受給者には、公的年金から市・県民税を差し引いた差額が支払わ
れることとなります。
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課税の特例
　市・県民税の所得割は、各種の所得金額を合計して税額を計算する総合課税を原則と
していますが、退職所得や土地・建物の譲渡所得などについては、他の所得と区分して、
分離課税の方法により課税する特例が設けられています。

　　退職所得にかかる市・県民税所得割額の算出方法

⑴退職所得の課税の特例
　　　退職所得にかかる市・県民税所得割額は、通常、所得税と同様に退職金などの支

払いを受けるときに差し引かれます（特別徴収）。
　死亡により支払われる退職金は相続税の対象となりますので、市・県民税は課税
されません。

〈退職所得に対する所得割の納税のしくみ〉

納 税 者退 職 者
（納税者）

新潟市役所

退職手当等の
支払者

（特別徴収義務者）

（税額の計算） 税額の納入

徴収した月の
翌月10日まで

4

退職手当等の
支払の際
税額を徴収

3

「退職所得申告書」
の提出

1

2

〈退職所得控除額〉

※ 障がい者になったことが原因で退職した場合は100万円が加算されます。

20年以下の場合

20年を超える場合

40万円×勤続年数　（最低80万円）

800万円＋70万円×（勤続年数－20年）

退　職　所　得　控　除　額勤　続　年　数（１年未満は切上げ）

※１　退職手当等のうち、特定役員退職手当等及び短期退職手当等のいずれにも該当しないものをいいます。（一
般退職手当等）

※２　役員等としての勤続年数が５年以下である人が支払を受ける退職手当等のうち、その役員等としての勤続
年数に対応する退職手当等として支払を受けるものをいいます。（特定役員退職手当等）

※３　短期勤続年数（役員等以外の者として勤務した期間により計算した勤続年数が５年以下であるものをいい、
この勤続年数については、役員等として勤務した期間がある場合には、その期間を含めて計算します。）に
対応する退職手当等として支払を受けるものであって、②に該当しないものをいいます。（短期退職手当等）

　税制改正により、令和４年１月１日以降に支払われる勤続年数が５年以下の特
定役員等以外の退職金について、退職所得控除後の残額のうち、300万円を超え
る部分に対して２分の１課税とする平準化措置の適用が廃止されました。

退職手当等の区分 課税退職所得金額（1,000 円未満切捨て）

① ②、③以外の人に支払われる
退職手当等※１ （退職手当等の収入金額－退職所得控除額）×１／２

② 勤続５年以下の役員等に支払
われる退職手当等※２ 退職手当等の収入金額－退職所得控除額

③ 勤続５年以下の役員等以外に
支払われる退職手当等※３

退職手当等の収入金額－退職所得控除額≦300万円の場合
（退職手当等の収入金額－退職所得控除額）×１／２
退職手当等の収入金額－退職所得控除額＞300万円の場合
150万円＋｛（退職手当等の収入金額－（300万円＋退職所得控除額）｝

市・県民税の計算
課税退職所得金額×６％（100円未満切捨て）＝ 市民税所得割額
課税退職所得金額×４％（100円未満切捨て）＝ 県民税所得割額

 

　⑵土地・建物の譲渡所得にかかる課税の特例
個人が土地や建物を売ったときは、売った土地や建物の所有期間などによって課

税のしくみが異なります。
土地や建物の所有期間が、譲渡した年の１月１日に、５年を超えるものを長期譲

渡、５年以下のものを短期譲渡といい、それぞれの算式により税額を計算します。

収入金額－取得費・譲渡費用－特別控除額（下表）＝課税譲渡所得金額

　①長期譲渡所得
　　課税長期譲渡所得金額×税率５％（市民税４％、県民税１％）＝税額

　　　※ 優良住宅地の造成等のための譲渡及び居住用財産の譲渡の場合は、税率が異なります。

　②短期譲渡所得
　　課税短期譲渡所得金額×税率９％（市民税7.2％、県民税1.8％）＝税額

　　　※ 国や地方公共団体等へ譲渡の場合は、税率が異なります。

　〈特別控除額〉　

5,000万円
3,000万円
3,000万円

収用事業のために、土地や建物などを譲渡した場合
自分が住んでいる家屋やその敷地を譲渡した場合
被相続人の居住用財産（空き家）を譲渡した場合

譲 　 　 渡 　 　 の 　 　 理 　 　 由 特別控除額

　⑶株式等の譲渡所得にかかる課税の特例
　　　株式等の譲渡所得については、次の算式により税額を計算します。

収入金額－取得費・譲渡費用＝譲渡所得金額

　①上場株式等
　　課税譲渡所得金額×税率５％（市民税４％、県民税１％）＝税額

　　　※ ほかに所得税及び復興特別所得税（国税）が15.315％かかります。

※2 納税通知書が送達される日までに、確定申告とは別に、市民税・県民税申告書をご提出いただくか、
確定申告書の住民税・事業税に関する事項で「特定配当等・特定株式等譲渡所得の全部の申告不要」
欄に○をつけると、所得税と異なる課税方式を選択することができます。

　　　 　源泉徴収を選択した特定口座内の上場株式等は、通常は、証券会社等が売買益
の支払いの際に県民税株式等譲渡所得割を徴収し、県に申告納入することになっ
ているので申告は不要です。（県に納められた県民税株式等譲渡所得割のうち、
市町村分は所定の交付基準に基づき、県内の市町村に交付されます。）

　　　 　申告をした場合には、翌年度に所得割で「分離課税」（税率は同じ）され、県
に納めた額は所得割から控除（控除しきれない場合は充当又は還付）されます。
※1 申告した譲渡所得は、合計所得金額（扶養控除や非課税の判定に使用します。）に含まれますのでご注
　 意ください。

　平成29年度より、上場株式等と一般株式等の譲渡損益の通算はできません。

　　　※ ほかに所得税及び復興特別所得税（国税）が15.315％かかります。

　②一般株式等
　　課税譲渡所得金額×税率５％（市民税４％、県民税１％）＝税額

独立行政法人都市再生機構などが行う特定土地区画整理事業等のために土地
等を譲渡した場合
特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合
農地保有の合理化等のために農地等を譲渡した場合
個人が低未利用土地又はその上に存する権利を譲渡した場合（親族間譲渡は除く）

2,000万円

1,500万円
800万円
100万円
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課税の特例
　市・県民税の所得割は、各種の所得金額を合計して税額を計算する総合課税を原則と
していますが、退職所得や土地・建物の譲渡所得などについては、他の所得と区分して、
分離課税の方法により課税する特例が設けられています。

　　退職所得にかかる市・県民税所得割額の算出方法

⑴退職所得の課税の特例
　　　退職所得にかかる市・県民税所得割額は、通常、所得税と同様に退職金などの支

払いを受けるときに差し引かれます（特別徴収）。
　死亡により支払われる退職金は相続税の対象となりますので、市・県民税は課税
されません。

〈退職所得に対する所得割の納税のしくみ〉

納 税 者退 職 者
（納税者）

新潟市役所

退職手当等の
支払者

（特別徴収義務者）

（税額の計算） 税額の納入

徴収した月の
翌月10日まで

4

退職手当等の
支払の際
税額を徴収

3

「退職所得申告書」
の提出

1

2

〈退職所得控除額〉

※ 障がい者になったことが原因で退職した場合は100万円が加算されます。

20年以下の場合

20年を超える場合

40万円×勤続年数　（最低80万円）

800万円＋70万円×（勤続年数－20年）

退　職　所　得　控　除　額勤　続　年　数（１年未満は切上げ）

※１　退職手当等のうち、特定役員退職手当等及び短期退職手当等のいずれにも該当しないものをいいます。（一
般退職手当等）

※２　役員等としての勤続年数が５年以下である人が支払を受ける退職手当等のうち、その役員等としての勤続
年数に対応する退職手当等として支払を受けるものをいいます。（特定役員退職手当等）

※３　短期勤続年数（役員等以外の者として勤務した期間により計算した勤続年数が５年以下であるものをいい、
この勤続年数については、役員等として勤務した期間がある場合には、その期間を含めて計算します。）に
対応する退職手当等として支払を受けるものであって、②に該当しないものをいいます。（短期退職手当等）

　税制改正により、令和４年１月１日以降に支払われる勤続年数が５年以下の特
定役員等以外の退職金について、退職所得控除後の残額のうち、300万円を超え
る部分に対して２分の１課税とする平準化措置の適用が廃止されました。

退職手当等の区分 課税退職所得金額（1,000 円未満切捨て）

① ②、③以外の人に支払われる
退職手当等※１ （退職手当等の収入金額－退職所得控除額）×１／２

② 勤続５年以下の役員等に支払
われる退職手当等※２ 退職手当等の収入金額－退職所得控除額

③ 勤続５年以下の役員等以外に
支払われる退職手当等※３

退職手当等の収入金額－退職所得控除額≦300万円の場合
（退職手当等の収入金額－退職所得控除額）×１／２
退職手当等の収入金額－退職所得控除額＞300万円の場合
150万円＋｛（退職手当等の収入金額－（300万円＋退職所得控除額）｝

市・県民税の計算
課税退職所得金額×６％（100円未満切捨て）＝ 市民税所得割額
課税退職所得金額×４％（100円未満切捨て）＝ 県民税所得割額

 

　⑵土地・建物の譲渡所得にかかる課税の特例
個人が土地や建物を売ったときは、売った土地や建物の所有期間などによって課

税のしくみが異なります。
土地や建物の所有期間が、譲渡した年の１月１日に、５年を超えるものを長期譲
渡、５年以下のものを短期譲渡といい、それぞれの算式により税額を計算します。

収入金額－取得費・譲渡費用－特別控除額（下表）＝課税譲渡所得金額

　①長期譲渡所得
　　課税長期譲渡所得金額×税率５％（市民税４％、県民税１％）＝税額

　　　※ 優良住宅地の造成等のための譲渡及び居住用財産の譲渡の場合は、税率が異なります。

　②短期譲渡所得
　　課税短期譲渡所得金額×税率９％（市民税7.2％、県民税1.8％）＝税額

　　　※ 国や地方公共団体等へ譲渡の場合は、税率が異なります。

　〈特別控除額〉　

5,000万円
3,000万円
3,000万円

収用事業のために、土地や建物などを譲渡した場合
自分が住んでいる家屋やその敷地を譲渡した場合
被相続人の居住用財産（空き家）を譲渡した場合

譲 　 　 渡 　 　 の 　 　 理 　 　 由 特別控除額

　⑶株式等の譲渡所得にかかる課税の特例
　　　株式等の譲渡所得については、次の算式により税額を計算します。

収入金額－取得費・譲渡費用＝譲渡所得金額

　①上場株式等
　　課税譲渡所得金額×税率５％（市民税４％、県民税１％）＝税額

　　　※ ほかに所得税及び復興特別所得税（国税）が15.315％かかります。

※2 納税通知書が送達される日までに、確定申告とは別に、市民税・県民税申告書をご提出いただくか、
確定申告書の住民税・事業税に関する事項で「特定配当等・特定株式等譲渡所得の全部の申告不要」
欄に○をつけると、所得税と異なる課税方式を選択することができます。

　　　 　源泉徴収を選択した特定口座内の上場株式等は、通常は、証券会社等が売買益
の支払いの際に県民税株式等譲渡所得割を徴収し、県に申告納入することになっ
ているので申告は不要です。（県に納められた県民税株式等譲渡所得割のうち、
市町村分は所定の交付基準に基づき、県内の市町村に交付されます。）

　　　 　申告をした場合には、翌年度に所得割で「分離課税」（税率は同じ）され、県
に納めた額は所得割から控除（控除しきれない場合は充当又は還付）されます。
※1 申告した譲渡所得は、合計所得金額（扶養控除や非課税の判定に使用します。）に含まれますのでご注
　 意ください。

　平成29年度より、上場株式等と一般株式等の譲渡損益の通算はできません。

　　　※ ほかに所得税及び復興特別所得税（国税）が15.315％かかります。

　②一般株式等
　　課税譲渡所得金額×税率５％（市民税４％、県民税１％）＝税額

独立行政法人都市再生機構などが行う特定土地区画整理事業等のために土地
等を譲渡した場合
特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合
農地保有の合理化等のために農地等を譲渡した場合
個人が低未利用土地又はその上に存する権利を譲渡した場合（親族間譲渡は除く）

2,000万円

1,500万円
800万円
100万円
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　⑷上場株式等の配当所得等にかかる課税の特例

　⑸先物取引にかかる雑所得等の特例
　　先物取引による所得で、一定のものについては、５％（市民税４％、県民税１％）

の税率により課税されます。

課税雑所得等の金額×税率５％（市民税４％、県民税１％）＝税額
　　　 ※ ほかに所得税及び復興特別所得税（国税）が15.315％かかります。

〈市・県民税と所得税の主な相違点〉
区　分 市　・　県　民　税 所　　得　　税

賦 課 期 日
課税年度初日が属する年の１月１日。
１月１日に死亡等でいない場合は課税されません。

賦課期日の概念はありません。
死亡の場合は相続人が申告します。

課 税 さ れ る
所 得 前年の所得に対して課税されます。 現年の所得に対して課税されます。

均 等 割 均等割の制度があります。 ありません。

申 告 範 囲 原則として、すべての所得を申告する
必要があります。

申告をしないことができる場合があり
ます。（給与所得者で給与所得以外の所
得が20万円以下の場合など）

課 税 の 方 法 市町村が税額を計算して課税する賦課課税。自分で税額を計算して納税する申告納税。

税 率 市民税：８％（一律）　 合計10％（一律）県民税：２％（一律）
５％、10％、20％、23％、33％、40％、

  45％（７段階）

所 得 控 除
生命保険料控除、地震保険料控除、障害者控除、寡婦控除、ひとり親控除、勤 
労学生控除、配偶者控除、配偶者特別控除、扶養控除、基礎控除の各所得控除
額が異なります。

寄 附 金 控 除 税額控除方式（適用下限額2,000円） 所得控除方式（適用下限額2,000円）

税 額 控 除
配当控除の控除率が異なります。住宅ローン控除の対象者及び控除金額が異な
ります。外国税額控除は所得税の控除が優先されます。

市・県民税には政党等寄附金特別控除はありません。

納 税 方 法
サラリー
マンの場
合 ）（

毎年６月から翌年５月までの毎月の給
料から特別徴収されます。

毎年１月から12月の毎月の給料のほか
ボーナスからも源泉徴収されます。

年末調整はありません。 年末調整で年税額を精算します。

　上場株式等にかかる配当所得について申告する場合には、「総合課税」と「申告
分離課税」のいずれかを選択できます。ただし、「申告分離課税」を選択した場合
には、配当控除は適用されません。
　上場株式等の配当所得等（平成 28 年 1 月 1 日以後に支払いを受けるべき特定公
社債等の利子所得も含む）について「申告分離課税」を選択した場合は、上場株
式等にかかる譲渡所得との損益通算や繰越控除の適用を受けることができます。
又、16 ページの「⑶株式等の譲渡所得にかかる課税の特例」と同様に支給の際に
源泉徴収されるため、申告不要の特例を適用して申告しないこともできます。
※1 申告した上場株式等の配当所得等は、合計所得金額（扶養控除や非課税の判定に使用します。）に含まれ

ますのでご注意ください。
※2 納税通知書が送達される日までに、確定申告とは別に、市民税・県民税申告書をご提出いただくか、確

定申告書の住民税・事業税に関する事項で「特定配当等・特定株式等譲渡所得の全部の申告不要」欄に
○をつけると、所得税と異なる課税方式を選択することができます。

 （給与所得者の場合①）
設　　例

家族構成 夫婦・子ども２人（配偶者は収入なし子どもは18歳と14歳）
令和４年中の収入 給与収入　　5,000,000円
社会保険料の支払額 500,000円

所得割額の計算
所 得 金 額 Ａ  （収入金額） － （給与所得控除）

 5,000,000円　－　1,440,000円　＝　3,560,000円

所 得 控 除 Ｂ

社会保険料控除額 500,000円
配偶者控除額 330,000円
扶養控除額（一般扶養33万円）  330,000円
基礎控除額 430,000円
　　　　計 1,590,000円

課税標準額 Ｃ
（Ａ－Ｂ）

3,560,000円－1,590,000円＝1,970,000円
〈千円未満は切捨て〉

調整控除前
の所得割額

市民税Ｄ 1,970,000円×８％（税率）＝157,600円

県民税Ｅ 1,970,000円×２％（税率）＝  39,400円

調整控除額

人的控除額
の差額

 50,000円
50,000円

 50,000円
一般扶養の差額
配偶者控除の差額

基礎控除の差額
　　　　計 150,000円

市民税Ｆ 150,000円×４％＝6,000円

県民税Ｇ 150,000円×１％＝1,500円

調整控除後
の所得割額

市民税Ｈ
（D－F）

157,600円－6,000円＝151,600円
〈百円未満は切捨て〉

県民税Ｉ
（Ｅ－Ｇ）

39,400円－1,500円＝37,900円
〈百円未満は切捨て〉

均等割額

市民税Ｊ 3,500円

県民税Ｋ 1,500円

市・県民税額
市民税

（Ｈ＋Ｊ） 151,600円＋3,500円＝155,100円

県民税
（Ｉ＋Ｋ） 37,900円＋1,500円＝39,400円

計Ｌ 194,500円
各期（月）の納税額

普通徴収の場合

　市・県民税額Ｌを４期に分け、千円未満の端数を第１期
分に加算します。

第１期　　　　　　50,500円
第２期～第４期　　48,000円

特別徴収（給与）の場合

　市・県民税額Ｌを12 か月に分け、百円未満の端数を６月
分に加算します。

６月　　　　　　　16,300円
７月～翌年５月　　16,200円

令和５年度分　市・県民税額の計算例  
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　⑷上場株式等の配当所得等にかかる課税の特例

　⑸先物取引にかかる雑所得等の特例
　　先物取引による所得で、一定のものについては、５％（市民税４％、県民税１％）

の税率により課税されます。

課税雑所得等の金額×税率５％（市民税４％、県民税１％）＝税額
　　　 ※ ほかに所得税及び復興特別所得税（国税）が15.315％かかります。

〈市・県民税と所得税の主な相違点〉
区　分 市　・　県　民　税 所　　得　　税

賦 課 期 日
課税年度初日が属する年の１月１日。
１月１日に死亡等でいない場合は課税されません。

賦課期日の概念はありません。
死亡の場合は相続人が申告します。

課 税 さ れ る
所 得 前年の所得に対して課税されます。 現年の所得に対して課税されます。

均 等 割 均等割の制度があります。 ありません。

申 告 範 囲 原則として、すべての所得を申告する
必要があります。

申告をしないことができる場合があり
ます。（給与所得者で給与所得以外の所
得が20万円以下の場合など）

課 税 の 方 法 市町村が税額を計算して課税する賦課課税。自分で税額を計算して納税する申告納税。

税 率 市民税：８％（一律）　 合計10％（一律）県民税：２％（一律）
５％、10％、20％、23％、33％、40％、

  45％（７段階）

所 得 控 除
生命保険料控除、地震保険料控除、障害者控除、寡婦控除、ひとり親控除、勤 
労学生控除、配偶者控除、配偶者特別控除、扶養控除、基礎控除の各所得控除
額が異なります。

寄 附 金 控 除 税額控除方式（適用下限額2,000円） 所得控除方式（適用下限額2,000円）

税 額 控 除
配当控除の控除率が異なります。住宅ローン控除の対象者及び控除金額が異な
ります。外国税額控除は所得税の控除が優先されます。

市・県民税には政党等寄附金特別控除はありません。

納 税 方 法
サラリー
マンの場
合 ）（

毎年６月から翌年５月までの毎月の給
料から特別徴収されます。

毎年１月から12月の毎月の給料のほか
ボーナスからも源泉徴収されます。

年末調整はありません。 年末調整で年税額を精算します。

　上場株式等にかかる配当所得について申告する場合には、「総合課税」と「申告
分離課税」のいずれかを選択できます。ただし、「申告分離課税」を選択した場合
には、配当控除は適用されません。
　上場株式等の配当所得等（平成 28 年 1 月 1 日以後に支払いを受けるべき特定公
社債等の利子所得も含む）について「申告分離課税」を選択した場合は、上場株
式等にかかる譲渡所得との損益通算や繰越控除の適用を受けることができます。
又、16 ページの「⑶株式等の譲渡所得にかかる課税の特例」と同様に支給の際に
源泉徴収されるため、申告不要の特例を適用して申告しないこともできます。
※1 申告した上場株式等の配当所得等は、合計所得金額（扶養控除や非課税の判定に使用します。）に含まれ

ますのでご注意ください。
※2 納税通知書が送達される日までに、確定申告とは別に、市民税・県民税申告書をご提出いただくか、確

定申告書の住民税・事業税に関する事項で「特定配当等・特定株式等譲渡所得の全部の申告不要」欄に
○をつけると、所得税と異なる課税方式を選択することができます。

 （給与所得者の場合①）
設　　例

家族構成 夫婦・子ども２人（配偶者は収入なし子どもは18歳と14歳）
令和４年中の収入 給与収入　　5,000,000円
社会保険料の支払額 500,000円

所得割額の計算
所 得 金 額 Ａ  （収入金額） － （給与所得控除）

 5,000,000円　－　1,440,000円　＝　3,560,000円

所 得 控 除 Ｂ

社会保険料控除額 500,000円
配偶者控除額 330,000円
扶養控除額（一般扶養33万円）  330,000円
基礎控除額 430,000円
　　　　計 1,590,000円

課税標準額 Ｃ
（Ａ－Ｂ）

3,560,000円－1,590,000円＝1,970,000円
〈千円未満は切捨て〉

調整控除前
の所得割額

市民税Ｄ 1,970,000円×８％（税率）＝157,600円

県民税Ｅ 1,970,000円×２％（税率）＝  39,400円

調整控除額

人的控除額
の差額

 50,000円
50,000円

 50,000円
一般扶養の差額
配偶者控除の差額

基礎控除の差額
　　　　計 150,000円

市民税Ｆ 150,000円×４％＝6,000円

県民税Ｇ 150,000円×１％＝1,500円

調整控除後
の所得割額

市民税Ｈ
（D－F）

157,600円－6,000円＝151,600円
〈百円未満は切捨て〉

県民税Ｉ
（Ｅ－Ｇ）

39,400円－1,500円＝37,900円
〈百円未満は切捨て〉

均等割額

市民税Ｊ 3,500円

県民税Ｋ 1,500円

市・県民税額
市民税

（Ｈ＋Ｊ） 151,600円＋3,500円＝155,100円

県民税
（Ｉ＋Ｋ） 37,900円＋1,500円＝39,400円

計Ｌ 194,500円
各期（月）の納税額

普通徴収の場合

　市・県民税額Ｌを４期に分け、千円未満の端数を第１期
分に加算します。

第１期　　　　　　50,500円
第２期～第４期　　48,000円

特別徴収（給与）の場合

　市・県民税額Ｌを12 か月に分け、百円未満の端数を６月
分に加算します。

６月　　　　　　　16,300円
７月～翌年５月　　16,200円

令和５年度分　市・県民税額の計算例  
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 （給与所得者の場合②）
設　　例

家族構成 夫婦・子ども２人（配偶者は収入なし子どもは18歳と14歳）
令和４年中の収入 給与収入　　5,000,000円
社会保険料の支払額 500,000円
市・県民税の住宅借入金等特別税額控除額 75,000円

所得割額の計算
所 得 金 額 Ａ  （収入金額） － （給与所得控除）

 5,000,000円　－　1,440,000円　＝　3,560,000円

所 得 控 除 Ｂ

社会保険料控除額 500,000円
配偶者控除額 330,000円
扶養控除額（一般扶養33万円）  330,000円
基礎控除額 430,000円
　　　　計 1,590,000円

課税標準額 Ｃ
（Ａ

（H’+ J ）

（I ’+ K）

－Ｂ）
3,560,000円－1,590,000円＝1,970,000円

〈千円未満は切捨て〉

調整控除前
の所得割額

市民税Ｄ 1,970,000円×８％（税率）＝157,600円

県民税Ｅ 1,970,000円×２％（税率）＝  39,400円

調整控除額

人的控除額
の差額

 50,000円
50,000円

 50,000円
一般扶養の差額
配偶者控除の差額

基礎控除の差額
　　　　計 150,000円

市民税Ｆ 150,000円×４％＝6,000円

県民税Ｇ 150,000円×１％＝1,500円

住宅借入金等特
別 税 額 控 除 額

市民税Ｈ 75,000円×４／５＝60,000円

県民税Ⅰ

市民税Ｈ’

県民税Ⅰ’

75,000円×１／５＝15,000円

住宅借入金等
特別税額控除
後の所得割額

157,600円－ 6,000円－60,000円＝91,600円
〈百円未満は切捨て〉

39,400円－1,500円－15,000円＝22,900円
〈百円未満は切捨て〉

均等割額

市民税Ｊ 3,500円

県民税Ｋ 1,500円

市・県民税額
市民税 91,600円＋3,500円＝95,100円

県民税 22,900円＋1,500円＝24,400円

計Ｌ 119,500円
各期（月）の納税額

普通徴収の場合

　市・県民税額Ｌを４期に分け、千円未満の端数を第１期
分に加算します。

第１期　　　　　　32,500円
第２期～第４期　　29,000円

特別徴収（給与）の場合

　市・県民税額Ｌを12 か月に分け、百円未満の端数を６月
分に加算します。

６月　　　　　 　10,600円
７月～翌年５月　　9,900円

 （公的年金等受給者の場合）
設　　例

家族構成 本人68歳・配偶者66歳（配偶者の収入は年金収入105万円）
令和４年中の収入 年金収入　　2,600,000円
社会保険料の支払額 200,000円

所得割額の計算
所 得 金 額 Ａ  （収入金額） － （公的年金等控除額）

 2,600,000円　－　1,100,000円　＝　1,500,000円

所 得 控 除 Ｂ
社会保険料控除額 200,000円
配偶者控除額 330,000円
基礎控除額 430,000円
　　　　計 960,000円

課税標準額 Ｃ
（Ａ－Ｂ）

1,500,000円－960,000円＝540,000円
〈千円未満は切捨て〉

調整控除前
の所得割額

市民税Ｄ 540,000円×８％（税率）＝43,200円

県民税Ｅ 540,000円×２％（税率）＝10,800円

調整控除額

人的控除額
の差額

配偶者控除の差額 50,000円
基礎控除の差額 50,000円
　　　　計 100,000円

市民税Ｆ 100,000円×４％＝4,000円

県民税Ｇ 100,000円×１％＝1,000円

調整控除後
の所得割額

市民税Ｈ
（D－F）

43,200円－4,000円＝39,200円
〈百円未満は切捨て〉

県民税Ｉ
（Ｅ－Ｇ）

10,800円－1,000円＝9,800円
〈百円未満は切捨て〉

均等割額

市民税Ｊ 3,500円

県民税Ｋ 1,500円

市・県民税額
市民税

（Ｈ＋Ｊ） 39,200円＋3,500円＝42,700円

県民税
（Ｉ＋Ｋ） 9,800円＋1,500円＝11,300円

計Ｌ 54,000円
各期（月）の納税額

普通徴収の場合

　市・県民税額Ｌを４期に分け、千円未満の端数を第１期
分に加算します。

第１期　　　　　　15,000円
第２期～第４期　　13,000円

特別徴収（公的年金）
２年目以降の場合

　市・県民税額Ｌから４・６・８月にすでに仮徴収された
金額を差し引き、残りを３回に分け（百円未満の端数を10
月分に加算）特別徴収します。

〈例：仮徴収済額が24,000円の場合〉 ４月（仮徴収）　8,000円
 ６月（ 〃 ）　8,000円
 ８月（ 〃 ）　8,000円
 10月 10,000円
 12月 10,000円
 翌年２月 10,000円
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 （給与所得者の場合②）
設　　例

家族構成 夫婦・子ども２人（配偶者は収入なし子どもは18歳と14歳）
令和４年中の収入 給与収入　　5,000,000円
社会保険料の支払額 500,000円
市・県民税の住宅借入金等特別税額控除額 75,000円

所得割額の計算
所 得 金 額 Ａ  （収入金額） － （給与所得控除）

 5,000,000円　－　1,440,000円　＝　3,560,000円

所 得 控 除 Ｂ

社会保険料控除額 500,000円
配偶者控除額 330,000円
扶養控除額（一般扶養33万円）  330,000円
基礎控除額 430,000円
　　　　計 1,590,000円

課税標準額 Ｃ
（Ａ

（H’+ J ）

（I ’+ K）

－Ｂ）
3,560,000円－1,590,000円＝1,970,000円

〈千円未満は切捨て〉

調整控除前
の所得割額

市民税Ｄ 1,970,000円×８％（税率）＝157,600円

県民税Ｅ 1,970,000円×２％（税率）＝  39,400円

調整控除額

人的控除額
の差額

 50,000円
50,000円

 50,000円
一般扶養の差額
配偶者控除の差額

基礎控除の差額
　　　　計 150,000円

市民税Ｆ 150,000円×４％＝6,000円

県民税Ｇ 150,000円×１％＝1,500円

住宅借入金等特
別 税 額 控 除 額

市民税Ｈ 75,000円×４／５＝60,000円

県民税Ⅰ

市民税Ｈ’

県民税Ⅰ’

75,000円×１／５＝15,000円

住宅借入金等
特別税額控除
後の所得割額

157,600円－ 6,000円－60,000円＝91,600円
〈百円未満は切捨て〉

39,400円－1,500円－15,000円＝22,900円
〈百円未満は切捨て〉

均等割額

市民税Ｊ 3,500円

県民税Ｋ 1,500円

市・県民税額
市民税 91,600円＋3,500円＝95,100円

県民税 22,900円＋1,500円＝24,400円

計Ｌ 119,500円
各期（月）の納税額

普通徴収の場合

　市・県民税額Ｌを４期に分け、千円未満の端数を第１期
分に加算します。

第１期　　　　　　32,500円
第２期～第４期　　29,000円

特別徴収（給与）の場合

　市・県民税額Ｌを12 か月に分け、百円未満の端数を６月
分に加算します。

６月　　　　　 　10,600円
７月～翌年５月　　9,900円

 （公的年金等受給者の場合）
設　　例

家族構成 本人68歳・配偶者66歳（配偶者の収入は年金収入105万円）
令和４年中の収入 年金収入　　2,600,000円
社会保険料の支払額 200,000円

所得割額の計算
所 得 金 額 Ａ  （収入金額） － （公的年金等控除額）

 2,600,000円　－　1,100,000円　＝　1,500,000円

所 得 控 除 Ｂ
社会保険料控除額 200,000円
配偶者控除額 330,000円
基礎控除額 430,000円
　　　　計 960,000円

課税標準額 Ｃ
（Ａ－Ｂ）

1,500,000円－960,000円＝540,000円
〈千円未満は切捨て〉

調整控除前
の所得割額

市民税Ｄ 540,000円×８％（税率）＝43,200円

県民税Ｅ 540,000円×２％（税率）＝10,800円

調整控除額

人的控除額
の差額

配偶者控除の差額 50,000円
基礎控除の差額 50,000円
　　　　計 100,000円

市民税Ｆ 100,000円×４％＝4,000円

県民税Ｇ 100,000円×１％＝1,000円

調整控除後
の所得割額

市民税Ｈ
（D－F）

43,200円－4,000円＝39,200円
〈百円未満は切捨て〉

県民税Ｉ
（Ｅ－Ｇ）

10,800円－1,000円＝9,800円
〈百円未満は切捨て〉

均等割額

市民税Ｊ 3,500円

県民税Ｋ 1,500円

市・県民税額
市民税

（Ｈ＋Ｊ） 39,200円＋3,500円＝42,700円

県民税
（Ｉ＋Ｋ） 9,800円＋1,500円＝11,300円

計Ｌ 54,000円
各期（月）の納税額

普通徴収の場合

　市・県民税額Ｌを４期に分け、千円未満の端数を第１期
分に加算します。

第１期　　　　　　15,000円
第２期～第４期　　13,000円

特別徴収（公的年金）
２年目以降の場合

　市・県民税額Ｌから４・６・８月にすでに仮徴収された
金額を差し引き、残りを３回に分け（百円未満の端数を10
月分に加算）特別徴収します。

〈例：仮徴収済額が24,000円の場合〉 ４月（仮徴収）　8,000円
 ６月（ 〃 ）　8,000円
 ８月（ 〃 ）　8,000円
 10月 10,000円
 12月 10,000円
 翌年２月 10,000円



市
税
の
あ
ら
ま
し

（
個
人
市
民
税
）

21

退職時に納めたのに納税通知書が？

確定申告をする必要がないといわれましたが？

転出後の市・県民税は？
　私は、令和５年３月30日に長野市から新潟市に引越しました。ところが、
６月に長野市役所から令和５年度分の市・県民税の納税通知書が送られてき
ました。今年は新潟市に市・県民税を納めるのではないのですか。

　市・県民税は、毎年１月１日（賦課期日）現在住んでいる市町村で課税す
ることになっています。したがって、あなたの場合は、令和５年１月１日現
在長野市に住んでいましたので、今現在新潟市に住んでいても、令和５年度
分の市・県民税は長野市に納めていただくことになります。

　私は個人で事業を営んでいますが、確定申告のため税務署へ行ったところ、
所得税がかからないので確定申告をする必要はないといわれました。この場
合、市・県民税の申告もしなくていいのでしょうか。
　
　所得控除の合計額が所得の合計額より多い場合は、所得税の確定申告は必
要ありませんが、市・県民税の申告をしていただかなければなりません。
　市・県民税の場合、あなたのような自営業の人はもとより、働いていない
ため収入が全くない人や非課税所得（遺族・障害年金等）で生活している人
も申告が必要となる場合があります。
　市・県民税の申告で収入状況等をお知らせいただくことにより、所得証明
書の発行が可能となり、国民健康保険料・介護保険料等が正しく算定されま
す。
　なお、所得税の確定申告をした場合や、収入がなく本市に住所がある方の
税法上の扶養に入っている場合などは、あらためて市・県民税の申告をする
必要はありません。（12ページ参照）

　
　私は令和５年１月に会社を退職しました。その後は無職なのですが、６月
に市役所から市・県民税の納税通知書が送られてきました。退職したときの
給与で市・県民税を一括して納めたはずなのになぜでしょうか。
　
　個人の市・県民税は、前年中の所得に対して課税され、特別徴収される給
与所得者の場合は、年税額を６月から翌年の５月までの12回に分割して毎月
の給与から差し引きます。退職により給与から差し引くことのできなくなっ
た残りの税額は、一括して納めることになります。
　６月に市役所から送られた納税通知書は、令和４年中の所得に対して課税
される令和５年度分の市・県民税の税額です。

Ｑ

Ｑ

Ｑ

Ａ

Ａ

Ａ

Q＆A

妻のパート収入で市・県民税と所得税は？

給与所得者の市・県民税の計算方法は？
　私は会社員で、今まで１度も税金の申告をしたことがありません。
　毎月給与から市・県民税が引かれているのですが、この金額は、どんな資
料によって計算されているのですか。

 

　私の妻はパートで働いています。パート収入によって私の税金は変わりま
すか。又、妻自身の税金はどうなるのでしょうか。
　

Ｑ

Ｑ

　
　毎年、あなたが会社からもらう「源泉徴収票」と同じ内容を記載した「給
与支払報告書」が会社から市役所へ提出され、その内容から市・県民税が計
算されます。
　また、確定申告を行った場合、確定申告書の内容が税務署から市役所へ提
供されますので、その内容から市・県民税が計算されます。
　医療費控除を受けようとする場合などは、確定申告が必要ですのでご注意
ください。

Ａ

Ａ

注１ 扶養親族の有無や各種控除の適用により税金がかからない場合もあります。
注２ 納税義務者の合計所得金額が1,000万円を超える場合は、配偶者控除および配偶者特別控除は受けられません。

※1 給与所得金額の計算について詳しくは６ページ参照
※2 配偶者控除、配偶者特別控除の要件等控除額について詳しくは８ページ参照

Q＆A

パートの収入金額

妻　自　身　の　税　金 夫　　の　　税　　金

配偶者控除 配偶者特別控除

受けられる
（注2）

受けられない

受けられる（注2）

受けられない

令和５年度分市・県民税

均等割

かからない
かからない

かかる
（注1）

かからない

かかる
（注1）

受けられない

かかる
（注1）

所得割
令和４年分
所　得　税

～965,000円
   965,001円～1,000,000円
1,000,001円～1,030,000円
1,030,001円～2,015,999円
2,016,000円～

令和５年度分市・県民税
令和４年分所得税　（ ）

パート収入は通常給与収入として扱われます。給与収入から給与所得控除
額を差し引いて計算した、配偶者の給与所得金額とあなたの合計所得金額に
よって、あなたが適用を受けられる控除の種類や控除額が変わりますので、
その適用に応じてあなたの税額も変わることとなります。又、配偶者の税額
につきましても、その給与所得金額に応じて市・県民税や所得税がそれぞれ
加算されます。パートの収入金額を基準にこれらの関係をまとめると、次の
ようになります。
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退職時に納めたのに納税通知書が？

確定申告をする必要がないといわれましたが？

転出後の市・県民税は？
　私は、令和５年３月30日に長野市から新潟市に引越しました。ところが、
６月に長野市役所から令和５年度分の市・県民税の納税通知書が送られてき
ました。今年は新潟市に市・県民税を納めるのではないのですか。

　市・県民税は、毎年１月１日（賦課期日）現在住んでいる市町村で課税す
ることになっています。したがって、あなたの場合は、令和５年１月１日現
在長野市に住んでいましたので、今現在新潟市に住んでいても、令和５年度
分の市・県民税は長野市に納めていただくことになります。

　私は個人で事業を営んでいますが、確定申告のため税務署へ行ったところ、
所得税がかからないので確定申告をする必要はないといわれました。この場
合、市・県民税の申告もしなくていいのでしょうか。
　
　所得控除の合計額が所得の合計額より多い場合は、所得税の確定申告は必
要ありませんが、市・県民税の申告をしていただかなければなりません。
　市・県民税の場合、あなたのような自営業の人はもとより、働いていない
ため収入が全くない人や非課税所得（遺族・障害年金等）で生活している人
も申告が必要となる場合があります。
　市・県民税の申告で収入状況等をお知らせいただくことにより、所得証明
書の発行が可能となり、国民健康保険料・介護保険料等が正しく算定されま
す。
　なお、所得税の確定申告をした場合や、収入がなく本市に住所がある方の
税法上の扶養に入っている場合などは、あらためて市・県民税の申告をする
必要はありません。（12ページ参照）

　
　私は令和５年１月に会社を退職しました。その後は無職なのですが、６月
に市役所から市・県民税の納税通知書が送られてきました。退職したときの
給与で市・県民税を一括して納めたはずなのになぜでしょうか。
　
　個人の市・県民税は、前年中の所得に対して課税され、特別徴収される給
与所得者の場合は、年税額を６月から翌年の５月までの12回に分割して毎月
の給与から差し引きます。退職により給与から差し引くことのできなくなっ
た残りの税額は、一括して納めることになります。
　６月に市役所から送られた納税通知書は、令和４年中の所得に対して課税
される令和５年度分の市・県民税の税額です。

Ｑ

Ｑ

Ｑ

Ａ

Ａ

Ａ

Q＆A

妻のパート収入で市・県民税と所得税は？

給与所得者の市・県民税の計算方法は？
　私は会社員で、今まで１度も税金の申告をしたことがありません。
　毎月給与から市・県民税が引かれているのですが、この金額は、どんな資
料によって計算されているのですか。

 

　私の妻はパートで働いています。パート収入によって私の税金は変わりま
すか。又、妻自身の税金はどうなるのでしょうか。
　

Ｑ

Ｑ

　
　毎年、あなたが会社からもらう「源泉徴収票」と同じ内容を記載した「給
与支払報告書」が会社から市役所へ提出され、その内容から市・県民税が計
算されます。
　また、確定申告を行った場合、確定申告書の内容が税務署から市役所へ提
供されますので、その内容から市・県民税が計算されます。
　医療費控除を受けようとする場合などは、確定申告が必要ですのでご注意
ください。

Ａ

Ａ

注１ 扶養親族の有無や各種控除の適用により税金がかからない場合もあります。
注２ 納税義務者の合計所得金額が1,000万円を超える場合は、配偶者控除および配偶者特別控除は受けられません。

※1 給与所得金額の計算について詳しくは６ページ参照
※2 配偶者控除、配偶者特別控除の要件等控除額について詳しくは８ページ参照

Q＆A

パートの収入金額

妻　自　身　の　税　金 夫　　の　　税　　金

配偶者控除 配偶者特別控除

受けられる
（注2）

受けられない

受けられる（注2）

受けられない

令和５年度分市・県民税

均等割

かからない
かからない

かかる
（注1）

かからない

かかる
（注1）

受けられない

かかる
（注1）

所得割
令和４年分
所　得　税

～965,000円
   965,001円～1,000,000円
1,000,001円～1,030,000円
1,030,001円～2,015,999円
2,016,000円～

令和５年度分市・県民税
令和４年分所得税　（ ）

パート収入は通常給与収入として扱われます。給与収入から給与所得控除
額を差し引いて計算した、配偶者の給与所得金額とあなたの合計所得金額に
よって、あなたが適用を受けられる控除の種類や控除額が変わりますので、
その適用に応じてあなたの税額も変わることとなります。又、配偶者の税額
につきましても、その給与所得金額に応じて市・県民税や所得税がそれぞれ
加算されます。パートの収入金額を基準にこれらの関係をまとめると、次の
ようになります。
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　私は収入がわずかばかりの公的年金のみで、市・県民税もかからないので
毎年申告をしていなかったのですが、昨年中に病気を患い入院と通院で医療
費が20万円ほどかかりました。そんな折、知り合いから、税金の申告をする
と医療費が戻ってくると聞いたのですが、それは本当でしょうか。

　税金の申告によって、支払った医療費自体が戻ってくることはありません。

　私は令和４年12月１日にふるさと納税をしましたが、いつの分の税金が
減るのですか？

　ふるさと納税は税金の計算上、寄附金控除として扱われます。令和４年中
に寄附をした場合、確定申告をすると、令和５年度分の市・県民税が減額さ
れます。又、所得税は令和４年分が減額されます。

税金の申告をすると医療費が戻ってくる？
Ｑ

Ａ

Q＆A

ふるさと納税をしたらいつ税額が減りますか？

Ａ

Ｑ

ふるさと納税は申告しなければいけないのでしょうか？
　ふるさと納税の分は申告しなくてもいいと聞きましたが…。

　

Ｑ

所得税や市・県民税には医療費控除という制度があります。この制度
は、１年間で支払った医療費や医薬品等購入費が一定額以上になると、申
告することによって、その医療費をもとに計算された所得控除が発生し、
その分税額が低く計算されるというものです（７ページ参照）。その結果、
源泉徴収された所得税が還付となったり、翌年度の市・県民税が低く計算さ
れたりします。
ただし、これは他の所得控除と同様、あくまでも所得割が課税される場合
に当てはまるもので、もともと課税されない場合、医療費控除の適用はあり
ません。

Ａ ふるさと納税ワンストップ特例（11ページ参照）の申請書（寄附金税額控
除に係る申告特例申請書）を寄附先の自治体に提出した場合は、ふるさと納
税分の控除を追加する目的のみの申告は不要です。
しかし、市・県民税の申告又は所得税の確定申告をした場合や、５団体を
超える自治体に寄附をした場合は「寄附金税額控除に係る申告特例申請
（ワンストップ特例）」が無効になります。
そのため、申告の際に寄附金控除欄に記載がない場合は、ふるさと納税に
よる寄附金控除が受けられないので忘れずに記載してください。

　ふるさと納税ワンストップ特例（11ページ参照）の適用を受ける方は、所
得税からの控除は発生せず、ふるさと納税を行った翌年の６月以降に支払う
住民税の控除という形で減額されます。

Q＆A
年金収入と不動産収入がある場合の市・県民税の納税方法は？

給与収入と年金収入がある場合の市・県民税の納税方法は？

　私は今年の３月で65歳になり、公的年金の他に不動産所得があります。65
歳になると公的年金から市・県民税が天引きされると聞きましたが、不動産
所得の分も合わせて天引きされますか？

　私は今年の２月で65歳になりますが、給与の他に、公的年金を受給してい
て、これまで公的年金の所得にかかる市・県民税についても、給与から特別
徴収されていました。今後もこの納税方法を続けることはできるのですか？

Ｑ

　公的年金から天引き（特別徴収）されるのはあくまでも公的年金等の所得
にかかる市・県民税のみとなります。したがって、不動産所得にかかる分に
ついては、これまでどおり普通徴収で納めていただくことになります。

Ａ

Ｑ

　
　地方税法により、65歳以上の人の公的年金等の所得にかかる市・県民税は
給与から特別徴収できません。したがって、公的年金等の所得にかかる市・
県民税は公的年金からの特別徴収や普通徴収で納めていただくことになりま
す。

Ａ

事務所、事業所又は家屋敷に係る市・県民税の納税通知書が届いたのですが？

Ｑ　私は中央区に住んでいますが、他の区で事業を営んでいます。そのため事
務所、事業所又は家屋敷に係る市・県民税の納税通知書が届いたようなので
すが、均等割は二重課税にはならないのでしょうか？
　
Ａ　平成 19 年 4 月 1 日に新潟市が政令指定都市に移行したことに伴い、各区
が「1 つの市」とみなされ、新潟市内に住んでいる区と別の区に事務所、事
業所又は家屋敷がある人につきましても、新潟市から各種の行政サービスを
受けているという考え方から、市・県民税の均等割を負担していただくこと
になります。
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　私は収入がわずかばかりの公的年金のみで、市・県民税もかからないので
毎年申告をしていなかったのですが、昨年中に病気を患い入院と通院で医療
費が20万円ほどかかりました。そんな折、知り合いから、税金の申告をする
と医療費が戻ってくると聞いたのですが、それは本当でしょうか。

　税金の申告によって、支払った医療費自体が戻ってくることはありません。

　私は令和４年12月１日にふるさと納税をしましたが、いつの分の税金が
減るのですか？

　ふるさと納税は税金の計算上、寄附金控除として扱われます。令和４年中
に寄附をした場合、確定申告をすると、令和５年度分の市・県民税が減額さ
れます。又、所得税は令和４年分が減額されます。

税金の申告をすると医療費が戻ってくる？
Ｑ

Ａ

Q＆A

ふるさと納税をしたらいつ税額が減りますか？

Ａ

Ｑ

ふるさと納税は申告しなければいけないのでしょうか？
　ふるさと納税の分は申告しなくてもいいと聞きましたが…。

　

Ｑ

所得税や市・県民税には医療費控除という制度があります。この制度
は、１年間で支払った医療費や医薬品等購入費が一定額以上になると、申
告することによって、その医療費をもとに計算された所得控除が発生し、
その分税額が低く計算されるというものです（７ページ参照）。その結果、
源泉徴収された所得税が還付となったり、翌年度の市・県民税が低く計算さ
れたりします。
ただし、これは他の所得控除と同様、あくまでも所得割が課税される場合
に当てはまるもので、もともと課税されない場合、医療費控除の適用はあり
ません。

Ａ ふるさと納税ワンストップ特例（11ページ参照）の申請書（寄附金税額控
除に係る申告特例申請書）を寄附先の自治体に提出した場合は、ふるさと納
税分の控除を追加する目的のみの申告は不要です。
しかし、市・県民税の申告又は所得税の確定申告をした場合や、５団体を
超える自治体に寄附をした場合は「寄附金税額控除に係る申告特例申請
（ワンストップ特例）」が無効になります。
そのため、申告の際に寄附金控除欄に記載がない場合は、ふるさと納税に
よる寄附金控除が受けられないので忘れずに記載してください。

　ふるさと納税ワンストップ特例（11ページ参照）の適用を受ける方は、所
得税からの控除は発生せず、ふるさと納税を行った翌年の６月以降に支払う
住民税の控除という形で減額されます。

Q＆A
年金収入と不動産収入がある場合の市・県民税の納税方法は？

給与収入と年金収入がある場合の市・県民税の納税方法は？

　私は今年の３月で65歳になり、公的年金の他に不動産所得があります。65
歳になると公的年金から市・県民税が天引きされると聞きましたが、不動産
所得の分も合わせて天引きされますか？

　私は今年の２月で65歳になりますが、給与の他に、公的年金を受給してい
て、これまで公的年金の所得にかかる市・県民税についても、給与から特別
徴収されていました。今後もこの納税方法を続けることはできるのですか？

Ｑ

　公的年金から天引き（特別徴収）されるのはあくまでも公的年金等の所得
にかかる市・県民税のみとなります。したがって、不動産所得にかかる分に
ついては、これまでどおり普通徴収で納めていただくことになります。

Ａ

Ｑ

　
　地方税法により、65歳以上の人の公的年金等の所得にかかる市・県民税は
給与から特別徴収できません。したがって、公的年金等の所得にかかる市・
県民税は公的年金からの特別徴収や普通徴収で納めていただくことになりま
す。

Ａ

事務所、事業所又は家屋敷に係る市・県民税の納税通知書が届いたのですが？

Ｑ　私は中央区に住んでいますが、他の区で事業を営んでいます。そのため事
務所、事業所又は家屋敷に係る市・県民税の納税通知書が届いたようなので
すが、均等割は二重課税にはならないのでしょうか？
　
Ａ　平成 19 年 4 月 1 日に新潟市が政令指定都市に移行したことに伴い、各区
が「1 つの市」とみなされ、新潟市内に住んでいる区と別の区に事務所、事
業所又は家屋敷がある人につきましても、新潟市から各種の行政サービスを
受けているという考え方から、市・県民税の均等割を負担していただくこと
になります。



市
税
の
あ
ら
ま
し

（
個
人
市
民
税
）

25

 納税義務者

区 　 　 　 　 分
納める税額

均等割 法人税割
区内に事務所・事業所がある法人 ○ ○
区内に事務所・事業所はないが、寮や保養所などがある法人 ○ －
区内に事務所・事業所や寮などがある収益事業を営む人格の
ない社団等（代表者又は管理人の定めのあるもの） ○ ○

法人課税信託の引受けを行うことにより法人税を課税される
個人で区内に事務所・事業所を有するもの － ○

均等割

　均等割の税率（年額）は、資本金等の額や従業者数などの区分に応じて、下の表のと
おり定められています。

法　人　等　の　区　分
区内の従業者数の合計数

50人を超えるもの 50人以下のもの
公共法人・公益法人（均等割を課することができないもの
以外のもの）や収益事業を営む人格のない社団等 ５万円

資本金等の額が1,000万円以下の法人 12万円 ５万円
資本金等の額が1,000万円を超え１億円以下の法人 15万円 13万円
資本金等の額が１億円を超え10億円以下の法人 40万円 16万円
資本金等の額が10億円を超え50億円以下の法人 175万円 41万円
資本金等の額が50億円を超える法人 300万円 41万円
 

 

法人税割

　⑴課税標準額
　　　法人税割は、国（税務署）に申告した法人税額が課税標準の基になります。

　⑵税率と税額の計算方法
　　　法人税額に次の区分による税率を乗じて計算します。

法　　人　　等　　の　　区　　分
令和元年10月１日
以降に開始する

事業年度
保険業法に規定する相互会社

資本金の額又は出資金の額が1,000万円以上の法人

 

資本金の額又は出資金の額が1,000万円未満で、課税標準
となる法人税額が年210万円以上の法人

8.4％

  

資本金の額又は出資金の額が1,000万円未満で、課税標準
となる法人税額が年210万円未満の法人 7.2％

平成26年10月１日以降
令和元年９月30日以前
に開始する事業年度

12.1％

8.4％12.1％

10.9％

8.4％12.1％

⑵ 法人市民税

※ 平成27年４月１日以降に開始する事業年度の均等割額は、資本金等の額が資本金と資本準備金の合算額に満
たない場合には、資本金と資本準備金の合算額により判定します。

※ 資本金等の額と区内の従業者数の合計数は、事業年度末日で判定します。
※ ２つ以上の区に事務所・事業所等がある場合は、区ごとに均等割額を算定し、合計したものが均等割額となります。
※ 区内に事務所・事業所等を有していた期間が12か月に満たない場合は、月割により算定します。

※「法人課税信託の引受けを行う個人」についても、「資本若しくは出資を有しない法人」に類するものととらえ
上記税率を適用します。

例）　令和元年10月１日以降に開始する事業年度で法人税額200万円、資本金の額1,000万円の場合
　　　法人税割額：2,000,000円×8.4％＝168,000円

前年中に収入がなくても申告は必要？

Ｑ

Ａ

Q＆A
　私は、前年に収入がまったく無かったのですが、この場合でも市・県民税
の申告は必要でしょうか。

　前年中に収入がない人についても、市・県民税の申告が必要です。又、収
入が遺族年金や障害年金などの非課税所得のみの人も同様に市・県民税の申
告が必要です。市民税・県民税の申告書には、前年中に所得のなかった場合
の記入欄がありますので、そちらに記入の上、申告してください。

申告をしないと以下のような不都合が起こることがあります。

①国民健康保険料、介護保険料、後期高齢者医療保険料が正しく算定されない
②市の制度や国民健康保険料の軽減が受けられない
③所得証明書の交付が受けられない

申告書はどうやって作成するの？

　市・県民税の申告書を提出したいのですが、用紙はどこで手に入るので
しょうか。それに作り方もよくわかりません。

　

Ｑ

Ａ　市・県民税の申告書については、市民税課又はお住まいの区の区民生活課
（中央区除く）の窓口にお越しいただければお渡しいたします。
　又、新潟市のホームページ上で申告書の作成や市・県民税額の試算ができま
すので、作成した申告書を印刷して提出していただいてもかまいません。ご不
明な点等ありましたら市民税課へお問い合わせください。
　なお、毎年申告時期には、申告相談会場も設けています。

申告書はどこに提出するの？

　申告書を作成したのですが、どうやって提出すればいいのですか？

　

Ｑ

Ａ 市民税課に提出してください。
窓口に直接お持ちいただくか、郵送にて提出いただけます。
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 納税義務者

区 　 　 　 　 分
納める税額

均等割 法人税割
区内に事務所・事業所がある法人 ○ ○
区内に事務所・事業所はないが、寮や保養所などがある法人 ○ －
区内に事務所・事業所や寮などがある収益事業を営む人格の
ない社団等（代表者又は管理人の定めのあるもの） ○ ○

法人課税信託の引受けを行うことにより法人税を課税される
個人で区内に事務所・事業所を有するもの － ○

均等割

　均等割の税率（年額）は、資本金等の額や従業者数などの区分に応じて、下の表のと
おり定められています。

法　人　等　の　区　分
区内の従業者数の合計数

50人を超えるもの 50人以下のもの
公共法人・公益法人（均等割を課することができないもの
以外のもの）や収益事業を営む人格のない社団等 ５万円

資本金等の額が1,000万円以下の法人 12万円 ５万円
資本金等の額が1,000万円を超え１億円以下の法人 15万円 13万円
資本金等の額が１億円を超え10億円以下の法人 40万円 16万円
資本金等の額が10億円を超え50億円以下の法人 175万円 41万円
資本金等の額が50億円を超える法人 300万円 41万円
 

 

法人税割

　⑴課税標準額
　　　法人税割は、国（税務署）に申告した法人税額が課税標準の基になります。

　⑵税率と税額の計算方法
　　　法人税額に次の区分による税率を乗じて計算します。

法　　人　　等　　の　　区　　分
令和元年10月１日
以降に開始する

事業年度
保険業法に規定する相互会社

資本金の額又は出資金の額が1,000万円以上の法人

 

資本金の額又は出資金の額が1,000万円未満で、課税標準
となる法人税額が年210万円以上の法人

8.4％

  

資本金の額又は出資金の額が1,000万円未満で、課税標準
となる法人税額が年210万円未満の法人 7.2％

平成26年10月１日以降
令和元年９月30日以前
に開始する事業年度

12.1％

8.4％12.1％

10.9％

8.4％12.1％

⑵ 法人市民税

※ 平成27年４月１日以降に開始する事業年度の均等割額は、資本金等の額が資本金と資本準備金の合算額に満
たない場合には、資本金と資本準備金の合算額により判定します。

※ 資本金等の額と区内の従業者数の合計数は、事業年度末日で判定します。
※ ２つ以上の区に事務所・事業所等がある場合は、区ごとに均等割額を算定し、合計したものが均等割額となります。
※ 区内に事務所・事業所等を有していた期間が12か月に満たない場合は、月割により算定します。

※「法人課税信託の引受けを行う個人」についても、「資本若しくは出資を有しない法人」に類するものととらえ
上記税率を適用します。

例）　令和元年10月１日以降に開始する事業年度で法人税額200万円、資本金の額1,000万円の場合
　　　法人税割額：2,000,000円×8.4％＝168,000円

前年中に収入がなくても申告は必要？

Ｑ

Ａ

Q＆A
　私は、前年に収入がまったく無かったのですが、この場合でも市・県民税
の申告は必要でしょうか。

　前年中に収入がない人についても、市・県民税の申告が必要です。又、収
入が遺族年金や障害年金などの非課税所得のみの人も同様に市・県民税の申
告が必要です。市民税・県民税の申告書には、前年中に所得のなかった場合
の記入欄がありますので、そちらに記入の上、申告してください。

申告をしないと以下のような不都合が起こることがあります。

①国民健康保険料、介護保険料、後期高齢者医療保険料が正しく算定されない
②市の制度や国民健康保険料の軽減が受けられない
③所得証明書の交付が受けられない

申告書はどうやって作成するの？

　市・県民税の申告書を提出したいのですが、用紙はどこで手に入るので
しょうか。それに作り方もよくわかりません。

　

Ｑ

Ａ　市・県民税の申告書については、市民税課又はお住まいの区の区民生活課
（中央区除く）の窓口にお越しいただければお渡しいたします。
　又、新潟市のホームページ上で申告書の作成や市・県民税額の試算ができま
すので、作成した申告書を印刷して提出していただいてもかまいません。ご不
明な点等ありましたら市民税課へお問い合わせください。
　なお、毎年申告時期には、申告相談会場も設けています。

申告書はどこに提出するの？

　申告書を作成したのですが、どうやって提出すればいいのですか？

　

Ｑ

Ａ 市民税課に提出してください。
窓口に直接お持ちいただくか、郵送にて提出いただけます。



市
税
の
あ
ら
ま
し

（
法
人
市
民
税
）

27

申告と納税

　法人市民税は、法人等が納付すべき税額を計算して申告し、その申告した税額を納付
します。

　⑴中間（予定）申告と納付税額
　　　事業年度が６か月を超え、前事業年度の法人税額が20万円を超える法人は、事業

年度開始の日以後６か月を経過した日から２か月以内に中間申告又は予定申告をし
なければなりません。

 　　②予定申告の納付税額
　　　　均等割額と、前事業年度の法人税割額× ６

前事業年度の月数 の合計額

　⑵確定申告と納付税額
　　　申告期限は、事業年度終了の日から原則として２か月以内です。納付税額は、均

等割額と法人税割額の合計額です。ただし、中間（予定）申告を行った税額がある
場合には、その税額を差し引きます。

Q＆A
法人の設立・設置等の届出は？

Ｑ

Ａ

区内に事務所を有するとは？
Ｑ

Ａ

⑶均等割申告と納付税額
　公共・公益法人の一部で収益事業を行わない法人は、決算期にかかわらず、毎年
４月30日までに均等割額を申告し、納付します。
　なお、公益法人等で、収益事業を行わないものについては、均等割額を減免する
制度がありますので、納期限までにご相談ください。

　当社は、区内の貸ビルに小さな営業所を設けることにしました。支店登記
はしていませんが、それでも法人市民税はかかりますか。

　法人市民税がかかるのは、区内に事務所等がある法人などですが、法人の
支店登記がなされているかどうかは問いません。
　又、事務所等の建物の所有権があるかどうかも問いませんので、ご質問の
場合、法人市民税の申告をしなければなりません。

　新潟市内に会社を設立したり、支店・営業所等を設置したときは、何か手
続きが必要ですか。

　登記事項証明書と定款（どちらもコピー可）を添えて、30日以内に法人
の設立（設置）届出書を提出してください。
　なお、その後商号、決算期、資本金、本店所在地等の変更や、事務所の廃
止、合併、解散等があった場合もその都度異動の届出が必要です。

　　①中間申告の納付税額
　　　　均等割額と、その事業年度開始の日以後６か月の期間を１事業年度とみなして

計算した法人税額を課税標準として計算した法人税割額の合計額

　事業所税は、道路、上・下水道、公園、教育文化施設などの整備にあてる目的税であ
り、都、指定都市（その周辺都市）及び人口30万人以上の都市で課税しています。

申告と納税

⑴事業所税の申告納付
　①法人　事業年度終了の日から２か月以内に申告納付
　②個人　算定期間（１月～12月）の翌年の３月15日までに申告納付
※ 事業所の床面積が800㎡を超える場合や従業者数が80人を超える場合は、納付すべき事業所税がなくても申告
　をしなければなりません。

⑵事業所用家屋を貸している人の申告
　事業所用家屋の全部又は一部を他人（社）に貸している人は、貸し付けた日から
30日以内に家屋の概況、貸付状況などを申告していただくことになっています。

新潟市内の事業所等で、事業を行っている法人又は個人

事業所税を納める人

　事業所税には資産割と従業者割があります。
⑴資産割の課税標準
　　法人は事業年度終了の日、個人は12月31日現在の事業所床面積
⑵従業者割の課税標準
　　法人は事業年度中、個人は１月から12月に支払われた従業者給与の総額

  課税標準（税額の算出のもとになるもの）

⑴資産割
　　事業所の床面積×税率（１㎡当たり600円）
※ 床面積が1,000㎡以下の場合は、課税されません。

⑵従業者割
　　従業者給与の総額×税率（0.25％）
※ 従業者数が100人以下の場合は、課税されません。

  税率と税額の計算方法

２ 事業所税
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申告と納税

　法人市民税は、法人等が納付すべき税額を計算して申告し、その申告した税額を納付
します。

　⑴中間（予定）申告と納付税額
　　　事業年度が６か月を超え、前事業年度の法人税額が20万円を超える法人は、事業

年度開始の日以後６か月を経過した日から２か月以内に中間申告又は予定申告をし
なければなりません。

 　　②予定申告の納付税額
　　　　均等割額と、前事業年度の法人税割額× ６

前事業年度の月数 の合計額

　⑵確定申告と納付税額
　　　申告期限は、事業年度終了の日から原則として２か月以内です。納付税額は、均

等割額と法人税割額の合計額です。ただし、中間（予定）申告を行った税額がある
場合には、その税額を差し引きます。

Q＆A
法人の設立・設置等の届出は？

Ｑ

Ａ

区内に事務所を有するとは？
Ｑ

Ａ

⑶均等割申告と納付税額
　公共・公益法人の一部で収益事業を行わない法人は、決算期にかかわらず、毎年
４月30日までに均等割額を申告し、納付します。
　なお、公益法人等で、収益事業を行わないものについては、均等割額を減免する
制度がありますので、納期限までにご相談ください。

　当社は、区内の貸ビルに小さな営業所を設けることにしました。支店登記
はしていませんが、それでも法人市民税はかかりますか。

　法人市民税がかかるのは、区内に事務所等がある法人などですが、法人の
支店登記がなされているかどうかは問いません。
　又、事務所等の建物の所有権があるかどうかも問いませんので、ご質問の
場合、法人市民税の申告をしなければなりません。

　新潟市内に会社を設立したり、支店・営業所等を設置したときは、何か手
続きが必要ですか。

　登記事項証明書と定款（どちらもコピー可）を添えて、30日以内に法人
の設立（設置）届出書を提出してください。
　なお、その後商号、決算期、資本金、本店所在地等の変更や、事務所の廃
止、合併、解散等があった場合もその都度異動の届出が必要です。

　　①中間申告の納付税額
　　　　均等割額と、その事業年度開始の日以後６か月の期間を１事業年度とみなして

計算した法人税額を課税標準として計算した法人税割額の合計額

　事業所税は、道路、上・下水道、公園、教育文化施設などの整備にあてる目的税であ
り、都、指定都市（その周辺都市）及び人口30万人以上の都市で課税しています。

申告と納税

⑴事業所税の申告納付
　①法人　事業年度終了の日から２か月以内に申告納付
　②個人　算定期間（１月～12月）の翌年の３月15日までに申告納付
※ 事業所の床面積が800㎡を超える場合や従業者数が80人を超える場合は、納付すべき事業所税がなくても申告
　をしなければなりません。

⑵事業所用家屋を貸している人の申告
　事業所用家屋の全部又は一部を他人（社）に貸している人は、貸し付けた日から
30日以内に家屋の概況、貸付状況などを申告していただくことになっています。

新潟市内の事業所等で、事業を行っている法人又は個人

事業所税を納める人

　事業所税には資産割と従業者割があります。
⑴資産割の課税標準
　　法人は事業年度終了の日、個人は12月31日現在の事業所床面積
⑵従業者割の課税標準
　　法人は事業年度中、個人は１月から12月に支払われた従業者給与の総額

  課税標準（税額の算出のもとになるもの）

⑴資産割
　　事業所の床面積×税率（１㎡当たり600円）
※ 床面積が1,000㎡以下の場合は、課税されません。

⑵従業者割
　　従業者給与の総額×税率（0.25％）
※ 従業者数が100人以下の場合は、課税されません。

  税率と税額の計算方法

２ 事業所税
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Q＆A
　私は市内に店舗を所有しＡ社に貸していますが、事業所税は誰が納めるこ
とになるのでしょうか。
　
　事業所税の納税義務者は、建物の所有に関係なく、実際にその事業所等で
事業を行っている人が対象となりますので、Ａ社が納税義務者になります。

　市内に500㎡の工場をそれぞれ別の場所に、１棟を所有し、２棟を借りて
事業を営んでいます。この場合、所有しているのは１棟で床面積が500㎡な
ので、免税点以下と考えてよいでしょうか。
　
　事業所税の床面積は、市内のすべての事業所の合計床面積になります。し
たがって借りている工場も含め、床面積は1,500㎡となり課税の対象となり
ます。

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

店舗を貸している場合の事業所税は？

複数の事業所で事業を営んでいる場合は？

　事業所税はどのようなことに使われているのですか。

　人口や企業が集中することに伴って必要となる道路・公園・上下水道・学
校などの整備にあてるとともに、既存インフラ整備の維持・更新に要する費
用の一部に使われています。

Ａ

Ｑ
事業所税の使い道は？

事業所を廃止した場合は？

Ｑ

Ａ

　事業年度の中途で事業所を廃止した場合は、月割計算をすればよいでしょ
うか。

　事業年度末における課税区域内にある事業所や工場等の延床面積が免税点
（1,000 ㎡）以下の場合は、課税対象とはなりません。免税点を超える場合は、
当該廃止された事業所等について月割によって資産割が課税されることにな
ります。

　固定資産税は、毎年１月１日（賦課期日）現在で、土地、家屋、償却資産（これらを
総称して「固定資産」といいます。）を所有している人が、その固定資産の価格をもと
に算定される税額をその固定資産の所在する市町村に納める税金です。

  課税の対象となる固定資産
　⑴土　　地＝田、畑、宅地、山林、雑種地など
　⑵家　　屋＝住宅、店舗、事務所、工場、倉庫など
　⑶償却資産＝事業のために用いることができる構築物、機械、器具、備品など

（具体例）アスファルト舗装、店舗内装（借家の場合）、看板、ビニールハウス、
乾燥機、冷蔵庫、パソコン、エアコン、複写機、受変電設備

  固定資産税を納める人（納税義務者）
　
　令和５年度分の固定資産税を納税しなければならない人（納税義務者）は、令和５年
１月１日（  賦課期日）現在、新潟市内に固定資産を所有している人です。

３ 固定資産税

土　　　地

家　　　屋

登記簿に所有者として登記されている人
（又は土地補充課税台帳に所有者として登録されている人）

登記簿に所有者として登記されている人
（又は家屋補充課税台帳に所有者として登録されている人）

償 却 資 産 償却資産課税台帳に所有者として登録されている人

　

固定資産課税台帳価格の縦覧制度について

　
私道の非課税申告について

　縦覧制度とは、納税者の方々に縦覧帳簿をご覧いただくことで、自己の
所有する土地・家屋の評価額が、近隣の土地・家屋と比較して適正かどう
かを判断できるようにする制度です。
　縦覧期間は 4 月 1 日から 4 月 30 日まで（いずれも土日祝日等にあたる場合は、
翌開庁日）です。詳しくは市報にいがたや新潟市ホームページでご確認ください。

　私道部分と宅地部分の登記簿が別々になっていなくても、私道部分につ
いては、次の条件を満たしていれば、申告により非課税となる場合があり
ます。
・客観的に道路と認定できること
・利用上の制約がなく、不特定多数の人が利用できること
・申告の際、道路部分の地積が特定できる精度の図面を添付できること
  非課税の適用は、申告日の翌年の 4 月から始まる年度からとなります。
  詳しくは資産税課又は各資産税分室までお問い合わせください。（67 ～ 69
  ページ参照）

※ 土地、家屋が登記されていない場合や、所有者として登記されている人が賦課期日前に死亡している場合
等には、賦課期日現在に、その土地、家屋を現に所有している人が納税義務者となります。

※ 所有者の所在が災害等の事由によって不明の場合、固定資産の使用者を所有者とみなすことがあります。

※ 縦覧窓口は、資産税課、資産税第１・第２分室です。
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Q＆A
　私は市内に店舗を所有しＡ社に貸していますが、事業所税は誰が納めるこ
とになるのでしょうか。
　
　事業所税の納税義務者は、建物の所有に関係なく、実際にその事業所等で
事業を行っている人が対象となりますので、Ａ社が納税義務者になります。

　市内に500㎡の工場をそれぞれ別の場所に、１棟を所有し、２棟を借りて
事業を営んでいます。この場合、所有しているのは１棟で床面積が500㎡な
ので、免税点以下と考えてよいでしょうか。
　
　事業所税の床面積は、市内のすべての事業所の合計床面積になります。し
たがって借りている工場も含め、床面積は1,500㎡となり課税の対象となり
ます。

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

店舗を貸している場合の事業所税は？

複数の事業所で事業を営んでいる場合は？

　事業所税はどのようなことに使われているのですか。

　人口や企業が集中することに伴って必要となる道路・公園・上下水道・学
校などの整備にあてるとともに、既存インフラ整備の維持・更新に要する費
用の一部に使われています。

Ａ

Ｑ
事業所税の使い道は？

事業所を廃止した場合は？

Ｑ

Ａ

　事業年度の中途で事業所を廃止した場合は、月割計算をすればよいでしょ
うか。

　事業年度末における課税区域内にある事業所や工場等の延床面積が免税点
（1,000 ㎡）以下の場合は、課税対象とはなりません。免税点を超える場合は、
当該廃止された事業所等について月割によって資産割が課税されることにな
ります。

　固定資産税は、毎年１月１日（賦課期日）現在で、土地、家屋、償却資産（これらを
総称して「固定資産」といいます。）を所有している人が、その固定資産の価格をもと
に算定される税額をその固定資産の所在する市町村に納める税金です。

  課税の対象となる固定資産
　⑴土　　地＝田、畑、宅地、山林、雑種地など
　⑵家　　屋＝住宅、店舗、事務所、工場、倉庫など
　⑶償却資産＝事業のために用いることができる構築物、機械、器具、備品など

（具体例）アスファルト舗装、店舗内装（借家の場合）、看板、ビニールハウス、
乾燥機、冷蔵庫、パソコン、エアコン、複写機、受変電設備

  固定資産税を納める人（納税義務者）
　
　令和５年度分の固定資産税を納税しなければならない人（納税義務者）は、令和５年
１月１日（  賦課期日）現在、新潟市内に固定資産を所有している人です。

３ 固定資産税

土　　　地

家　　　屋

登記簿に所有者として登記されている人
（又は土地補充課税台帳に所有者として登録されている人）

登記簿に所有者として登記されている人
（又は家屋補充課税台帳に所有者として登録されている人）

償 却 資 産 償却資産課税台帳に所有者として登録されている人

　

固定資産課税台帳価格の縦覧制度について

　
私道の非課税申告について

　縦覧制度とは、納税者の方々に縦覧帳簿をご覧いただくことで、自己の
所有する土地・家屋の評価額が、近隣の土地・家屋と比較して適正かどう
かを判断できるようにする制度です。
　縦覧期間は 4 月 1 日から 4 月 30 日まで（いずれも土日祝日等にあたる場合は、
翌開庁日）です。詳しくは市報にいがたや新潟市ホームページでご確認ください。

　私道部分と宅地部分の登記簿が別々になっていなくても、私道部分につ
いては、次の条件を満たしていれば、申告により非課税となる場合があり
ます。
・客観的に道路と認定できること
・利用上の制約がなく、不特定多数の人が利用できること
・申告の際、道路部分の地積が特定できる精度の図面を添付できること
  非課税の適用は、申告日の翌年の 4 月から始まる年度からとなります。
  詳しくは資産税課又は各資産税分室までお問い合わせください。（67 ～ 69
  ページ参照）

※ 土地、家屋が登記されていない場合や、所有者として登記されている人が賦課期日前に死亡している場合
等には、賦課期日現在に、その土地、家屋を現に所有している人が納税義務者となります。

※ 所有者の所在が災害等の事由によって不明の場合、固定資産の使用者を所有者とみなすことがあります。

※ 縦覧窓口は、資産税課、資産税第１・第２分室です。
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税額の計算方法

　固定資産税は、次のような手順で税額を決定します。

　⑴固定資産を評価し、その価格を決定し、その価格をもとに課税標準額を算定します。
　

課   税   標   準   額

　原則として、評価によって算定された価格が課税標準額となります。
　ただし、住宅用地の課税標準の特例措置や土地の負担調整措置によって、

土 地・家 屋 の 価 格

　償却資産の所有者は、毎年１月１日現在の償却資産の状況を１月31日
までに申告していただきます。これに基づき、毎年評価し、その価格を
決定します。

償 却 資 産 の 価 格

　⑵区ごとに免税点の判定をし、税額を計算します。

　同一区内に所有する土地、家屋、償却資産それぞれの課税標準額の合
計額が、次の金額に満たない場合は課税されません。
　　土地　30万円　　家屋　20万円　　償却資産　150万円　

　課税標準額×税率1.4％ =税額となります。

標

　ただし、実際の区ごとの税額は、以下のように端数処理を行い算出し
ます。
課税標準額（a）×税率（b）=区ごと税額（c）

税課の産資却償、屋家、地土たっなと上以点税免 ：額準標税課）a（
準額を合計し、1,000円未満を切り捨てた額

（b）税　　　　率：1.4％
（c）区ごとの税額：100円未満を切り捨てた額

免　　　税　　　点

税　　　　　　　額

価格よりも低く算定される場合もあります。（35～37ページ参照）

　原則として、基準年度（３年ごと）に価格の見直し（評価替え）を行い、
毎年１月１日（賦課期日）現在の価格を固定資産課税台帳に登録し、
３年間その価格を据え置きます。ただし、土地の価格については、評
価替えの翌年、翌々年において地価が下落し、価格を据え置くことが適
当でない場合は、価格を修正することがあります。
　なお、家屋の新増築、土地の地目変換等があった場合には新たに評価
を行い価格を決定します。（次回評価替えは令和６年度です。）

納　　　　　　　期

第１期　　４月16日から４月末日まで

各月末日（12月は28日）

＜４期＞

＜毎月納付（口座振替のみ）＞

第２期　　７月16日から７月末日まで
第３期　　12月16日から12月28日まで
第４期　　翌年２月16日から２月末日まで
※　各納期の最終日が土日祝日等にあたる場合は、翌開庁日となります。

※　振替日が土日祝日等にあたる場合は、翌開庁日となります。
　 （毎月振替の手続きについては45ページ、令和５年度の市税の納期限については
　56ページ参照）

　⑶税額等を記載した納税通知書を、納税義務者に通知します。
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税額の計算方法

　固定資産税は、次のような手順で税額を決定します。

　⑴固定資産を評価し、その価格を決定し、その価格をもとに課税標準額を算定します。
　

課   税   標   準   額

　原則として、評価によって算定された価格が課税標準額となります。
　ただし、住宅用地の課税標準の特例措置や土地の負担調整措置によって、

土 地・家 屋 の 価 格

　償却資産の所有者は、毎年１月１日現在の償却資産の状況を１月31日
までに申告していただきます。これに基づき、毎年評価し、その価格を
決定します。

償 却 資 産 の 価 格

　⑵区ごとに免税点の判定をし、税額を計算します。

　同一区内に所有する土地、家屋、償却資産それぞれの課税標準額の合
計額が、次の金額に満たない場合は課税されません。
　　土地　30万円　　家屋　20万円　　償却資産　150万円　

　課税標準額×税率1.4％ =税額となります。

標

　ただし、実際の区ごとの税額は、以下のように端数処理を行い算出し
ます。
課税標準額（a）×税率（b）=区ごと税額（c）

税課の産資却償、屋家、地土たっなと上以点税免 ：額準標税課）a（
準額を合計し、1,000円未満を切り捨てた額

（b）税　　　　率：1.4％
（c）区ごとの税額：100円未満を切り捨てた額

免　　　税　　　点

税　　　　　　　額

価格よりも低く算定される場合もあります。（35～37ページ参照）

　原則として、基準年度（３年ごと）に価格の見直し（評価替え）を行い、
毎年１月１日（賦課期日）現在の価格を固定資産課税台帳に登録し、
３年間その価格を据え置きます。ただし、土地の価格については、評
価替えの翌年、翌々年において地価が下落し、価格を据え置くことが適
当でない場合は、価格を修正することがあります。
　なお、家屋の新増築、土地の地目変換等があった場合には新たに評価
を行い価格を決定します。（次回評価替えは令和６年度です。）

納　　　　　　　期

第１期　　４月16日から４月末日まで

各月末日（12月は28日）

＜４期＞

＜毎月納付（口座振替のみ）＞

第２期　　７月16日から７月末日まで
第３期　　12月16日から12月28日まで
第４期　　翌年２月16日から２月末日まで
※　各納期の最終日が土日祝日等にあたる場合は、翌開庁日となります。

※　振替日が土日祝日等にあたる場合は、翌開庁日となります。
　 （毎月振替の手続きについては45ページ、令和５年度の市税の納期限については
　56ページ参照）

　⑶税額等を記載した納税通知書を、納税義務者に通知します。
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⑴評価のしくみ
　　　固定資産評価基準に基づき、地目別に定められた評価方法により評価します。
　　①地目
　　　　地目は、田、畑（併せて農地といいます。）、宅地、鉱泉地、池沼、山林、牧場、

原野及び雑種地をいいます。固定資産税の評価上の地目は、登記簿上の地目にか
かわりなく、その年の１月１日（賦課期日）現在の現況の地目によります。

　　②地積
　　　　地積（面積）は、原則として登記簿に登記されている地積によります。
　　③価格（評価額）

　価格は、売買実例価額を基に算定した正常売買価格を基礎として求めます。宅
地については、地価公示価格、都道府県地価調査価格、不動産鑑定士による鑑定
評価価格を参考に、これらの価格の７割程度を目途としています。

■地目別の評価の方法

標準地（奥行、間口、形状等
が標準的なもの）の選定

主要な街路の路線価の付設

その他の街路の路
線価の付設、比準

土地の形状、街路の
状況等を比較衡量し
ます。

（主要な街路）

（その他の街路）

（各筆の土地）

（標準地）

ウ　農地、山林の評価方法

エ　牧場、原野、雑種地等の評価方法
　 宅地、農地、山林の場合と同様に、売買実例価額や付近の土地の評価額
に基づく方法等により評価します。

イ　宅地（その他の宅地評価法の場合）の評価方法
　　状況の類似する地区ごとに標準宅地を選定し、その適正な時価（地価公
　示価格等の７割を目途）に比準して、各筆を評価します。

商業地や住宅地など利用
状況に応じた地区に区分
し、それを街路の状況や公
共施設等からの距離など
を考慮してさらに区分

地価公示価格、都道府
県地価調査価格及び
鑑定評価価格の活用

ア　宅地（市街地宅地評価法の場合）
の評価方法

　　原則として、宅地の場合と同様に標準地を選定し、その標準地の価格（そ
の算定の基礎となる売買実例価額に、宅地見込地としての要素等があれば、
それに相当する価額を控除した純農地、純山林としての価格）に比準して
評価します。
　ただし、市街化区域農地や宅地等への転用許可を受けた農地等について
は、状況が類似する宅地等の評価額を基準として求めた価額から、造成費
を控除した価額によって評価します。

各筆の評価

土地に対する課税のしくみ ●路線価等の公開
　　納税者の方々に土地の評価に対する理解と認識を深めていただくために、評価額
の基礎となる路線価を全て公開しています。

　　また、路線価に併せて、標準宅地の所在についても公開しています。

〈標準宅地とは〉
　標準宅地とは、市内の地域ごとに、その主要な街路に接した標準的な宅地をいい
ます。

　路線価とは、市街地などにおいて街路に付けられた価格のことであり、具体的
には、その街路に接する標準的な宅地の１㎡当たりの価格をいいます。
　主要な街路の路線価は、標準宅地についての地価公示価格や鑑定評価価格等を
基にして求め、その他の街路の路線価は、この主要な街路の路線価を基にして幅
員や公共施設からの距離等に応じて求めます。
　宅地の価格（評価額）は、この路線価を基にしてそれぞれの宅地の状況（奥
行、間口、形状など）に応じて求めます。

〈路線価とは〉

〈公開例〉

路線（その他の街路）

路線（主な街路）

固定資産税標準宅地

固定資産税路線価

基準・標準宅地

基準・標準宅地価格（円/㎡）

路線価は新潟市ホームページの“ 路線価情報 ”でご覧いただけます。

地図から探す（新潟市地図情報サービス）（外部サイト） 〉 テーマを選ぶ　路線価情報でご覧いただけます。
トップページ 〉 施設案内＞
検索は

路線価情報の検索について

新潟市地図情報サービスにいがたeマップ
※ 令和４年度の路線価を表示しています

背景図：新潟市国土基本図

新潟市 路線価情報

Copyright(c)2015 Niigata-City All rights reserved

路線価情報

　3000　路線価（円/㎡）

この路線価や標準宅地は令和４年度におい
て土地の固定資産税価格を算出する際に適
用するものです。

サンプル

5000
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⑴評価のしくみ
　　　固定資産評価基準に基づき、地目別に定められた評価方法により評価します。
　　①地目
　　　　地目は、田、畑（併せて農地といいます。）、宅地、鉱泉地、池沼、山林、牧場、

原野及び雑種地をいいます。固定資産税の評価上の地目は、登記簿上の地目にか
かわりなく、その年の１月１日（賦課期日）現在の現況の地目によります。

　　②地積
　　　　地積（面積）は、原則として登記簿に登記されている地積によります。
　　③価格（評価額）

　価格は、売買実例価額を基に算定した正常売買価格を基礎として求めます。宅
地については、地価公示価格、都道府県地価調査価格、不動産鑑定士による鑑定
評価価格を参考に、これらの価格の７割程度を目途としています。

■地目別の評価の方法

標準地（奥行、間口、形状等
が標準的なもの）の選定

主要な街路の路線価の付設

その他の街路の路
線価の付設、比準

土地の形状、街路の
状況等を比較衡量し
ます。

（主要な街路）

（その他の街路）

（各筆の土地）

（標準地）

ウ　農地、山林の評価方法

エ　牧場、原野、雑種地等の評価方法
　 宅地、農地、山林の場合と同様に、売買実例価額や付近の土地の評価額
に基づく方法等により評価します。

イ　宅地（その他の宅地評価法の場合）の評価方法
　　状況の類似する地区ごとに標準宅地を選定し、その適正な時価（地価公
　示価格等の７割を目途）に比準して、各筆を評価します。

商業地や住宅地など利用
状況に応じた地区に区分
し、それを街路の状況や公
共施設等からの距離など
を考慮してさらに区分

地価公示価格、都道府
県地価調査価格及び
鑑定評価価格の活用

ア　宅地（市街地宅地評価法の場合）
の評価方法

　　原則として、宅地の場合と同様に標準地を選定し、その標準地の価格（そ
の算定の基礎となる売買実例価額に、宅地見込地としての要素等があれば、
それに相当する価額を控除した純農地、純山林としての価格）に比準して
評価します。
　ただし、市街化区域農地や宅地等への転用許可を受けた農地等について
は、状況が類似する宅地等の評価額を基準として求めた価額から、造成費
を控除した価額によって評価します。

各筆の評価

土地に対する課税のしくみ ●路線価等の公開
　　納税者の方々に土地の評価に対する理解と認識を深めていただくために、評価額
の基礎となる路線価を全て公開しています。

　　また、路線価に併せて、標準宅地の所在についても公開しています。

〈標準宅地とは〉
　標準宅地とは、市内の地域ごとに、その主要な街路に接した標準的な宅地をいい
ます。

　路線価とは、市街地などにおいて街路に付けられた価格のことであり、具体的
には、その街路に接する標準的な宅地の１㎡当たりの価格をいいます。
　主要な街路の路線価は、標準宅地についての地価公示価格や鑑定評価価格等を
基にして求め、その他の街路の路線価は、この主要な街路の路線価を基にして幅
員や公共施設からの距離等に応じて求めます。
　宅地の価格（評価額）は、この路線価を基にしてそれぞれの宅地の状況（奥
行、間口、形状など）に応じて求めます。

〈路線価とは〉

〈公開例〉

路線（その他の街路）

路線（主な街路）

固定資産税標準宅地

固定資産税路線価

基準・標準宅地

基準・標準宅地価格（円/㎡）

路線価は新潟市ホームページの“ 路線価情報 ”でご覧いただけます。

地図から探す（新潟市地図情報サービス）（外部サイト） 〉 テーマを選ぶ　路線価情報でご覧いただけます。
トップページ 〉 施設案内＞
検索は

路線価情報の検索について

新潟市地図情報サービスにいがたeマップ
※ 令和４年度の路線価を表示しています

背景図：新潟市国土基本図

新潟市 路線価情報

Copyright(c)2015 Niigata-City All rights reserved

路線価情報

　3000　路線価（円/㎡）

この路線価や標準宅地は令和４年度におい
て土地の固定資産税価格を算出する際に適
用するものです。

サンプル

5000
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　⑵住宅用地に対する課税標準の特例
　住宅用地については、その税負担を特に軽減する必要から、その面積によって、
小規模住宅用地と一般住宅用地とに分けて課税標準の特例措置を適用します。

　　①特例の対象となる住宅用地は、次のとおりです。
　　　●専用住宅（専ら人の居住の用に供する家屋）の敷地の用に供されている土地
　　　　…その土地の全部（家屋の床面積の10倍まで）
　　　●併用住宅（一部を人の居住の用に供する家屋）の敷地の用に供されている土地
　　　　…その土地の面積（家屋の床面積の10倍まで）に一定の率を乗じて得た面積

　　　　に相当する土地

　　②特例による軽減率
　　　●住宅用地のうち住宅一戸当たり200㎡までの部分（小規模住宅用地）
　　　　…価格の６分の１を課税標準額とします。
　　　●住宅用地のうち住宅一戸当たり200㎡を超え、家屋の床面積の10倍までの部分（一般住宅用地）
　　　　…価格の３分の１を課税標準額とします。

住宅用地の面積は、家屋の敷地の用に供されている土地の面積に下表の住宅用地
の率を乗じて求めます。

全　　部専　　　用　　　住　　　宅

　　　家屋の種類 居住部分の割合 住宅用地の率

1.0 

0.5 

1.0 

0.5

　0.75

1.0 ３/４以上

１/４以上１/２未満

１/２以上

１/４以上１/２未満

１/２以上３/４未満

下 記 以 外 の 併 用 住 宅

地上５階以上の耐火構造である
併用住宅

住  宅  用  地  の  申  告

　したがって、賦課期日（１月１日）において新たに住宅の建設が予定されている土地や、
住宅が建設されつつある土地は、住宅の敷地とはされません。
　ただし、住宅建て替え中の土地として、一定の要件を満たす場合には、所有者の申告に基
づき住宅用地として取り扱います。

☆　住宅の敷地の用に供されている土地とは、その住宅を維持し、又はその効用を果たすために
　使用されている一画地をいいます。

次のような場合は、新潟市市税条例第70条に基づき、「住宅用地の適用（変更）
申告書」の提出をお願いします。

　○住宅を取り壊した場合
　○住宅用地の一部を貸駐車場などに変更した場合
　○隣の土地を買い足した場合

　○併用住宅で、居住部分とその他の部分の利用割合を変更した場合

　住宅用地の適用（変更）があった年の翌年１月31日までに申告してください。
詳しくは、資産税課又は資産税第１・第２分室までお問い合わせください。（67～

○専用住宅を店舗や事務所などの併用住宅や非住宅に変更した場合、又は併
　用住宅から専用住宅や非住宅に変更した場合

※　空家等対策の推進に関する特別措置法（空家特措法）により勧告の対象となった「特定空家等」の土地
　　については、住宅用地に対する課税標準の特例措置は適用しません。

69ページ参照）

　⑶宅地の税負担の調整措置

達でま度程のど
てし対に額価の評が額準標税課の前年度地宅の々個 …はと」準水担負「

しているかを示すもの
　次の算式によって求められます。

　　負担水準＝　　　　　　
前年度課税標準額

　　　　　　　今年度の評価額（×住宅用地特例率（注1）（1/6又は1/3））

　注１　小規模住宅用地、一般住宅用地については、評価額に住宅用地の特例率
（小規模住宅用地…1/6、一般住宅用地…1/3）を乗じます。

今年度

 宅地の税負担の調整措置
を図示すると、右図のよう
になります。

　平成９年度の評価替え以降、課税の公平の観点から、地域や土地によりばらつき
のある負担水準（今年度の評価額に対する前年度課税標準額の割合）を均衡化さ
せることを重視した税負担の調整措置が講じられ、宅地について負担水準の高い

負担水準（％） 

負担水準（％） 

税負担据置 

本来の課税標準額

商業地等の宅地 小規模住宅用地 

特例（1/6） 

↑ 
 〔Ａ〕  〔 〕 

 
↑ 

〔Ａ〕  〔 〕 

↑〔

固
定
資
産
税
価
格

（
地
価
公
示
価
格

×

割
）

価格×70％
に引き下げ

〔Ａ〕＝前年度課税標準額 
５

上記②の額が　×20％を
下回る場合は、　×20％　 　

Ｂ
Ｂ

以下のいずれか低い額
①本来の課税標準額
②前年度課税標準額
　+　 ×５％

Ｂ

Ｂ

）
額
価
評
（等

Ｂ

土地は税負担を引き下げ又は据え置き、負担水準の低い土地はなだらかに税負担
を上昇させることによって負担水準のばらつきの幅を狭めていく仕組みが導入さ
れました。

●負担水準が高い土地は、
税負担が下がるかあるいは
据え置きになります。

●負担水準が低い土地は、
なだらかな税負担の増
となります。
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　⑵住宅用地に対する課税標準の特例
　住宅用地については、その税負担を特に軽減する必要から、その面積によって、
小規模住宅用地と一般住宅用地とに分けて課税標準の特例措置を適用します。

　　①特例の対象となる住宅用地は、次のとおりです。
　　　●専用住宅（専ら人の居住の用に供する家屋）の敷地の用に供されている土地
　　　　…その土地の全部（家屋の床面積の10倍まで）
　　　●併用住宅（一部を人の居住の用に供する家屋）の敷地の用に供されている土地
　　　　…その土地の面積（家屋の床面積の10倍まで）に一定の率を乗じて得た面積

　　　　に相当する土地

　　②特例による軽減率
　　　●住宅用地のうち住宅一戸当たり200㎡までの部分（小規模住宅用地）
　　　　…価格の６分の１を課税標準額とします。
　　　●住宅用地のうち住宅一戸当たり200㎡を超え、家屋の床面積の10倍までの部分（一般住宅用地）
　　　　…価格の３分の１を課税標準額とします。

住宅用地の面積は、家屋の敷地の用に供されている土地の面積に下表の住宅用地
の率を乗じて求めます。

全　　部専　　　用　　　住　　　宅

　　　家屋の種類 居住部分の割合 住宅用地の率

1.0 

0.5 

1.0 

0.5

　0.75

1.0 ３/４以上

１/４以上１/２未満

１/２以上

１/４以上１/２未満

１/２以上３/４未満

下 記 以 外 の 併 用 住 宅

地上５階以上の耐火構造である
併用住宅

住  宅  用  地  の  申  告

　したがって、賦課期日（１月１日）において新たに住宅の建設が予定されている土地や、
住宅が建設されつつある土地は、住宅の敷地とはされません。
　ただし、住宅建て替え中の土地として、一定の要件を満たす場合には、所有者の申告に基
づき住宅用地として取り扱います。

☆　住宅の敷地の用に供されている土地とは、その住宅を維持し、又はその効用を果たすために
　使用されている一画地をいいます。

次のような場合は、新潟市市税条例第70条に基づき、「住宅用地の適用（変更）
申告書」の提出をお願いします。

　○住宅を取り壊した場合
　○住宅用地の一部を貸駐車場などに変更した場合
　○隣の土地を買い足した場合

　○併用住宅で、居住部分とその他の部分の利用割合を変更した場合

　住宅用地の適用（変更）があった年の翌年１月31日までに申告してください。
詳しくは、資産税課又は資産税第１・第２分室までお問い合わせください。（67～

○専用住宅を店舗や事務所などの併用住宅や非住宅に変更した場合、又は併
　用住宅から専用住宅や非住宅に変更した場合

※　空家等対策の推進に関する特別措置法（空家特措法）により勧告の対象となった「特定空家等」の土地
　　については、住宅用地に対する課税標準の特例措置は適用しません。

69ページ参照）

　⑶宅地の税負担の調整措置

達でま度程のど
てし対に額価の評が額準標税課の前年度地宅の々個 …はと」準水担負「

しているかを示すもの
　次の算式によって求められます。

　　負担水準＝　　　　　　
前年度課税標準額

　　　　　　　今年度の評価額（×住宅用地特例率（注1）（1/6又は1/3））

　注１　小規模住宅用地、一般住宅用地については、評価額に住宅用地の特例率
（小規模住宅用地…1/6、一般住宅用地…1/3）を乗じます。

今年度

 宅地の税負担の調整措置
を図示すると、右図のよう
になります。

　平成９年度の評価替え以降、課税の公平の観点から、地域や土地によりばらつき
のある負担水準（今年度の評価額に対する前年度課税標準額の割合）を均衡化さ
せることを重視した税負担の調整措置が講じられ、宅地について負担水準の高い

負担水準（％） 

負担水準（％） 

税負担据置 

本来の課税標準額

商業地等の宅地 小規模住宅用地 

特例（1/6） 

↑ 
 〔Ａ〕  〔 〕 

 
↑ 

〔Ａ〕  〔 〕 

↑〔

固
定
資
産
税
価
格

（
地
価
公
示
価
格

×

割
）

価格×70％
に引き下げ

〔Ａ〕＝前年度課税標準額 
５

上記②の額が　×20％を
下回る場合は、　×20％　 　

Ｂ
Ｂ

以下のいずれか低い額
①本来の課税標準額
②前年度課税標準額
　+　 ×５％

Ｂ

Ｂ

）
額
価
評
（等

Ｂ

土地は税負担を引き下げ又は据え置き、負担水準の低い土地はなだらかに税負担
を上昇させることによって負担水準のばらつきの幅を狭めていく仕組みが導入さ
れました。

●負担水準が高い土地は、
税負担が下がるかあるいは
据え置きになります。

●負担水準が低い土地は、
なだらかな税負担の増
となります。
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①固定資産税額は、次のとおり求められます。

　商業地等の宅地  （注 1）　課税標準額　×　税率　＝　税額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （価格×70％）

　住 宅 用 地  　　　課税標準額　×　税率　＝　税額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（価格×1/6（注 2））

おとの次
は額準標税課の度年今、はていつに地土が以下の場合の額準標税課の度年前、しだた ②

りとなります。

　商業地等の宅地 　　今年度の価格（以下Ⓐとします。）と比べて

（ア）前年度課税標準額がⒶの60％以上70％以下の場合
　　　→前年度課税標準額を据え置きます。

（イ）前年度課税標準額がⒶの60％未満の場合
　　　→前年度課税標準額　＋　Ⓐ　×　５％
　　　 、％06は合場る回上を％06のⒶ、が額たし算計りよに）イ（記上、しだた  （

Ⓐの20％を下回る場合は20％が今年度の課税標準額となります。）

　住 宅 用 地 

るいてし似類が況状と地土のそが価評ちうの地土の外以地農や、地宅の外以地用宅住、はと」地宅の等地業商「　 注１
宅地の価格に比準して決定される土地（「宅地比準土地」といいます。）のことをいいます。

注２　200㎡を超える住宅用地は1/3となります。

今年度の価格に1/6又は1/3を乗じた額（以下Ⓑ「本来の課税標準
額」とします。）と比べて前年度課税標準額がⒷ未満の場合
　→前年度課税標準額　＋　Ⓑ　×　５％
　　（ただし、上記により計算した額が、Ⓑを上回る場合はⒷ、Ⓑの20％を下回

る場合は20％が今年度の課税標準額となります。）

＜住宅用地の課税標準額算定イメージ＞

今年度の課税標準額前年度の課税標準額

本来の課税標準額Ⓑ
（％）

100

20

0

○

○

☆

５％

☆

前年度の課税標準額が
本来の課税標準額Ⓑ未満

↓
Ⓑの５％分ずつ税負担を上昇
（ただしⒷを上限とする）

今年度の本来の課税
標準額Ⓑを100％と
した場合に、

Ⓑ×20％を下回る
場合はⒷ×20％

　⑷農地に対する課税
　　　農地は一般農地と市街化区域農地とに区分され、それぞれ評価及び課税（負担調
　　整措置など）について、宅地等とは異なる仕組みがとられています。
　　　（評価については、33ページ参照。）

　　①一般農地
　　　　一般農地は、市街化区域農地や農地法による転用許可を受けた農地などを除い
　　　たものです。
　　　　一般農地についても、評価額に対する前年度課税標準額の割合に応じた負担調

整措置が導入されています。

　　

市 街 化
区域農地

田園住居地域内
市街化区域農地

一般の市街化区域農地

勧告遊休農地

三大都市圏の特定市の
市街化区域農地
（特定市街化区域農地）

宅地並み評価・
一般農地に準じた課税

宅地並み評価・宅地に準じた課税

宅地並み評価・
一般農地に準じた課税

田園住居地域内
市街化区域農地

宅地並み評価・
宅地に準じた課税

（新潟市に該当する区域はありません）

農地評価・農地課税

農地評価（注３）・農地課税

農　地

一般農地

負　担　水　準
90％以上 前年度課税標準額×

前年度課税標準額×
前年度課税標準額×
前年度課税標準額×

80％以上　90％未満
70％以上　80％未満
70％未満

課 税 標 準 額
1.025
1.05
1.075
1.1

　　②市街化区域農地
　　　　市街化区域農地は、市街化区域内の農地で、生産緑地地区の指定を受けたもの

などを除いたものです。
　　　　したがって、市街化区域内にある農地であっても、生産緑地地区の指定を受け

た農地であれば、一般農地になります。
　　　●一般の市街化区域農地

　　　●三大都市圏の特定市の市街化区域農地

　　　

　一般の市街化区域農地は、一般農地と評価の方法は異なりますが、課税に
ついては、原則として、評価額に３分の１を乗じた額が課税標準額となり、
一般農地と同様の負担調整措置が適用されます。

新潟市に該当する区域はありません。

　

注３　農地法に基づき、農業委員会が農地の所有者等に対し、農地中間管理機構と協議すべきことを勧告
した農地の評価額（課税標準額）は、勧告されていない農地の概ね 1.8 倍となります。
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①固定資産税額は、次のとおり求められます。

　商業地等の宅地  （注 1）　課税標準額　×　税率　＝　税額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （価格×70％）

　住 宅 用 地  　　　課税標準額　×　税率　＝　税額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（価格×1/6（注 2））

おとの次
は額準標税課の度年今、はていつに地土が以下の場合の額準標税課の度年前、しだた ②

りとなります。

　商業地等の宅地 　　今年度の価格（以下Ⓐとします。）と比べて

（ア）前年度課税標準額がⒶの60％以上70％以下の場合
　　　→前年度課税標準額を据え置きます。

（イ）前年度課税標準額がⒶの60％未満の場合
　　　→前年度課税標準額　＋　Ⓐ　×　５％
　　　 、％06は合場る回上を％06のⒶ、が額たし算計りよに）イ（記上、しだた  （

Ⓐの20％を下回る場合は20％が今年度の課税標準額となります。）

　住 宅 用 地 

るいてし似類が況状と地土のそが価評ちうの地土の外以地農や、地宅の外以地用宅住、はと」地宅の等地業商「　 注１
宅地の価格に比準して決定される土地（「宅地比準土地」といいます。）のことをいいます。

注２　200㎡を超える住宅用地は1/3となります。

今年度の価格に1/6又は1/3を乗じた額（以下Ⓑ「本来の課税標準
額」とします。）と比べて前年度課税標準額がⒷ未満の場合
　→前年度課税標準額　＋　Ⓑ　×　５％
　　（ただし、上記により計算した額が、Ⓑを上回る場合はⒷ、Ⓑの20％を下回

る場合は20％が今年度の課税標準額となります。）

＜住宅用地の課税標準額算定イメージ＞

今年度の課税標準額前年度の課税標準額

本来の課税標準額Ⓑ
（％）

100

20

0

○

○

☆

５％

☆

前年度の課税標準額が
本来の課税標準額Ⓑ未満

↓
Ⓑの５％分ずつ税負担を上昇
（ただしⒷを上限とする）

今年度の本来の課税
標準額Ⓑを100％と
した場合に、

Ⓑ×20％を下回る
場合はⒷ×20％

　⑷農地に対する課税
　　　農地は一般農地と市街化区域農地とに区分され、それぞれ評価及び課税（負担調
　　整措置など）について、宅地等とは異なる仕組みがとられています。
　　　（評価については、33ページ参照。）

　　①一般農地
　　　　一般農地は、市街化区域農地や農地法による転用許可を受けた農地などを除い
　　　たものです。
　　　　一般農地についても、評価額に対する前年度課税標準額の割合に応じた負担調

整措置が導入されています。

　　

市 街 化
区域農地

田園住居地域内
市街化区域農地

一般の市街化区域農地

勧告遊休農地

三大都市圏の特定市の
市街化区域農地
（特定市街化区域農地）

宅地並み評価・
一般農地に準じた課税

宅地並み評価・宅地に準じた課税

宅地並み評価・
一般農地に準じた課税

田園住居地域内
市街化区域農地

宅地並み評価・
宅地に準じた課税

（新潟市に該当する区域はありません）

農地評価・農地課税

農地評価（注３）・農地課税

農　地

一般農地

負　担　水　準
90％以上 前年度課税標準額×

前年度課税標準額×
前年度課税標準額×
前年度課税標準額×

80％以上　90％未満
70％以上　80％未満
70％未満

課 税 標 準 額
1.025
1.05
1.075
1.1

　　②市街化区域農地
　　　　市街化区域農地は、市街化区域内の農地で、生産緑地地区の指定を受けたもの

などを除いたものです。
　　　　したがって、市街化区域内にある農地であっても、生産緑地地区の指定を受け

た農地であれば、一般農地になります。
　　　●一般の市街化区域農地

　　　●三大都市圏の特定市の市街化区域農地

　　　

　一般の市街化区域農地は、一般農地と評価の方法は異なりますが、課税に
ついては、原則として、評価額に３分の１を乗じた額が課税標準額となり、
一般農地と同様の負担調整措置が適用されます。

新潟市に該当する区域はありません。

　

注３　農地法に基づき、農業委員会が農地の所有者等に対し、農地中間管理機構と協議すべきことを勧告
した農地の評価額（課税標準額）は、勧告されていない農地の概ね 1.8 倍となります。
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　⑴評価のしくみ
　　　固定資産評価基準に基づき、再建築価格を基準とする方法によって評価額を決定
　　します。
　○家屋の評価
　　 評価額＝再建築費評点数×経年減点等補正率×評点１点当たりの価額

に点時の価評をのもの一同と屋家たっなと象対の価評 ……………数点評費築建再●　　
おいてその場所に新築した場合に必要とされる建築費
に相当するものです。

況状の耗損るず生てっよに過経の数年の後築建の屋家 …………率正補等点減年経●　　
による減価等を表したものです。

　　●評点１点当たりの価額……物価水準や設計管理費等を補正するものです。

　　　以上によって求めることになりますが、その額が評価替え前の価額を超える場合
には、通常、評価額は評価替え前の価額に据え置かれます。

　　　令和３年度の評価替えでは、建築物価の変動を反映して、再建築費評点数の基
礎となる単価が見直されました。

　　　なお、令和４年度・令和５年度は、この価額が据え置かれます。　

　
　⑵新築住宅に対する減額措置

又は５年分度年３後築新、はていつに宅住すた満を件要の定一、ちうの宅住築新　 　　
度分の固定資産税の税額が２分の１減額されます。具体的な減額措置の適用関係は
次のとおりです。

　①適用対象は、次の要件を満たす住宅です。
　　●専用住宅や併用住宅（例えば、１階が店舗で２階が住居となっている家屋）であ

ること。ただし、併用住宅の場合には、住居として用いられている部分（居住部
分）の床面積が家屋全体の２分の１以上であることが必要です。この場合、減額
の対象となるのは、居住部分に限られます。

　　●床面積の要件

用　　　　　　　途 要　　　　　　　　　件

居住部分の床面積が50㎡以上280㎡以下であること。

一つの居住部分ごとの床面積が40㎡以上280㎡以下
であること。

一 　 　 戸 　 　 建 　 　 住 　 　 宅
マ ン シ ョ ン な ど の 区 分 所 有 家 屋

（ 貸 家 用 集 合 住 宅 以 外 ）
貸 　 家 　 用 　 集 　 合 　 住 　 宅

（ ア パ ー ト 及 び 寄 宿 舎 等 ）

 　※　マンションなどの区分所有家屋の床面積は、「専有部分の床面積＋専有面積の広さに応じた共用部分（廊下・
　階段等）の床面積」で判定します。

  家屋に対する課税のしくみ 　　②減額される期間

　　③減額される床面積

減額される期間は、住宅の階層数及び構造別に次のようになります。

　

住 宅 の 階 層 数 及 び 構 造 減 額 期 間
新築後３年度分
新築後５年度分

一般の住宅（下記以外の住宅）
３階建以上の中高層耐火住宅等

⑷耐震改修住宅等に対する固定資産税の減額措置
　既存住宅について、一定の耐震改修工事を行った場合、市に申告すると、固定資産
税が２分の１、又、耐震改修工事が行われた家屋のうち、認定長期優良住宅に該当す
ることとなった家屋は、3 分の 2 減額されます。具体的な減額措置の適用関係は次の
とおりです。
①減額される住宅

　昭和57年１月１日以前から所在する住宅のうち、令和６年３月31日までに一
定の改修工事を行った住宅

②減額対象工事
　建築基準法に基づく現行の耐震基準（昭和56年６月１日施行）に適合するよう
行われた工事で、工事費用が50万円を超えるもの

　　

　　　

　

⑶認定長期優良住宅に対する固定資産税の減額措置
市、はていつに宅住良優期長定認るす合適に準基の定一、ちうの宅住たれさ築新　 　

に申告すると、新築後５年度分又は７年度分の固定資産税が２分の１減額されます。
具体的な減額措置の適用関係は次のとおりです。

　
　　④申告方法

新たに固定資産税が課税される年度の初日の属する年の１月31日までに、申告　 　　
書及び必要書類を揃えて、資産税課又は資産税第１・第２分室に申告してください。

①減額される住宅
　令和６年３月31日までに新築された住宅のうち、長期優良住宅の普及の促進

③減額される床面積
　１戸当たり120㎡相当分まで

に関する法律の認定を受けて建築された住宅で、⑵新築住宅に対する減額措置の
①に示す要件（39ページ参照）を満たす住宅です。

住 宅 の 階 層 数 及 び 構 造 減 額 期 間
新築後５年度分
新築後７年度分

一般の住宅（下記以外の住宅）
３階建以上の中高層耐火住宅等

②減額される期間
　減額される期間は、住宅の階層数及び構造別に次のようになります。

１戸当たり120㎡相当分まで
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　⑴評価のしくみ
　　　固定資産評価基準に基づき、再建築価格を基準とする方法によって評価額を決定
　　します。
　○家屋の評価
　　 評価額＝再建築費評点数×経年減点等補正率×評点１点当たりの価額

に点時の価評をのもの一同と屋家たっなと象対の価評 ……………数点評費築建再●　　
おいてその場所に新築した場合に必要とされる建築費
に相当するものです。

況状の耗損るず生てっよに過経の数年の後築建の屋家 …………率正補等点減年経●　　
による減価等を表したものです。

　　●評点１点当たりの価額……物価水準や設計管理費等を補正するものです。

　　　以上によって求めることになりますが、その額が評価替え前の価額を超える場合
には、通常、評価額は評価替え前の価額に据え置かれます。

　　　令和３年度の評価替えでは、建築物価の変動を反映して、再建築費評点数の基
礎となる単価が見直されました。

　　　なお、令和４年度・令和５年度は、この価額が据え置かれます。　

　
　⑵新築住宅に対する減額措置

又は５年分度年３後築新、はていつに宅住すた満を件要の定一、ちうの宅住築新　 　　
度分の固定資産税の税額が２分の１減額されます。具体的な減額措置の適用関係は
次のとおりです。

　①適用対象は、次の要件を満たす住宅です。
　　●専用住宅や併用住宅（例えば、１階が店舗で２階が住居となっている家屋）であ

ること。ただし、併用住宅の場合には、住居として用いられている部分（居住部
分）の床面積が家屋全体の２分の１以上であることが必要です。この場合、減額
の対象となるのは、居住部分に限られます。

　　●床面積の要件

用　　　　　　　途 要　　　　　　　　　件

居住部分の床面積が50㎡以上280㎡以下であること。

一つの居住部分ごとの床面積が40㎡以上280㎡以下
であること。

一 　 　 戸 　 　 建 　 　 住 　 　 宅
マ ン シ ョ ン な ど の 区 分 所 有 家 屋

（ 貸 家 用 集 合 住 宅 以 外 ）
貸 　 家 　 用 　 集 　 合 　 住 　 宅

（ ア パ ー ト 及 び 寄 宿 舎 等 ）

 　※　マンションなどの区分所有家屋の床面積は、「専有部分の床面積＋専有面積の広さに応じた共用部分（廊下・
　階段等）の床面積」で判定します。

  家屋に対する課税のしくみ 　　②減額される期間

　　③減額される床面積

減額される期間は、住宅の階層数及び構造別に次のようになります。

　

住 宅 の 階 層 数 及 び 構 造 減 額 期 間
新築後３年度分
新築後５年度分

一般の住宅（下記以外の住宅）
３階建以上の中高層耐火住宅等

⑷耐震改修住宅等に対する固定資産税の減額措置
　既存住宅について、一定の耐震改修工事を行った場合、市に申告すると、固定資産
税が２分の１、又、耐震改修工事が行われた家屋のうち、認定長期優良住宅に該当す
ることとなった家屋は、3 分の 2 減額されます。具体的な減額措置の適用関係は次の
とおりです。
①減額される住宅

　昭和57年１月１日以前から所在する住宅のうち、令和６年３月31日までに一
定の改修工事を行った住宅

②減額対象工事
　建築基準法に基づく現行の耐震基準（昭和56年６月１日施行）に適合するよう
行われた工事で、工事費用が50万円を超えるもの

　　

　　　

　

⑶認定長期優良住宅に対する固定資産税の減額措置
市、はていつに宅住良優期長定認るす合適に準基の定一、ちうの宅住たれさ築新　 　

に申告すると、新築後５年度分又は７年度分の固定資産税が２分の１減額されます。
具体的な減額措置の適用関係は次のとおりです。

　
　　④申告方法

新たに固定資産税が課税される年度の初日の属する年の１月31日までに、申告　 　　
書及び必要書類を揃えて、資産税課又は資産税第１・第２分室に申告してください。

①減額される住宅
　令和６年３月31日までに新築された住宅のうち、長期優良住宅の普及の促進

③減額される床面積
　１戸当たり120㎡相当分まで

に関する法律の認定を受けて建築された住宅で、⑵新築住宅に対する減額措置の
①に示す要件（39ページ参照）を満たす住宅です。

住 宅 の 階 層 数 及 び 構 造 減 額 期 間
新築後５年度分
新築後７年度分

一般の住宅（下記以外の住宅）
３階建以上の中高層耐火住宅等

②減額される期間
　減額される期間は、住宅の階層数及び構造別に次のようになります。

１戸当たり120㎡相当分まで
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　⑸高齢者等居住（バリアフリー）改修住宅等に対する固定資産税の減額措置

　　①減額される住宅
　　　　　　　新築された日から10年以上経過した住宅のうち、令和６年３月31日までに一
　　　　　　定のバリアフリー改修工事を行った住宅で、改修後の住宅面積が50㎡以上280㎡

以下であるもの（賃貸住宅を除く）
②居住者等の要件
　　下記のいずれかの人が居住していること
　　　○65歳以上（減額を受ける年度の賦課期日現在）
　　　○要介護認定又は要支援認定を受けている人
　　　○障がい者
③減額対象工事
　　次の工事で、補助金等を除く自己負担が50万円を超えるもの
　　　○廊下の拡幅　　　　○手すりの取り付け　○階段の勾配の緩和
　　　○床の段差の解消　　○浴室の改良　　　　○引き戸への取り替え
　　　○便所の改良　　　　○床表面の滑り止め化

１・第２分室に申告してください。

⑤減額される床面積
　　１戸当たり100㎡相当分まで
⑥申告方法
　改修後３か月以内に、申告書及び必要書類を揃えて、資産税課又は資産税第

③減額される期間　
　　１年度分が減額されます。（工事完了日の翌年の４月から始まる年度分）
④減額される床面積　
　　１戸当たり120㎡相当分まで
⑤申告方法
　改修後３か月以内に、申告書及び必要書類を揃えて、資産税課又は資産税第１・
第２分室に申告してください。

④減額される期間　
　　１年度分が減額されます。（工事完了日の翌年の４月から始まる年度分）

　高齢者、障がい者等が居住する既存住宅について、一定のバリアフリー改修工事を
行った場合、市に申告すると、固定資産税が３分の１減額されます。（ただし、⑷耐
震改修住宅等に対する固定資産税の減額措置を受けている場合は、減額されませ
ん。）具体的な減額措置の適用関係は次のとおりです。

　

　　

　

償却資産に対する課税のしくみ

　固定資産評価基準に基づき、取得価額を基礎として、取得後の経過年数に応ずる価値
の減少（減価）を考慮して評価します。
　⑴前年中に取得した償却資産
　
　　　価格（評価額）　　=　　取得価額　×（１－　　　　）

　⑵前年より前に取得した償却資産
　
　　　価格（評価額）　　=　　前年度の評価額　×（１－減価率）……Ａ

　ただしＡにより算出した額が、取得価額の５％よりも小さい場合は、その償却資産が
本来の用途に使われている限りは、取得価額の５％の額を評価額とします。

　　固定資産税における償却資産の減価償却の方法は、定率法（国税の取り扱い上の旧定
率法）です。
　　取得価額……原則として国税の取り扱いと同様です。
　　減 価 率……原則として耐用年数表（財務省令）に掲げられている耐用年数に応じ

て減価率が定められています。

２
減価率

各減額措置の適用関係や申告書類について、詳しくは市役所ホームページをご確認い
ただくか、資産税課又は資産税第１・第２分室にお問い合わせください。

（67～69ページ参照）

　　①減額される住宅

　　②減額対象工事
　　　　次の工事で、補助金等を除く自己負担が60万円を超えるもの
　　　　　○窓の改修工事
　　　　　○窓の改修工事と併せて行う床、天井又は壁の断熱工事

　　④減額される床面積
　　　　１戸当たり120㎡相当分まで
　　⑤申告方法

改修後３か月以内に、申告書及び必要書類を揃えて、資産税課又は資産税第１・
第２分室に申告してください。

　 　

⑹熱損失防止（省エネ）改修住宅等に対する固定資産税の減額措置
　既存住宅について、一定の省エネ改修工事を行った場合、市に申告すると、固定
資産税が 3 分の 1、又、省エネ改修工事が行われた家屋のうち、認定長期優良住宅
に該当することとなった家屋は、3 分の 2 減額されます。（ただし、⑷耐震改修住宅
等に対する固定資産税の減額措置を受けている場合は、減額されません。）具体的
な減額措置の適用関係は次のとおりです。

平成26年４月１日に存していた住宅のうち、令和６年３月31日までに一定の省　 　
エネ改修工事を行った住宅で、改修後の住宅面積が50㎡以上280㎡以下であるもの

（賃貸住宅を除く）

③減額される期間　
　　１年度分が減額されます。（工事完了日の翌年の４月から始まる年度分）
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　⑸高齢者等居住（バリアフリー）改修住宅等に対する固定資産税の減額措置

　　①減額される住宅
　　　　　　　新築された日から10年以上経過した住宅のうち、令和６年３月31日までに一
　　　　　　定のバリアフリー改修工事を行った住宅で、改修後の住宅面積が50㎡以上280㎡

以下であるもの（賃貸住宅を除く）
②居住者等の要件
　　下記のいずれかの人が居住していること
　　　○65歳以上（減額を受ける年度の賦課期日現在）
　　　○要介護認定又は要支援認定を受けている人
　　　○障がい者
③減額対象工事
　　次の工事で、補助金等を除く自己負担が50万円を超えるもの
　　　○廊下の拡幅　　　　○手すりの取り付け　○階段の勾配の緩和
　　　○床の段差の解消　　○浴室の改良　　　　○引き戸への取り替え
　　　○便所の改良　　　　○床表面の滑り止め化

１・第２分室に申告してください。

⑤減額される床面積
　　１戸当たり100㎡相当分まで
⑥申告方法
　改修後３か月以内に、申告書及び必要書類を揃えて、資産税課又は資産税第

③減額される期間　
　　１年度分が減額されます。（工事完了日の翌年の４月から始まる年度分）
④減額される床面積　
　　１戸当たり120㎡相当分まで
⑤申告方法
　改修後３か月以内に、申告書及び必要書類を揃えて、資産税課又は資産税第１・
第２分室に申告してください。

④減額される期間　
　　１年度分が減額されます。（工事完了日の翌年の４月から始まる年度分）

　高齢者、障がい者等が居住する既存住宅について、一定のバリアフリー改修工事を
行った場合、市に申告すると、固定資産税が３分の１減額されます。（ただし、⑷耐
震改修住宅等に対する固定資産税の減額措置を受けている場合は、減額されませ
ん。）具体的な減額措置の適用関係は次のとおりです。

　

　　

　

償却資産に対する課税のしくみ

　固定資産評価基準に基づき、取得価額を基礎として、取得後の経過年数に応ずる価値
の減少（減価）を考慮して評価します。
　⑴前年中に取得した償却資産
　
　　　価格（評価額）　　=　　取得価額　×（１－　　　　）

　⑵前年より前に取得した償却資産
　
　　　価格（評価額）　　=　　前年度の評価額　×（１－減価率）……Ａ

　ただしＡにより算出した額が、取得価額の５％よりも小さい場合は、その償却資産が
本来の用途に使われている限りは、取得価額の５％の額を評価額とします。

　　固定資産税における償却資産の減価償却の方法は、定率法（国税の取り扱い上の旧定
率法）です。
　　取得価額……原則として国税の取り扱いと同様です。
　　減 価 率……原則として耐用年数表（財務省令）に掲げられている耐用年数に応じ

て減価率が定められています。

２
減価率

各減額措置の適用関係や申告書類について、詳しくは市役所ホームページをご確認い
ただくか、資産税課又は資産税第１・第２分室にお問い合わせください。

（67～69ページ参照）

　　①減額される住宅

　　②減額対象工事
　　　　次の工事で、補助金等を除く自己負担が60万円を超えるもの
　　　　　○窓の改修工事
　　　　　○窓の改修工事と併せて行う床、天井又は壁の断熱工事

　　④減額される床面積
　　　　１戸当たり120㎡相当分まで
　　⑤申告方法

改修後３か月以内に、申告書及び必要書類を揃えて、資産税課又は資産税第１・
第２分室に申告してください。

　 　

⑹熱損失防止（省エネ）改修住宅等に対する固定資産税の減額措置
　既存住宅について、一定の省エネ改修工事を行った場合、市に申告すると、固定
資産税が 3 分の 1、又、省エネ改修工事が行われた家屋のうち、認定長期優良住宅
に該当することとなった家屋は、3 分の 2 減額されます。（ただし、⑷耐震改修住宅
等に対する固定資産税の減額措置を受けている場合は、減額されません。）具体的
な減額措置の適用関係は次のとおりです。

平成26年４月１日に存していた住宅のうち、令和６年３月31日までに一定の省　 　
エネ改修工事を行った住宅で、改修後の住宅面積が50㎡以上280㎡以下であるもの

（賃貸住宅を除く）

③減額される期間　
　　１年度分が減額されます。（工事完了日の翌年の４月から始まる年度分）
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　都市計画税は、都市計画事業又は土地区画整理事業に要する費用に充てるための目的
税です。

課税の対象となる資産

　都市計画法による市街化区域内に所在する土地及び家屋です。

都市計画税を納める人（納税義務者）

　令和５年１月１日（賦課期日）現在、新潟市内に上記「課税の対象となる資産」を所
有している人です。
　この場合の所有している人とは、固定資産税の場合と同様です。（30ページ参照）

（31ページ参照）
　
固定資産税が免税点未満の人は、都市計画税も課税されません。

税率と税額の計算方法

課税標準額×税率0.28％＝税額 となります。

課税標準額

　⑴土　地
　　①住宅用地については、課税標準の特例措置が適用されますが、特例によって軽減
         される率は固定資産税と異なり、次のとおりです。
　　　●住宅用地のうち住宅一戸当たり200m2までの部分（小規模住宅用地）
　　　　　価格の３分の１を課税標準額とします。　　　

●住宅用地のうち住宅一戸当たり200m2 を超え、家屋の床面積の10倍までの部分（一般
住宅用地）

　　　　　価格の３分の２を課税標準額とします。
まいてじ講を置措整調の担負税なからだなてじ応に準水担負に様同と税産資定固 ②　　

す。
　　　 住宅用地に係る課税標準の特例措置の対象となる要件については、35ページを

４ 都市計画税

　⑵家　屋
　固定資産税の課税標準と同じ価格です。

　　　

　

参照してください。

固 定 資 産 税（市税）

都 市 計 画 税（市税）

事　業　所　税（市税）

所有しているとき

取得したとき

土 地 ・ 建 物 の 税 金

土地や家屋を所有している場合

市街化区域内に土地や家屋を所有してい
る場合

一定規模以上の事業所床面積を有してい
る場合

土地や家屋を取得した場合

土地や建物などを相続した場合

土地や建物などの贈与を受けた場合

土地や建物を登記する場合

売買契約書などを作成した場合

不動産取得税（県税）

相　　続　　税（国税）

贈　　与　　税（国税）

登 録 免 許 税（国税）

印　　紙　　税（国税）

納税の方法
　固定資産税と合わせて納めていただきます。そのため、納税通知書は固定資産税
と都市計画税が合算された額になっています。

都市計画税の使用状況

その他
267億２千万円

街路　55億３千万円

下水道（地方債償還含まず）
134億３千万円

都市計画事業
土地区画整理事業等
456億８千万円

（令和５年度予算）

（財源内訳）
　都市計画税 82億７千万円   
　支出金・負担金
　地方債
　一般財源  

　合計　　　　　　 

　

63億３千万円
127億２千万円
183億６千万円

456億８千万円
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　都市計画税は、都市計画事業又は土地区画整理事業に要する費用に充てるための目的
税です。

課税の対象となる資産

　都市計画法による市街化区域内に所在する土地及び家屋です。

都市計画税を納める人（納税義務者）

　令和５年１月１日（賦課期日）現在、新潟市内に上記「課税の対象となる資産」を所
有している人です。
　この場合の所有している人とは、固定資産税の場合と同様です。（30ページ参照）

（31ページ参照）
　
固定資産税が免税点未満の人は、都市計画税も課税されません。

税率と税額の計算方法

課税標準額×税率0.28％＝税額 となります。

課税標準額

　⑴土　地
　　①住宅用地については、課税標準の特例措置が適用されますが、特例によって軽減
         される率は固定資産税と異なり、次のとおりです。
　　　●住宅用地のうち住宅一戸当たり200m2までの部分（小規模住宅用地）
　　　　　価格の３分の１を課税標準額とします。　　　

●住宅用地のうち住宅一戸当たり200m2 を超え、家屋の床面積の10倍までの部分（一般
住宅用地）

　　　　　価格の３分の２を課税標準額とします。
まいてじ講を置措整調の担負税なからだなてじ応に準水担負に様同と税産資定固 ②　　

す。
　　　 住宅用地に係る課税標準の特例措置の対象となる要件については、35ページを

４ 都市計画税

　⑵家　屋
　固定資産税の課税標準と同じ価格です。

　　　

　

参照してください。

固 定 資 産 税（市税）

都 市 計 画 税（市税）

事　業　所　税（市税）

所有しているとき

取得したとき

土 地 ・ 建 物 の 税 金

土地や家屋を所有している場合

市街化区域内に土地や家屋を所有してい
る場合

一定規模以上の事業所床面積を有してい
る場合

土地や家屋を取得した場合

土地や建物などを相続した場合

土地や建物などの贈与を受けた場合

土地や建物を登記する場合

売買契約書などを作成した場合

不動産取得税（県税）

相　　続　　税（国税）

贈　　与　　税（国税）

登 録 免 許 税（国税）

印　　紙　　税（国税）

納税の方法
　固定資産税と合わせて納めていただきます。そのため、納税通知書は固定資産税
と都市計画税が合算された額になっています。

都市計画税の使用状況

その他
267億２千万円

街路　55億３千万円

下水道（地方債償還含まず）
134億３千万円

都市計画事業
土地区画整理事業等
456億８千万円

（令和５年度予算）

（財源内訳）
　都市計画税 82億７千万円   
　支出金・負担金
　地方債
　一般財源  

　合計　　　　　　 

　

63億３千万円
127億２千万円
183億６千万円

456億８千万円
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固定資産の評価替えとは？

売買した土地、家屋の固定資産税は？

Q＆A
　固定資産の評価替えとは何ですか。

　私は、令和４年11月に自己所有の土地及び家屋の売買契約を締結し、令和
５年３月には買い主への所有権移転登記を済ませました。令和５年度の固定
資産税は誰に課税されますか。

　令和５年度の固定資産税は、あなたに課税されます。
　固定資産税は、１月１日現在、登記簿に所有者として登記されている人に
対し当該年度分の固定資産税を課税することとなっているからです。
　なお、売り主と買い主の間で固定資産税を月割あん分して負担する場合の

　最近では、税負担をめぐるトラブルを防ぐため、誰がどのように負担する
か契約書に記載していることが多いようです。あなたの場合も契約書でどの
ようになっているか一度確かめてみてください。

Ｑ

Ｑ

Ａ

Ａ

　

月数計算の始期（例えば、１月１日又は４月１日等）については、固定資産
税は年税であるため特に定められていません。

　固定資産税は、固定資産の価格、「適正な時価」を課税標準として課税され
るものです。本来であれば毎年度評価替えを行い、これによって得られる「適
正な時価」をもとに課税を行うことが納税者間における税負担の公平に資する
ことになります。しかし、膨大な量の土地、家屋について毎年度評価を見直す
ことは、困難であり、課税事務の簡素化を図り徴税コストを最小限に抑える必
要もあるため、土地と家屋については原則として３年間評価額を据え置き、３
年ごとに評価額を見直す制度がとられており、これを評価替えといいます。　
　なお、土地の価格については、評価替えの翌年、翌々年において地価の下
落があり、価格を据え置くことが適当でないときは、簡易な方法により、評
価を修正できることとなっています。（次回評価替えは令和６年度です。）

固定資産税・都市計画税は口座振替による納付の場合、毎月納付にすることができます
　固定資産税・都市計画税の口座振替による納付方法は、期限までに申し込みすること
で毎月（12回）に振り替えることができます。

毎月振替税額計算と振替日
年税額100,000円の場合

申込方法
　振替希望の金融機関で、備え付けの「新潟市税等口座振替依頼書」に必要事項を記入
し、窓口に提出してください。

申込期限
　申込期限について58ページの（令和５年度）市税口座振替申込スケジュールをご覧ください。

ご注意!
　毎月納付は振替開始の時期や４期に戻す場合等、通常納期の申込方法と異なります。
〈口座振替毎月（12期）納付特例の運用取扱い〉

被災代替資産の固定資産税等の軽減措置について
　東日本大震災及び原発事故により被災した住宅用地・家屋に代わるものを取得した場
合、それらに対して課される固定資産税・都市計画税の軽減措置が受けられます。
　詳しくは資産税課又は各資産税分室にお問い合わせください。（67〜69ページ参照）

（通常納期４期）
期別 税額 振替日（納期限）
第１期 25,000円 ４月末日
第２期 25,000円 ７月末日
第３期 25,000円 12月28日
第４期 25,000円 翌年２月末日

（口座振替毎月振替）
期別 税額 振替日（納期限）
４月期 8,700円 ４月末日
５月期 8,300円 ５月末日
６月期 8,300円 ６月末日
７月期 8,300円 ７月末日
８月期 8,300円 ８月末日
９月期 8,300円 ９月末日
10月期 8,300円 10月末日
11月期 8,300円 11月末日
12月期 8,300円 12月28日
１月期 8,300円 翌年１月末日
２月期 8,300円 翌年２月末日
３月期 8,300円 翌年３月末日

※�振替日が土、日曜日等のときは翌開庁日になります。

毎月振替の人のみ税額の端数計算を
1,000円未満単位ではなく100円未満
単位で処理します。又、１～４期で
はなく、振替月に併せ４月期～３月
期として表示します。

○口座振替日は各期納期限日に振替します。
○各納期の端数は100円単位です（４期納付の場合は1,000円単位）。
○�振替開始時期は、各年度とも４月からと７月からの２回です（４月の場合は１月末日、７月の
場合は５月末日までの申し込みになります）。
　※ �新たに土地や家屋等固定資産を取得し今年度から課税される人は、毎月納付制度の利用は７月

からになります。この場合、第１期分の税額を納めていただき、期限までに申し込みいただ
くと、第２期以降の税額を７月〜翌年３月まで９回に分割し口座振替させていただきます。

○�４月からの開始は、翌年３月までの12回、７月からの開始は、７月から翌年３月までの９回に
分割して計算した税額を口座振替させていただきます。
　※ �７月期から申し込みされた人は、４月にお送りする納税通知書は４期納期となっています。７月

に改めて９回に分割した納税通知書をお送りします。
○毎月振替を４期に戻す場合は、翌年度からとなります（別途申し出が必要です）。
○�口座解約等で振替不能となった場合は納付書を送付しますが、市の収納窓口又は金融機関窓口
（ゆうちょ銀行を除く）での取扱となります。
○口座引落不能を繰り返した場合、毎月納付を中止する場合があります。
○�法律改正等で、４月に納税通知書を発送できない場合、５月から11回に分けての毎月納付等、
納期が変更されることがあります（その場合は、市報・ホームページでお知らせします）。
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固定資産の評価替えとは？

売買した土地、家屋の固定資産税は？

Q＆A
　固定資産の評価替えとは何ですか。

　私は、令和４年11月に自己所有の土地及び家屋の売買契約を締結し、令和
５年３月には買い主への所有権移転登記を済ませました。令和５年度の固定
資産税は誰に課税されますか。

　令和５年度の固定資産税は、あなたに課税されます。
　固定資産税は、１月１日現在、登記簿に所有者として登記されている人に
対し当該年度分の固定資産税を課税することとなっているからです。
　なお、売り主と買い主の間で固定資産税を月割あん分して負担する場合の

　最近では、税負担をめぐるトラブルを防ぐため、誰がどのように負担する
か契約書に記載していることが多いようです。あなたの場合も契約書でどの
ようになっているか一度確かめてみてください。

Ｑ

Ｑ

Ａ

Ａ

　

月数計算の始期（例えば、１月１日又は４月１日等）については、固定資産
税は年税であるため特に定められていません。

　固定資産税は、固定資産の価格、「適正な時価」を課税標準として課税され
るものです。本来であれば毎年度評価替えを行い、これによって得られる「適
正な時価」をもとに課税を行うことが納税者間における税負担の公平に資する
ことになります。しかし、膨大な量の土地、家屋について毎年度評価を見直す
ことは、困難であり、課税事務の簡素化を図り徴税コストを最小限に抑える必
要もあるため、土地と家屋については原則として３年間評価額を据え置き、３
年ごとに評価額を見直す制度がとられており、これを評価替えといいます。　
　なお、土地の価格については、評価替えの翌年、翌々年において地価の下
落があり、価格を据え置くことが適当でないときは、簡易な方法により、評
価を修正できることとなっています。（次回評価替えは令和６年度です。）
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　家屋の評価は、評価の対象となった家屋と同一のものを評価の時点におい
てその場所に新築した場合に必要とされる建築費に相当するもの（これを
「再建築費評点数」といいます。）に家屋の建築後の経過によって生ずる損耗
の状況による減価率等（これを「経年減点等補正率」といいます。）を乗じ、
さらに、評点１点当たりの価額を乗じて評価額を求めることとされています
（39ページ参照）。
　在来家屋の評価は評価替えの年度ごとに見直しをしますが、前回の評価替
えの年度から今回の評価替えの年度までの間の再建築費評点数の基礎となる
建築物価の変動分を考慮した補正率（これを「再建築費評点補正率」といい
ます。）が、経年減点等補正率という減価率を上回る場合は評価額が上がる
ことになり、反対に、再建築費評点補正率が経年減点等補正率を下回る場合
には評価額が下がることになります。
　つまり、家屋は、建築物価の上昇が激しい場合には、見かけは古くなって
もその価値（価格）が減少せず、かえって上昇することがあるわけです。
　しかし、固定資産税（家屋）においては、評価替えによる評価額が評価替
え前の価額を上回る場合には、税負担を考慮して原則として評価替え前の価
額に据え置くこととされています。
　このようなことから、古い家屋の固定資産税は
必ずしも年々下がるということにはならないわけ
です。

　私は、令和元年７月に木造２階建住宅を新築し、令和２年度からこの家屋
の固定資産税を納めていましたが、令和５年度分の税額が急に高くなりまし
た。なぜでしょうか。

　新築の住宅に対しては、固定資産税の減額制度が設けられています。
　新築された住宅が一定の要件に当たるときは、新築後３年度分に限り税額
が２分の１に減額されます（３階建以上の中高層耐火住宅等については５年
度分。39ページの「新築住宅に対する減額措置」を参照）。
　あなたの場合は、令和２・３・４年度分については120㎡分までの税額が
２分の１に減額されていましたが、この減額措置が終了したことにより、本
来の税額に戻ったものです。
　なお、固定資産税と一緒に納めていただく都市計画税についてはこのよう
な減額制度はありません。

固定資産税が急に高くなったのは？

Ｑ

Ａ

古い家屋の固定資産税が下がらないのは？
　家屋は年々古くなっていくのに家屋の固定資産税の額が下がらないのはな
ぜですか。

　

Ｑ

Ａ

Q＆A
家屋を取り壊した場合の手続きは？
　家屋を取り壊しましたが、手続きはどのようにするのですか。
　
　家屋を取り壊したら、登記物件の場合は滅失登記をする必要があります。
登記が遅れる場合や未登記家屋の場合は、資産税課又は各資産税分室へ
「家屋滅失届出書」を取り壊した年内に提出してください。届出を基に担当
職員が現地確認に伺います。
　固定資産税は毎年１月１日に所在する家屋に課税されますので取り壊した
翌年から課税されなくなります。しかし、家屋を取り壊しても届出がないと、
壊したことを把握するのが困難ですので、誤って課税してしまう原因になり
ます。
　届出の用紙は、資産税課又は各資産税分室に備え付けてあるほか、新潟市
ホームページにも掲載しています。
　届出の記入事項は　①壊した家屋の所有者　②壊した年月日　③壊した家
屋の場所、用途、床面積などです。
　詳しくは資産税課又は各資産税分室へお問い合わせください。（67～69
ページ参照）

　登記簿に登記されていない家屋（未登記家屋）の所有者を変更（売買、相続、
贈与など）しました。納税義務者の変更手続きはどのようにするのですか。

、を」書出届更変者有所屋家記登未「、はきとたし更変を者有所の屋家記登未　
資産税課又は各資産税分室へ提出してください。届出のあった翌年度から納
税義務者を新所有者に変更します。
　登記物件の場合は、所有権移転登記を行うと、地方税法の規定によりそ
の旨を登記所が市へ通知しますので、市は、所有者が変更されたことがわか
りますが、未登記家屋は、この所有者変更届出書を提出していただかないと、
所有者の変更が把握できません。

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

未登記家屋の所有者変更は？

Q＆A

　届出用紙は資産税課又は各資産税分室に備え付けてあるほか、新潟市
ホームページにも掲載しています。届出書には、記名、押印のほか添付書類
として、売買の場合は　①売買契約書の写し　②旧所有者及び新所有者の印
鑑証明書、相続の場合は　①遺産分割協議書の写し　②遺産分割協議書に押
印した相続人全員の印鑑証明書、遺産分割協議書がない場合は　①旧所有者
と全ての法定相続人のつながりがわかる戸籍謄本　②法定相続人全員の印鑑
証明書が必要になります。
　所有者変更の内容によって添付書類が異な
りますので、詳しくは資産税課又は各資産税
分室へお問い合わせください。（67～69ページ
参照）
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　家屋の評価は、評価の対象となった家屋と同一のものを評価の時点におい
てその場所に新築した場合に必要とされる建築費に相当するもの（これを
「再建築費評点数」といいます。）に家屋の建築後の経過によって生ずる損耗
の状況による減価率等（これを「経年減点等補正率」といいます。）を乗じ、
さらに、評点１点当たりの価額を乗じて評価額を求めることとされています
（39ページ参照）。
　在来家屋の評価は評価替えの年度ごとに見直しをしますが、前回の評価替
えの年度から今回の評価替えの年度までの間の再建築費評点数の基礎となる
建築物価の変動分を考慮した補正率（これを「再建築費評点補正率」といい
ます。）が、経年減点等補正率という減価率を上回る場合は評価額が上がる
ことになり、反対に、再建築費評点補正率が経年減点等補正率を下回る場合
には評価額が下がることになります。
　つまり、家屋は、建築物価の上昇が激しい場合には、見かけは古くなって
もその価値（価格）が減少せず、かえって上昇することがあるわけです。
　しかし、固定資産税（家屋）においては、評価替えによる評価額が評価替
え前の価額を上回る場合には、税負担を考慮して原則として評価替え前の価
額に据え置くこととされています。
　このようなことから、古い家屋の固定資産税は
必ずしも年々下がるということにはならないわけ
です。

　私は、令和元年７月に木造２階建住宅を新築し、令和２年度からこの家屋
の固定資産税を納めていましたが、令和５年度分の税額が急に高くなりまし
た。なぜでしょうか。

　新築の住宅に対しては、固定資産税の減額制度が設けられています。
　新築された住宅が一定の要件に当たるときは、新築後３年度分に限り税額
が２分の１に減額されます（３階建以上の中高層耐火住宅等については５年
度分。39ページの「新築住宅に対する減額措置」を参照）。
　あなたの場合は、令和２・３・４年度分については120㎡分までの税額が
２分の１に減額されていましたが、この減額措置が終了したことにより、本
来の税額に戻ったものです。
　なお、固定資産税と一緒に納めていただく都市計画税についてはこのよう
な減額制度はありません。

固定資産税が急に高くなったのは？

Ｑ

Ａ

古い家屋の固定資産税が下がらないのは？
　家屋は年々古くなっていくのに家屋の固定資産税の額が下がらないのはな
ぜですか。

　

Ｑ

Ａ

Q＆A
家屋を取り壊した場合の手続きは？
　家屋を取り壊しましたが、手続きはどのようにするのですか。
　
　家屋を取り壊したら、登記物件の場合は滅失登記をする必要があります。
登記が遅れる場合や未登記家屋の場合は、資産税課又は各資産税分室へ
「家屋滅失届出書」を取り壊した年内に提出してください。届出を基に担当
職員が現地確認に伺います。
　固定資産税は毎年１月１日に所在する家屋に課税されますので取り壊した
翌年から課税されなくなります。しかし、家屋を取り壊しても届出がないと、
壊したことを把握するのが困難ですので、誤って課税してしまう原因になり
ます。
　届出の用紙は、資産税課又は各資産税分室に備え付けてあるほか、新潟市
ホームページにも掲載しています。
　届出の記入事項は　①壊した家屋の所有者　②壊した年月日　③壊した家
屋の場所、用途、床面積などです。
　詳しくは資産税課又は各資産税分室へお問い合わせください。（67～69
ページ参照）

　登記簿に登記されていない家屋（未登記家屋）の所有者を変更（売買、相続、
贈与など）しました。納税義務者の変更手続きはどのようにするのですか。

、を」書出届更変者有所屋家記登未「、はきとたし更変を者有所の屋家記登未　
資産税課又は各資産税分室へ提出してください。届出のあった翌年度から納
税義務者を新所有者に変更します。
　登記物件の場合は、所有権移転登記を行うと、地方税法の規定によりそ
の旨を登記所が市へ通知しますので、市は、所有者が変更されたことがわか
りますが、未登記家屋は、この所有者変更届出書を提出していただかないと、
所有者の変更が把握できません。

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

未登記家屋の所有者変更は？

Q＆A

　届出用紙は資産税課又は各資産税分室に備え付けてあるほか、新潟市
ホームページにも掲載しています。届出書には、記名、押印のほか添付書類
として、売買の場合は　①売買契約書の写し　②旧所有者及び新所有者の印
鑑証明書、相続の場合は　①遺産分割協議書の写し　②遺産分割協議書に押
印した相続人全員の印鑑証明書、遺産分割協議書がない場合は　①旧所有者
と全ての法定相続人のつながりがわかる戸籍謄本　②法定相続人全員の印鑑
証明書が必要になります。
　所有者変更の内容によって添付書類が異な
りますので、詳しくは資産税課又は各資産税
分室へお問い合わせください。（67～69ページ
参照）
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　軽自動車税種別割は、原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車及び二輪の小型自
動車（これらを「軽自動車等」といいます。）の所有者又は使用者に対して課税される

納める人

種別割

　毎年４月１日（賦課期日）現在、市内に主たる定置場のある軽自動車等を所有してい
る人です。ただし、割賦販売などで所有権が留保されている場合は、買主（使用者）に
課税されます。

５ 軽自動車税

税　率

車種区分 税率（額）

原動機付
自 転 車

小型特殊
自 動 車

総排気量が50cc以下のもの、又は電動で定格出力が600Ｗ以下のもの
（ミニカーを除く） 2,000円

総排気量が50ccを超え90cc以下のもの、又は電動で定格出力が600Ｗを
超え800Ｗ以下のもの 2,000円

総排気量が90ccを超え125cc以下のもの、又は電動で定格出力が800Ｗを
超え1,000W以下のもの 2,400円

三輪以上で総排気量が20ccを超え50cc以下（電動で定格出力が250Ｗを
超え600Ｗ以下）のもののうち、車室を有するもの又は左右の車輪の間
の距離が50cmを超えるもの（ミニカー等）

3,700円

3,600円
6,000円

2,400円

5,900円

二輪の小型自動車（総排気量が250ccを超えるもの）
二輪の軽自動車（総排気量が125ccを超え250cc以下のもの）

その他（農耕作業用以外の指定用途の車両で最高速度が時速15km以下のフォー
ク・リフトなど）

3,600円雪上車（総排気量が660cc以下のもの）
農耕用（最高速度が時速35km未満のトラクタ・田植機など）

●原動機付自転車・小型特殊自動車・二輪の軽自動車・二輪の小型自動車

車　種　区　分
税率（額）

初度検査年月が平成27年４月
以降の車両　　　　　

3,900円三　輪

（総排気量が660cc以下）

6,900円営業用

四輪以上
10,800円自家用
3,800円営業用
5,000円

3,100円
5,500円
7,200円
3,000円
4,000円自家用

●三輪・四輪の軽自動車

乗 

用

用
物
貨

（※）初度検査年月とは？

　今までに車両番号の指定を
受けたことのない軽自動車を
使用するときに受ける最初の
新規検査年月のことです。
　自動車検査証の「初度検査
年月」の欄で確認できます。

初度検査年月が平成27年３月
以前の車両　　　　　

　自動車検査証の初度検査年月（※）に応じて、下表の税率、又はグリーン税制による、
重課税率、軽課税率のいずれかの税率が適用されます。

税金です。

グリーン税制
　平成28年度から軽自動車においてもグリーン税制が導入されました。
　軽自動車税のグリーン税制は、排ガス性能や燃費性能の優れた環境負荷の小さい車両
について、その性能に応じて税額を軽減（軽課）し、初度検査年月から13年経過した環
境負荷の大きい車両について税額を増額（重課）する制度です。
●重課税率

●軽課税率

車種区分
税率（額）

三　輪

（総排気量が660cc以下）

営業用

自家用

営業用

4,600円

8,200円

12,900円

4,500円

6,000円自家用

乗

　用
四 

輪 

以 

上
貨

　物

　

　重課税率は、初度検査年月から13年経過した車
両に適用される税率です。　
　令和５年度に重課税率が適用される車両は、初
度検査年月が平成22年３月以前の車両です。　
　なお、電気・天然ガス・メタノール・混合メタ
ノール・ハイブリッドの軽自動車、被けん引自動
車は重課税率の対象外となります。

　初度検査年月が令和４年４月から令和５年３月の車両で、排出ガス性能や燃費性能の
優れた環境負荷の小さな車両は、令和５年度に限り以下の軽課税率が適用されます。

税　率 （額）

基準１（※２） 基準２（※３）

四輪以上
営業用

1,000円

1,800円

2,700円

1,000円

1,300円

2,000円（乗用営業用のみ） 3,000円（乗用営業用のみ）

3,500円

適用なし

適用なし

適用なし

適用なし

適用なし

適用なし

5,200円

自家用

営業用

自家用

乗

　用

貨

　物

※１　天然ガス軽自動車は、平成30年排出ガス規制に適合するもの又は平成21年排出ガス
規制に適合し、平成21年排出ガス基準値より10％以上窒素酸化物を低減する車両

※２
・平成30年排出ガス基準50％低減達成車又は
　平成17年排出ガス基準75％低減達成車

・平成30年排出ガス基準50％低減達成車又は
　平成17年排出ガス基準75％低減達成車

　（★★★★低排出ガス車）
・2030年度燃費基準90％達成かつ2020年度燃
　費基準達成車

電気軽自動車・
天然ガス軽自動車

（※１）　

三　輪

ガソリン車・ハイブリッド車車種区分
（総排気量が660cc以下）

　
　
　乗

用

　（★★★★低排出ガス車）
・2030年度燃費基準70％達成かつ2020年度燃
　費基準達成車

　
　
　乗

用

※３

燃費基準の達成状況等は自動車検査証で確認することができます。

ここに記載されている年月が初度検査年月です
※　�平成15年10月14日以前に登録された車両については「平成15年」「平成
14年」「平成13年」というように年単位で記載されています。その場合
は平成15年12月、平成14年12月、平成13年12月と読み替えます。
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　軽自動車税種別割は、原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車及び二輪の小型自
動車（これらを「軽自動車等」といいます。）の所有者又は使用者に対して課税される

納める人

種別割

　毎年４月１日（賦課期日）現在、市内に主たる定置場のある軽自動車等を所有してい
る人です。ただし、割賦販売などで所有権が留保されている場合は、買主（使用者）に
課税されます。

５ 軽自動車税

税　率

車種区分 税率（額）

原動機付
自 転 車

小型特殊
自 動 車

総排気量が50cc以下のもの、又は電動で定格出力が600Ｗ以下のもの
（ミニカーを除く） 2,000円

総排気量が50ccを超え90cc以下のもの、又は電動で定格出力が600Ｗを
超え800Ｗ以下のもの 2,000円

総排気量が90ccを超え125cc以下のもの、又は電動で定格出力が800Ｗを
超え1,000W以下のもの 2,400円

三輪以上で総排気量が20ccを超え50cc以下（電動で定格出力が250Ｗを
超え600Ｗ以下）のもののうち、車室を有するもの又は左右の車輪の間
の距離が50cmを超えるもの（ミニカー等）

3,700円

3,600円
6,000円

2,400円

5,900円

二輪の小型自動車（総排気量が250ccを超えるもの）
二輪の軽自動車（総排気量が125ccを超え250cc以下のもの）

その他（農耕作業用以外の指定用途の車両で最高速度が時速15km以下のフォー
ク・リフトなど）

3,600円雪上車（総排気量が660cc以下のもの）
農耕用（最高速度が時速35km未満のトラクタ・田植機など）

●原動機付自転車・小型特殊自動車・二輪の軽自動車・二輪の小型自動車

車　種　区　分
税率（額）

初度検査年月が平成27年４月
以降の車両　　　　　

3,900円三　輪

（総排気量が660cc以下）

6,900円営業用

四輪以上
10,800円自家用
3,800円営業用
5,000円

3,100円
5,500円
7,200円
3,000円
4,000円自家用

●三輪・四輪の軽自動車

乗 

用

用
物
貨

（※）初度検査年月とは？

　今までに車両番号の指定を
受けたことのない軽自動車を
使用するときに受ける最初の
新規検査年月のことです。
　自動車検査証の「初度検査
年月」の欄で確認できます。

初度検査年月が平成27年３月
以前の車両　　　　　

　自動車検査証の初度検査年月（※）に応じて、下表の税率、又はグリーン税制による、
重課税率、軽課税率のいずれかの税率が適用されます。

税金です。

グリーン税制
　平成28年度から軽自動車においてもグリーン税制が導入されました。
　軽自動車税のグリーン税制は、排ガス性能や燃費性能の優れた環境負荷の小さい車両
について、その性能に応じて税額を軽減（軽課）し、初度検査年月から13年経過した環
境負荷の大きい車両について税額を増額（重課）する制度です。
●重課税率

●軽課税率

車種区分
税率（額）

三　輪

（総排気量が660cc以下）

営業用

自家用

営業用

4,600円

8,200円

12,900円

4,500円

6,000円自家用

乗

　用
四 

輪 
以 
上

貨

　物

　

　重課税率は、初度検査年月から13年経過した車
両に適用される税率です。　
　令和５年度に重課税率が適用される車両は、初
度検査年月が平成22年３月以前の車両です。　
　なお、電気・天然ガス・メタノール・混合メタ
ノール・ハイブリッドの軽自動車、被けん引自動
車は重課税率の対象外となります。

　初度検査年月が令和４年４月から令和５年３月の車両で、排出ガス性能や燃費性能の
優れた環境負荷の小さな車両は、令和５年度に限り以下の軽課税率が適用されます。

税　率 （額）

基準１（※２） 基準２（※３）

四輪以上
営業用

1,000円

1,800円

2,700円

1,000円

1,300円

2,000円（乗用営業用のみ） 3,000円（乗用営業用のみ）

3,500円

適用なし

適用なし

適用なし

適用なし

適用なし

適用なし

5,200円

自家用

営業用

自家用

乗

　用

貨

　物

※１　天然ガス軽自動車は、平成30年排出ガス規制に適合するもの又は平成21年排出ガス
規制に適合し、平成21年排出ガス基準値より10％以上窒素酸化物を低減する車両

※２
・平成30年排出ガス基準50％低減達成車又は
　平成17年排出ガス基準75％低減達成車

・平成30年排出ガス基準50％低減達成車又は
　平成17年排出ガス基準75％低減達成車

　（★★★★低排出ガス車）
・2030年度燃費基準90％達成かつ2020年度燃
　費基準達成車

電気軽自動車・
天然ガス軽自動車

（※１）　

三　輪

ガソリン車・ハイブリッド車車種区分
（総排気量が660cc以下）

　
　
　乗

用

　（★★★★低排出ガス車）
・2030年度燃費基準70％達成かつ2020年度燃
　費基準達成車

　
　
　乗

用

※３

燃費基準の達成状況等は自動車検査証で確認することができます。
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　軽自動車、バイク等を取得したとき、住所を変更したときや、廃棄・譲渡したときは
速やかに申告をしてください。

車　　種 事　　由 必　要　な　も　の 提出書類 申   告   場   所

市 民 税 課

区 役 所
区 民 生 活 課

（中央区除く）

出　張　所
申 告 書 兼
標 識 交 付
申 請 書

 
・販売証明書
・届出者の本人確認書類
（運転免許証など）

 

 
・廃車申告受付書
・届出者の本人確認書類
（運転免許証など）  

 

  

・廃車申告受付書（未廃車
の場合はナンバープレー
トと標識交付証明書）

・譲渡証明書
・標識交付証明書
・届出者の本人確認書類
　（運転免許証など）

・ナンバープレート
・標識交付証明書

廃車申告書

 
 　　　

 

販売店から購入
したとき

廃車済のものを
譲渡されたとき

他市町村から
転入したとき

市内の人に譲渡
し た（ さ れ た）
とき

廃棄するとき
市外の人に譲渡
するとき
他市町村へ転出
するとき

原動機付自転車
（125㏄以下）

小型特殊自動車

連　絡　所
連絡所ではナ
ンバープレー
ト、標識交付
証明書等の交
付は後日にな
ります。

申　告

北陸信越運輸局 新潟運輸支局 ☎050-5540-2040（新潟市中央区東出来島14-26）右記にお問い合

わせください。

二輪の軽自動車
（125㏄を超え
250㏄以下）

二輪の小型自動車
（250㏄を超える）

四輪・三輪の
軽自動車

軽自動車検査協会 新潟主管事務所 ☎050-3816-1850（新潟市東区紫竹卸新町1927-12）

・標識交付証明書
変更申告書その他変更が

あったとき

※ お持ちの車両を
　 一時的に使用し
　 ないという理由
　 での廃車はでき
　 ません。

※　上記の申告をしないと、廃車や譲渡した軽自動車等に翌年度以降も税金がかかります。申告を代行者等に依
　頼したときは、手続きが完了したかどうかを代行者に確認してください。

納　税
　市役所から送付される納税通知書により、５月末日までに納めてください。
　ただし５月末日が土・日曜日等にあたる場合は、翌開庁日までに納めてください。　

＜原付バイク・小型特殊自動車の登録について＞
・市内の他の区に引越しても、ナンバー変更及び住所の変更手続きは不要です。

　万一の交通事故の際の基本的な対人賠償を目的として、原付バイク等を含む自動車は、法律で自賠責保険への加入が
義務づけられています。（農耕作業用の小型特殊自動車や公道を走らない構内乗用車を除く）
　加入については、損害保険会社、代理店等へお問い合わせください。

自賠責入っていますか？

・農耕作業用自動車（農耕トラクタ、農業用薬剤散布車、刈取脱穀作業車、田植機等）で乗用装置が
あり最高時速が時速35km未満のものは、小型特殊自動車です。軽自動車税の申告をして、ナンバープ
レートの交付を受けてください。

　

市外の人から
譲渡されたとき

・届出者の本人確認書類
　（運転免許証など）

・届出者の本人確認書類
　（運転免許証など）

・届出者の本人確認書類
　（運転免許証など）

Q＆A
バイクを譲渡した場合の軽自動車税は？

　４月中旬に原付バイクを友人に譲りましたが、私のところに軽自動車税の
納税通知書が送られてきました。私のところにはもうバイクがないのに税金
を納めなければならないのでしょうか。　

Ｑ

　軽自動車税は４月１日現在軽自動車等を所有又は使用している人に課税さ
れますので、今年度はあなたに課税され、来年度からは、あなたの友人に課税
されることになります。ただし、譲渡した旨の申告をしていないと来年度以
降もあなたに課税されることになりますので必ず申告をしてください。

Ａ

年度の途中で廃車した場合の軽自動車税は？

　私は８月に軽自動車を廃車しました。軽自動車税は５月末に納めてありま
すが、月割で戻ってこないのですか。　
Ｑ

　軽自動車税は４月１日現在の所有者又は使用者に年税額で課税されますの
で、４月２日以降に廃車をしても全額納めなくてはなりません。又、すでに
納められた税金を月割で還付することもありません。逆に、４月２日以降に
取得した場合はその年度の軽自動車税は課税されません。

Ａ

当分使用しない原付バイクの手続きは？

　軽自動車税は４月１日現在に車両を所有している人に対して課税される税
金です。一時的に使用しないという理由での廃車手続きはお受けできません。
Ａ

　新車を購入したため、当分使用しない原付バイクがありますが、廃車の手
続きは可能でしょうか。
Ｑ

転出する場合の原付バイクの手続きは？

　私は原付バイクで通勤しています。今度転勤で長岡市に引越すことになり
ましたが、何か手続きが必要でしょうか。　
　軽自動車税は、本人の申告をもとに軽自動車等の定置場のある市町村で課
税されます。したがって、転出する際に、今付いている新潟市のナンバープレー
トをはずして廃車の申告をしなければなりません。又、引き続き長岡市で使
用する場合は、長岡市で申告をし、新しいナンバープレートの交付を受ける
ことになります。

Ｑ

Ａ
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　軽自動車、バイク等を取得したとき、住所を変更したときや、廃棄・譲渡したときは
速やかに申告をしてください。

車　　種 事　　由 必　要　な　も　の 提出書類 申   告   場   所

市 民 税 課

区 役 所
区 民 生 活 課

（中央区除く）

出　張　所
申 告 書 兼
標 識 交 付
申 請 書

 
・販売証明書
・届出者の本人確認書類
（運転免許証など）

 

 
・廃車申告受付書
・届出者の本人確認書類
（運転免許証など）  

 

  

・廃車申告受付書（未廃車
の場合はナンバープレー
トと標識交付証明書）

・譲渡証明書
・標識交付証明書
・届出者の本人確認書類
　（運転免許証など）

・ナンバープレート
・標識交付証明書

廃車申告書

 
 　　　

 

販売店から購入
したとき

廃車済のものを
譲渡されたとき

他市町村から
転入したとき

市内の人に譲渡
し た（ さ れ た）
とき

廃棄するとき
市外の人に譲渡
するとき
他市町村へ転出
するとき

原動機付自転車
（125㏄以下）

小型特殊自動車

連　絡　所
連絡所ではナ
ンバープレー
ト、標識交付
証明書等の交
付は後日にな
ります。

申　告

北陸信越運輸局 新潟運輸支局 ☎050-5540-2040（新潟市中央区東出来島14-26）右記にお問い合

わせください。

二輪の軽自動車
（125㏄を超え
250㏄以下）

二輪の小型自動車
（250㏄を超える）

四輪・三輪の
軽自動車

軽自動車検査協会 新潟主管事務所 ☎050-3816-1850（新潟市東区紫竹卸新町1927-12）

・標識交付証明書
変更申告書その他変更が

あったとき

※ お持ちの車両を
　 一時的に使用し
　 ないという理由
　 での廃車はでき
　 ません。

※　上記の申告をしないと、廃車や譲渡した軽自動車等に翌年度以降も税金がかかります。申告を代行者等に依
　頼したときは、手続きが完了したかどうかを代行者に確認してください。

納　税
　市役所から送付される納税通知書により、５月末日までに納めてください。
　ただし５月末日が土・日曜日等にあたる場合は、翌開庁日までに納めてください。　

＜原付バイク・小型特殊自動車の登録について＞
・市内の他の区に引越しても、ナンバー変更及び住所の変更手続きは不要です。

　万一の交通事故の際の基本的な対人賠償を目的として、原付バイク等を含む自動車は、法律で自賠責保険への加入が
義務づけられています。（農耕作業用の小型特殊自動車や公道を走らない構内乗用車を除く）
　加入については、損害保険会社、代理店等へお問い合わせください。

自賠責入っていますか？

・農耕作業用自動車（農耕トラクタ、農業用薬剤散布車、刈取脱穀作業車、田植機等）で乗用装置が
あり最高時速が時速35km未満のものは、小型特殊自動車です。軽自動車税の申告をして、ナンバープ
レートの交付を受けてください。

　

市外の人から
譲渡されたとき

・届出者の本人確認書類
　（運転免許証など）

・届出者の本人確認書類
　（運転免許証など）

・届出者の本人確認書類
　（運転免許証など）

Q＆A
バイクを譲渡した場合の軽自動車税は？

　４月中旬に原付バイクを友人に譲りましたが、私のところに軽自動車税の
納税通知書が送られてきました。私のところにはもうバイクがないのに税金
を納めなければならないのでしょうか。　

Ｑ

　軽自動車税は４月１日現在軽自動車等を所有又は使用している人に課税さ
れますので、今年度はあなたに課税され、来年度からは、あなたの友人に課税
されることになります。ただし、譲渡した旨の申告をしていないと来年度以
降もあなたに課税されることになりますので必ず申告をしてください。

Ａ

年度の途中で廃車した場合の軽自動車税は？

　私は８月に軽自動車を廃車しました。軽自動車税は５月末に納めてありま
すが、月割で戻ってこないのですか。　
Ｑ

　軽自動車税は４月１日現在の所有者又は使用者に年税額で課税されますの
で、４月２日以降に廃車をしても全額納めなくてはなりません。又、すでに
納められた税金を月割で還付することもありません。逆に、４月２日以降に
取得した場合はその年度の軽自動車税は課税されません。

Ａ

当分使用しない原付バイクの手続きは？

　軽自動車税は４月１日現在に車両を所有している人に対して課税される税
金です。一時的に使用しないという理由での廃車手続きはお受けできません。
Ａ

　新車を購入したため、当分使用しない原付バイクがありますが、廃車の手
続きは可能でしょうか。
Ｑ

転出する場合の原付バイクの手続きは？

　私は原付バイクで通勤しています。今度転勤で長岡市に引越すことになり
ましたが、何か手続きが必要でしょうか。　
　軽自動車税は、本人の申告をもとに軽自動車等の定置場のある市町村で課
税されます。したがって、転出する際に、今付いている新潟市のナンバープレー
トをはずして廃車の申告をしなければなりません。又、引き続き長岡市で使
用する場合は、長岡市で申告をし、新しいナンバープレートの交付を受ける
ことになります。

Ｑ

Ａ
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環境性能割
　令和元年10月１日から自動車取得税に代わり、新たに軽自動車税環境性能割が創設さ
れました。これは、軽自動車を取得の際に、燃費性能に応じて納めていただくもので、
環境負荷の小さい軽自動車の普及を目的としています。

納める人
　新車・中古車を問わず取得価額50万円を超える軽自動車（３輪以上の軽自動車）を取
得した場合に、その車両を取得した人に課税されます。

税　率
　軽自動車の取得価額に、次の表に示す税率を乗じた額が課税されます。税率は、環境
性能に応じて区分されます。

令和５年12月31日まで

区　　分
税　　率

自家用 営業用
電気自動車
天然ガス軽自動車（平成30年排出ガス規制に適合又は平成21年排出ガス規準値より
+10％窒素酸化物を低減） 非課税 非課税

ガソリン乗用車
（ハイブリッド車
含む）

平成17年排出ガス基準
75％低減達成車（★★
★★）又は、平成30年
排出ガス基準50％低減
達成車（★★★★）

令和２
年度燃
費基準
達成車

令和12年度燃費基準75％達成

令和12年度燃費基準60％達成 １％ 0.5％

令和12年度燃費基準55％達成
２％

１％

上記以外 ２％

ガソリントラック
（ハイブリッド車
含む）
（2.5t以下）

平成17年排出ガス基準75％低減達
成車（★★★★）又は、平成30年
排出ガス基準50％低減達成車（★
★★★）

令和27年度燃費基準125％達成 非課税 非課税

令和27年度燃費基準120％達成 １％ 0.5％

令和27年度燃費基準115％達成
２％

１％

上記以外 ２％

令和６年１月１日から

区　　分
税　　率

自家用 営業用
電気自動車
天然ガス軽自動車（平成30年排出ガス規制に適合又は平成21年排出ガス規準値より
+10％窒素酸化物を低減） 非課税 非課税

ガソリン乗用車
（ハイブリッド車
含む）

平成17年排出ガス基準
75％低減達成車（★★
★★）又は、平成30年
排出ガス基準50％低減
達成車（★★★★）

令和２
年度燃
費基準
達成車

令和12年度燃費基準80％達成

令和12年度燃費基準70％達成 １％ 0.5％

令和12年度燃費基準60％達成
２％

１％

上記以外 ２％

ガソリントラック
（ハイブリッド車
含む）
（2.5t以下）

平成17年排出ガス基準75％低減達
成車（★★★★）又は、平成30年
排出ガス基準50％低減達成車（★
★★★）

令和４年度燃費基準105％達成 非課税 非課税

令和４年度燃費基準達成 １％ 0.5％

令和４年度燃費基準95％達成
２％

１％

上記以外 ２％
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納　税
　これまでの自動車取得税と同様、軽自動車を取得の際、申告書を提出し、納めていた
だくことになります。なお、環境性能割の賦課徴収は、当分の間、新潟県が行います。

　※　新潟県は、申告書等の受付業務を以下の団体に委託しています

お問い合わせ先 電話番号 所在地

（一社）全国軽自動車協会連合会新潟事務所 025-275-5704 新潟市東区紫竹卸新町1927-16

自動車を所有すると、こんな税金がかかります�

自 動 車 重 量 税�（国税） 新車を買ったり、車検を受けたりしたときにかかります。�

軽 油 引 取 税�（県税）
ディーゼルエンジンの燃料である軽油の価格の中に含
まれています。�

毎年４月１日現在の所有者又は使用者にかかります。
ただし、自動車税は月割で課税される場合があります。

自 動 車 税 種 別 割�（県税）

軽自動車税種別割�（市税）

自動車を買ったり、もらったりしたときにかかります。�

自動車税環境性能割�（県税）

軽自動車税環境性能割�（市税）

揮 発 油 税�（国税）

地 方 揮 発 油 税�（国税）

ガソリンの価格の中に含まれています。�

消 　 費 　 税�（国税）

地 方 消 費 税�（県税）

自動車の購入や点検整備又は燃料を購入したときにか
かります。�
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６ 市たばこ税

　市内のたばこ小売店にたばこを売り渡す、製造たばこの製造者、特定販売業者（輸入
業者）、卸売販売業者です。

市たばこ税を納める人

税　率
　税率は1,000本につき6,552円です。

入湯税を納める人
　鉱泉浴場（温泉等）を利用する入湯客です。

税　率
　税率は、入湯客１人１日について、150円です。（宿泊を伴う場合は、１泊をもって１日
とします。）
　ただし、満12歳未満の人、一般公衆浴場、日帰り温泉施設（利用料金が1,000円以下
のものに限る）などの入湯客は課税が免除されます。

申告と納税
　鉱泉浴場（温泉等）の経営者が、前月中に入湯客から受け取った税額などを翌月15日
までに申告し、納めることになっています。
　また、令和５年10月からはeLTAXによる電子申告が可能となります。

　入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消防活動に必要
な施設の整備並びに観光の振興（観光施設の整備を含む）に要する費用にあてるため
の目的税です。

８ 入湯税

７ 鉱産税
　鉱産税は、鉱物の掘採事業に対して課税される税金です。

鉱産税を納める人
　鉱物の掘採事業を行う鉱業者です。

税　率
　税率は鉱物の価格の１％です。

申告と納税
　鉱業者が、前月中に掘採した鉱物の数量、価格、税額などを翌月15日から末日までに
申告し、納めることになっています。

申告と納税
　市たばこ税を納める人が、前月中の売渡し本数、税額などを翌月末日までに申告し、
納めることになっています。
　また、令和５年10月からはeLTAXによる電子申告が可能となります。

　　　　　　　　（令和５年度）市税の納期限

①口座振替ができる税目

納期限
（＝振替日）

令和５年５月１日

令和５年５月31日

令和５年６月30日

令和５年７月31日

令和５年８月31日

令和５年10月２日

令和５年10月31日

令和５年11月30日

令和５年12月28日

令和６年１月31日

令和６年２月29日

令和６年４月１日

税目・期別
個人市・県民税
（普通徴収）

固定資産税・都市計画税

（全納／４期）

全納／第１期

全納／第１期

第２期

４月期

５月期 全期

６月期

７月期

８月期

９月期

10月期

11月期

12月期

１月期

２月期

３月期

第３期

第４期

第２期

第３期

第４期

（毎月納付）

軽自動車税
（種別割）

・各期別の納期限の日が振替日となります。
・全納の振替日は第１期の納期限の日となります。
・随時課税、納期変更、税額の分割及び納期限を経過した場合の口座振替はできません。

②口座振替ができない税目
税　　　目 納　　期　　限

個 人 市・ 県 民 税
（特　別　徴　収） 徴収した月（令和５年６月から令和６年５月）の翌月10日※

法 人 市 民 税
中間（予定）申告：事業年度開始の日から６か月を経過した日か

ら２か月以内※
確定申告：原則として事業年度終了の日の翌日から２か月以内※

市 た ば こ 税 売り渡した月の翌月末日※

入 湯 税 徴収した月の翌月15日※

鉱 産 税 掘採した月の翌月末日※

事 業 所 税 法人：事業年度終了の日から２か月以内※
個人：算定期間（１月～12月）の翌年の３月15日※

※ その日が土日祝日等にあたる場合は、翌営業日が納期限となります。

第３章　市税を納めるには
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６ 市たばこ税

　市内のたばこ小売店にたばこを売り渡す、製造たばこの製造者、特定販売業者（輸入
業者）、卸売販売業者です。

市たばこ税を納める人

税　率
　税率は1,000本につき6,552円です。

入湯税を納める人
　鉱泉浴場（温泉等）を利用する入湯客です。

税　率
　税率は、入湯客１人１日について、150円です。（宿泊を伴う場合は、１泊をもって１日
とします。）
　ただし、満12歳未満の人、一般公衆浴場、日帰り温泉施設（利用料金が1,000円以下
のものに限る）などの入湯客は課税が免除されます。

申告と納税
　鉱泉浴場（温泉等）の経営者が、前月中に入湯客から受け取った税額などを翌月15日
までに申告し、納めることになっています。
　また、令和５年10月からはeLTAXによる電子申告が可能となります。

　入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消防活動に必要
な施設の整備並びに観光の振興（観光施設の整備を含む）に要する費用にあてるため
の目的税です。

８ 入湯税

７ 鉱産税
　鉱産税は、鉱物の掘採事業に対して課税される税金です。

鉱産税を納める人
　鉱物の掘採事業を行う鉱業者です。

税　率
　税率は鉱物の価格の１％です。

申告と納税
　鉱業者が、前月中に掘採した鉱物の数量、価格、税額などを翌月15日から末日までに
申告し、納めることになっています。

申告と納税
　市たばこ税を納める人が、前月中の売渡し本数、税額などを翌月末日までに申告し、
納めることになっています。
　また、令和５年10月からはeLTAXによる電子申告が可能となります。

　　　　　　　　（令和５年度）市税の納期限

①口座振替ができる税目

納期限
（＝振替日）

令和５年５月１日

令和５年５月31日

令和５年６月30日

令和５年７月31日

令和５年８月31日

令和５年10月２日

令和５年10月31日

令和５年11月30日

令和５年12月28日

令和６年１月31日

令和６年２月29日

令和６年４月１日

税目・期別
個人市・県民税
（普通徴収）

固定資産税・都市計画税

（全納／４期）

全納／第１期

全納／第１期

第２期

４月期

５月期 全期

６月期

７月期

８月期

９月期

10月期

11月期

12月期

１月期

２月期

３月期

第３期

第４期

第２期

第３期

第４期

（毎月納付）

軽自動車税
（種別割）

・各期別の納期限の日が振替日となります。
・全納の振替日は第１期の納期限の日となります。
・随時課税、納期変更、税額の分割及び納期限を経過した場合の口座振替はできません。

②口座振替ができない税目
税　　　目 納　　期　　限

個 人 市・ 県 民 税
（特　別　徴　収） 徴収した月（令和５年６月から令和６年５月）の翌月10日※

法 人 市 民 税
中間（予定）申告：事業年度開始の日から６か月を経過した日か

ら２か月以内※
確定申告：原則として事業年度終了の日の翌日から２か月以内※

市 た ば こ 税 売り渡した月の翌月末日※

入 湯 税 徴収した月の翌月15日※

鉱 産 税 掘採した月の翌月末日※

事 業 所 税 法人：事業年度終了の日から２か月以内※
個人：算定期間（１月～12月）の翌年の３月15日※

※ その日が土日祝日等にあたる場合は、翌営業日が納期限となります。

第３章　市税を納めるには
　



市
税
を
納
め
る
に
は

57

市税を納める方法
⑴納付書で納める場合
　　①市役所収納窓口、②新潟市公金収納取扱金融機関窓口、
　　③コンビニエンスストア（注 1）、④ペイジー（注 2）、⑤スマートフォン決済（注 1）、⑥地方税

　

　　納付できる場所については61ページの市税を納める場所をご確認ください☞

●金融機関の窓口で市税を納付する際の受付票等の記入について
　マネー・ロンダリング（資金洗浄）やテロ資金供用の防止を目的とした「犯罪によ
る収益の移転防止に関する法律」の施行に伴い、金融機関は金融業務の取引記録を作
成・保管しなければなりません。そのため、金融機関の窓口で市税を納付する際に
は、受付票等を記入する必要があります。皆様のご理解とご協力をお願いします。

⑵口座振替で納める場合
　口座振替とは、お申込みいただいた金融機関口座から自動的に市税を振り替えて納め
る方法です。

　 　

　　一度手続きをすれば原則として翌年度以降も継続されます。
口座振替ができる市税

利 用 で き る 人 新潟市公金収納取扱金融機関に預金口座がある人
（口座名義は納税義務者と同一でなければ受け付けできません。）

預 金 の 種 類 普通預金、当座預金、納税準備預金、通常郵便貯金

振 替 方 法 と 振 替 日

・期別振替…各納期限の日に納期ごとの市税を引き落とします。
・全納振替…第１期の納期限の日に年税額を一括して引き落とします。
※ 申込時にどちらか選択できます。
　 振替方法を変更するにはあらためて申込みが必要です。

振 替 結 果 の 確 認

預貯金通帳を記帳してご確認ください。
通帳表記例は下記のとおりです。

税　目　名 漢字の場合 カタカナの場合

新 潟 市 市 民 税 ニイガタシシミンゼイ

固定資産税・都市計画税 新 潟 市 固 都 税 ニイガタシコトゼイ

軽 自 動 車 税（種別割） 新 潟 市 軽 自 税 ニイガタシケイジゼイ

振替できなかった場合
（期別）

振替日の約10日後に納付書（督促状）を送付しますので、金融機関等
の窓口で納付してください。

振替できなかった場合
（全納）

振替日の約10日後に第１期の納付書（督促状）を送付しますので、金
融機関等の窓口で納付してください。第２期以降については、当該年
度に限り期別毎に振替します。

◇第２期以降から課税される場合は、期別振替となります。
◇いずれの税目も随時課税、納期変更、税額の分割及び納期を経過した場合の口座

振替はできません。
◇新規に課税される場合は、納税通知書がお手元に届いてからのお申込みとなりま

す。

　

注 １　バーコードが印刷されている納付書に限ります。
注 ２　ペイジーとは、ATM、インターネットバンキング及びモバイルバンキングを利用して納付する方

法です。ペイジーマーク　 がある納付書に限ります。
注 ３　 eL マーク　　及び二次元バーコードが印字されている納付書に限ります。詳しくは 59 ページの地方税共通

納税システムで納める場合をご確認ください。

個人市・県民税（普通徴収）、固定資産税・都市計画税、軽自動車税（種別割）

個人市・県民税（普通徴収）

お支払サイト（注 ３）で納付いただけます。

　②口座振替申込スケジュール
　　　申込みされた時期によって、口座振替の開始時期が異なります。

個人市・県民税（普通徴収）【６月中旬、納税通知書発送予定】

固定資産税・都市計画税【４月中旬、納税通知書発送予定】
年度 期別 金融機関窓口／インターネット申込 郵送（消印有効）

令和５年度

全納／第１期／４月期（毎月納付）

全納／第１期／４月期（毎月納付）

第２期／７月期（毎月納付）
令和５年１月末日まで 令和５年１月10日まで
令和５年５月末日まで 令和５年５月10日まで

第３期 令和５年11月末日まで 令和５年11月10日まで
第４期 令和６年１月末日まで 令和６年１月10日まで

令和６年度 令和６年１月末日まで 令和６年１月10日まで

軽自動車税（種別割）【５月中旬、納税通知書発送予定】
年度 期別 金融機関窓口／インターネット申込 郵送（消印有効）

令和５年度 全期 令和５年３月末日まで 令和５年３月10日まで
令和６年度 全期 令和６年３月末日まで 令和６年３月10日まで

振替日は各納期限の日となります。振替日当日に入金しても振り替えされない場合がありますの
で、振替日の２～３日前には残高確認をしてください。

年度 期別 金融機関窓口／インターネット申込 郵送（消印有効）

令和５年度

全納／第１期 令和５年４月末日まで 令和５年４月10日まで
第２期 令和５年７月末日まで 令和５年７月10日まで
第３期 令和５年９月末日まで 令和５年９月10日まで
第４期 令和５年12月末日まで 令和５年12月10日まで

令和６年度 全納／第１期 令和６年４月末日まで 令和６年４月10日まで

　③申込内容の確認について
　新潟市と金融機関とで申込内容を承認後、初回振替日の約２週間前に「市税口座
振替開始のお知らせ」を発送します。申込内容を確認してください。
　（全納や翌年度分からの口座振替を申込まれた場合は、翌年度の納税通知書で確
認してください。）



市
税
を
納
め
る
に
は

58

市税を納める方法
⑴納付書で納める場合
　　①市役所収納窓口、②新潟市公金収納取扱金融機関窓口、
　　③コンビニエンスストア（注 1）、④ペイジー（注 2）、⑤スマートフォン決済（注 1）、⑥地方税

　

　　納付できる場所については61ページの市税を納める場所をご確認ください☞

●金融機関の窓口で市税を納付する際の受付票等の記入について
　マネー・ロンダリング（資金洗浄）やテロ資金供用の防止を目的とした「犯罪によ
る収益の移転防止に関する法律」の施行に伴い、金融機関は金融業務の取引記録を作
成・保管しなければなりません。そのため、金融機関の窓口で市税を納付する際に
は、受付票等を記入する必要があります。皆様のご理解とご協力をお願いします。

⑵口座振替で納める場合
　口座振替とは、お申込みいただいた金融機関口座から自動的に市税を振り替えて納め
る方法です。

　 　

　　一度手続きをすれば原則として翌年度以降も継続されます。
口座振替ができる市税

利 用 で き る 人 新潟市公金収納取扱金融機関に預金口座がある人
（口座名義は納税義務者と同一でなければ受け付けできません。）

預 金 の 種 類 普通預金、当座預金、納税準備預金、通常郵便貯金

振 替 方 法 と 振 替 日

・期別振替…各納期限の日に納期ごとの市税を引き落とします。
・全納振替…第１期の納期限の日に年税額を一括して引き落とします。
※ 申込時にどちらか選択できます。
　 振替方法を変更するにはあらためて申込みが必要です。

振 替 結 果 の 確 認

預貯金通帳を記帳してご確認ください。
通帳表記例は下記のとおりです。

税　目　名 漢字の場合 カタカナの場合

新 潟 市 市 民 税 ニイガタシシミンゼイ

固定資産税・都市計画税 新 潟 市 固 都 税 ニイガタシコトゼイ

軽 自 動 車 税（種別割） 新 潟 市 軽 自 税 ニイガタシケイジゼイ

振替できなかった場合
（期別）

振替日の約10日後に納付書（督促状）を送付しますので、金融機関等
の窓口で納付してください。

振替できなかった場合
（全納）

振替日の約10日後に第１期の納付書（督促状）を送付しますので、金
融機関等の窓口で納付してください。第２期以降については、当該年
度に限り期別毎に振替します。

◇第２期以降から課税される場合は、期別振替となります。
◇いずれの税目も随時課税、納期変更、税額の分割及び納期を経過した場合の口座

振替はできません。
◇新規に課税される場合は、納税通知書がお手元に届いてからのお申込みとなりま

す。

　

注 １　バーコードが印刷されている納付書に限ります。
注 ２　ペイジーとは、ATM、インターネットバンキング及びモバイルバンキングを利用して納付する方

法です。ペイジーマーク　 がある納付書に限ります。
注 ３　 eL マーク　　及び二次元バーコードが印字されている納付書に限ります。詳しくは 59 ページの地方税共通

納税システムで納める場合をご確認ください。

個人市・県民税（普通徴収）、固定資産税・都市計画税、軽自動車税（種別割）

個人市・県民税（普通徴収）

お支払サイト（注 ３）で納付いただけます。

　②口座振替申込スケジュール
　　　申込みされた時期によって、口座振替の開始時期が異なります。

個人市・県民税（普通徴収）【６月中旬、納税通知書発送予定】

固定資産税・都市計画税【４月中旬、納税通知書発送予定】
年度 期別 金融機関窓口／インターネット申込 郵送（消印有効）

令和５年度

全納／第１期／４月期（毎月納付）

全納／第１期／４月期（毎月納付）

第２期／７月期（毎月納付）
令和５年１月末日まで 令和５年１月10日まで
令和５年５月末日まで 令和５年５月10日まで

第３期 令和５年11月末日まで 令和５年11月10日まで
第４期 令和６年１月末日まで 令和６年１月10日まで

令和６年度 令和６年１月末日まで 令和６年１月10日まで

軽自動車税（種別割）【５月中旬、納税通知書発送予定】
年度 期別 金融機関窓口／インターネット申込 郵送（消印有効）

令和５年度 全期 令和５年３月末日まで 令和５年３月10日まで
令和６年度 全期 令和６年３月末日まで 令和６年３月10日まで

振替日は各納期限の日となります。振替日当日に入金しても振り替えされない場合がありますの
で、振替日の２～３日前には残高確認をしてください。

年度 期別 金融機関窓口／インターネット申込 郵送（消印有効）

令和５年度

全納／第１期 令和５年４月末日まで 令和５年４月10日まで
第２期 令和５年７月末日まで 令和５年７月10日まで
第３期 令和５年９月末日まで 令和５年９月10日まで
第４期 令和５年12月末日まで 令和５年12月10日まで

令和６年度 全納／第１期 令和６年４月末日まで 令和６年４月10日まで

　③申込内容の確認について
　新潟市と金融機関とで申込内容を承認後、初回振替日の約２週間前に「市税口座
振替開始のお知らせ」を発送します。申込内容を確認してください。
　（全納や翌年度分からの口座振替を申込まれた場合は、翌年度の納税通知書で確
認してください。）

①申込方法
※口座振替が利用できる金融機関については61ページをご覧ください。

方　法 申込書設置窓口 提出先

金融機関で
申込み

新潟市公金収納取扱金融機関の新潟
市内店舗（61ページ参照）

振替を希望する金融機関の新潟市内
窓口（本・支店は問いません）

郵送で申込み 納税課・区役所・出張所・連絡所 郵送又は設置窓口

インターネットで
申込み

新潟市ホームページから外部サイトへリンクし必要事項を入力
※詳しくは、〔新潟市　ウェブ口座振替〕で検索
　又はこちらからご確認ください。

◇お申込みには以下のものが必要です。
　　○納税通知書　○納税義務者の通帳　○通帳の届出印
　　○キャッシュカード（インターネット申込みのみ）
◇�口座振替を行う口座の名義は納税義務者本人（固定資産が共有資産の場合は共有者含む）に限り
ます。
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　④振替口座・振替方法の変更、口座振替の廃止手続きについて
　　◇振替口座・振替方法を変更するとき

だくてし出提を書頼依てめたらあ。んせまきで更変はで頭口や話電は容内込申　 

　

さい。58ページの申込スケジュールの期日に従い、変更後の内容に更新されます。
　　◇口座振替を廃止したいとき
　　　　納税課又は金融機関へ廃止届を提出してください。
　　　　提出期限は次のとおりです。

納税が困難なときは
⑴減免

　次のような特別な事情がある場合には、納める税額を減額する制度があります。
　納期限までに申請が必要です。詳しくはお問い合わせください。

・生活保護を受けている場合
・失業などにより生活が著しく困難になった場合
・災害による被害を受けた場合
・貧困により生活のため公私の扶助を受けている場合
・災害による被害を受けた場合
・公益のために使用する場合

税　　目 主　　　　な　　　　要　　　　件 お問い合わせ

個人市民税 市民税課

固定資産税
都市計画税

資産税課
資産税第１・２分室

・貧困により生活のため公私の扶助を受けている場合
・法人が公益のために使用する場合
・障がい者又はその家族が障がい者のために使用する場合
・身体障がい者のために車両の構造を変更している場合

軽自動車税
（種別割） 市民税課

　

　⑤軽自動車税（種別割）の納税証明書（継続検査用）の発送について
　継続検査対象車両（口座振替分・ペイジー・スマートフォン決済・地方税お支払
サイト納付分）について、納期限後２週間程度でお送りします。ただし、納期限後
に納付された場合や前年度以前に滞納がある場合は発送されません。領収書が必要
な方や納付後すぐに納税証明書が必要な方は、金融機関窓口やコンビニエンススト
アで納付してください。

⑶地方税共通納税システムで納める場合
　地方税共通納税システムとは、地方税共同機構が運営する地方税ポータルサイト
（eLTAX）や、地方税お支払サイトを利用して、自宅や職場のパソコン、スマート
フォンから電子納税（クレジットカード決済、インターネットバンキング等）を行う
ことができる仕組みです。
　詳しくは、eLTAXホームページへ　https://www.eltax.lta.go.jp

○固定資産税・都市計画税（４期）
廃止期 廃止届提出期限
第１期から
（全納含む） １月末日まで

第２期から ５月末日まで

第３期から 11月末日まで

第４期から １月末日まで

○固定資産税・都市計画税（毎月納付）
廃止期 廃止届提出期限

翌年度から １月末日まで

○軽自動車税（種別割）
廃止期 廃止届提出期限

翌年度から ３月末日まで

○個人市・県民税（普通徴収）
廃止期 廃止届提出期限
第１期から
（全納含む） ４月末日まで

第２期から ７月末日まで

第３期から ９月末日まで

第４期から 12月末日まで

　

市税を滞納すると
定められた納期限までに納めないことを滞納といいます。
滞納になると、延滞金の加算や滞納処分を受けることがあります。

⑴延滞金について
　延滞金は、納期限の翌日から納付の日まで加算され、滞納となった税額とあわせ
て納めていただくことになります。ただし、延滞金は、各期別の税額が2,000円未
満の場合は加算されません。（税額は1,000円未満を切り捨てて計算します。）又、
計算した結果、延滞金の額が1,000円未満となった場合も延滞金は加算されません。
（算出した延滞金の額の100円未満は切り捨てます。）

期　間 納期限の翌日から１か月間 納期限１か月経過後
平成11年12月31日まで 年7.3％ 年14.6％
平成12年１月１日から平成13年12月31日まで 年4.5％ 年14.6％
平成14年１月１日から平成18年12月31日まで 年4.1％ 年14.6％
平成19年１月１日から平成19年12月31日まで 年4.4％ 年14.6％
平成20年１月１日から平成20年12月31日まで 年4.7％ 年14.6％
平成21年１月１日から平成21年12月31日まで 年4.5％ 年14.6％
平成22年１月１日から平成25年12月31日まで 年4.3％ 年14.6％

 平成26年１月１日から平成26年12月31日まで 年2.9％ 年9.2％
平成27年１月１日から平成28年12月31日まで 年2.8％ 年9.1％
平成29年１月１日から平成29年12月31日まで 年2.7％ 年9.0％
平成30年１月１日から令和２年12月31日まで 年2.6％ 年8.9％
令和３年１月１日から令和３年12月31日まで 年2.5％ 年8.8％
令和４年１月１日から 年2.4％ 年8.7％

延滞金割合の推移表

　
市税を納め過ぎたとき

⑵滞納処分について

　納め過ぎとなった税金はお返しします。
　お返しするまでには、納付状況や還付口座等の確認のため日数がかかります。

　市税が滞納となった場合、督促状を発送し、文書や電話による催告を行い納税を促します。
　それでもなお納税されないと、税負担の公平・公正を確保するために大切な財産
について調査を行い、差押えなどの処分を行うことになります。

⑵納税の猶予制度について
　次のような特別な事情がある場合には、税額を分割して納められる納税の猶予が申
請により認められる場合があります。詳しくは、納税課までお問い合わせください。

・納税者の財産が災害や、盗難にあったとき
・納税者又はその生計を一にする親族などが病気や負傷したとき
・事業を廃止、休止したときや、著しい損失を受けたとき
・本来の納期限から１年以上経過した後に納付すべき税額が確定したとき

・事業継続や、生活維持を困難にするおそれがあるとき

徴収の猶予

換価の猶予

原則として
１年以内

主　な　要　件 猶予の期間猶予制度
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　④振替口座・振替方法の変更、口座振替の廃止手続きについて
　　◇振替口座・振替方法を変更するとき

だくてし出提を書頼依てめたらあ。んせまきで更変はで頭口や話電は容内込申　 

　

さい。58ページの申込スケジュールの期日に従い、変更後の内容に更新されます。
　　◇口座振替を廃止したいとき
　　　　納税課又は金融機関へ廃止届を提出してください。
　　　　提出期限は次のとおりです。

納税が困難なときは
⑴減免

　次のような特別な事情がある場合には、納める税額を減額する制度があります。
　納期限までに申請が必要です。詳しくはお問い合わせください。

・生活保護を受けている場合
・失業などにより生活が著しく困難になった場合
・災害による被害を受けた場合
・貧困により生活のため公私の扶助を受けている場合
・災害による被害を受けた場合
・公益のために使用する場合

税　　目 主　　　　な　　　　要　　　　件 お問い合わせ

個人市民税 市民税課

固定資産税
都市計画税

資産税課
資産税第１・２分室

・貧困により生活のため公私の扶助を受けている場合
・法人が公益のために使用する場合
・障がい者又はその家族が障がい者のために使用する場合
・身体障がい者のために車両の構造を変更している場合

軽自動車税
（種別割） 市民税課

　

　⑤軽自動車税（種別割）の納税証明書（継続検査用）の発送について
　継続検査対象車両（口座振替分・ペイジー・スマートフォン決済・地方税お支払
サイト納付分）について、納期限後２週間程度でお送りします。ただし、納期限後
に納付された場合や前年度以前に滞納がある場合は発送されません。領収書が必要
な方や納付後すぐに納税証明書が必要な方は、金融機関窓口やコンビニエンススト
アで納付してください。

⑶地方税共通納税システムで納める場合
　地方税共通納税システムとは、地方税共同機構が運営する地方税ポータルサイト
（eLTAX）や、地方税お支払サイトを利用して、自宅や職場のパソコン、スマート
フォンから電子納税（クレジットカード決済、インターネットバンキング等）を行う
ことができる仕組みです。
　詳しくは、eLTAXホームページへ　https://www.eltax.lta.go.jp

　

市税を滞納すると
定められた納期限までに納めないことを滞納といいます。
滞納になると、延滞金の加算や滞納処分を受けることがあります。

⑴延滞金について
　延滞金は、納期限の翌日から納付の日まで加算され、滞納となった税額とあわせ
て納めていただくことになります。ただし、延滞金は、各期別の税額が2,000円未
満の場合は加算されません。（税額は1,000円未満を切り捨てて計算します。）又、
計算した結果、延滞金の額が1,000円未満となった場合も延滞金は加算されません。
（算出した延滞金の額の100円未満は切り捨てます。）

期　間 納期限の翌日から１か月間 納期限１か月経過後
平成11年12月31日まで 年7.3％ 年14.6％
平成12年１月１日から平成13年12月31日まで 年4.5％ 年14.6％
平成14年１月１日から平成18年12月31日まで 年4.1％ 年14.6％
平成19年１月１日から平成19年12月31日まで 年4.4％ 年14.6％
平成20年１月１日から平成20年12月31日まで 年4.7％ 年14.6％
平成21年１月１日から平成21年12月31日まで 年4.5％ 年14.6％
平成22年１月１日から平成25年12月31日まで 年4.3％ 年14.6％

 平成26年１月１日から平成26年12月31日まで 年2.9％ 年9.2％
平成27年１月１日から平成28年12月31日まで 年2.8％ 年9.1％
平成29年１月１日から平成29年12月31日まで 年2.7％ 年9.0％
平成30年１月１日から令和２年12月31日まで 年2.6％ 年8.9％
令和３年１月１日から令和３年12月31日まで 年2.5％ 年8.8％
令和４年１月１日から 年2.4％ 年8.7％

延滞金割合の推移表

　
市税を納め過ぎたとき

⑵滞納処分について

　納め過ぎとなった税金はお返しします。
　お返しするまでには、納付状況や還付口座等の確認のため日数がかかります。

　市税が滞納となった場合、督促状を発送し、文書や電話による催告を行い納税を促します。
　それでもなお納税されないと、税負担の公平・公正を確保するために大切な財産
について調査を行い、差押えなどの処分を行うことになります。

⑵納税の猶予制度について
　次のような特別な事情がある場合には、税額を分割して納められる納税の猶予が申
請により認められる場合があります。詳しくは、納税課までお問い合わせください。

・納税者の財産が災害や、盗難にあったとき
・納税者又はその生計を一にする親族などが病気や負傷したとき
・事業を廃止、休止したときや、著しい損失を受けたとき
・本来の納期限から１年以上経過した後に納付すべき税額が確定したとき

・事業継続や、生活維持を困難にするおそれがあるとき

徴収の猶予

換価の猶予

原則として
１年以内

主　な　要　件 猶予の期間猶予制度
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新 潟 市 各 区 の 市 税 収 納 取 扱 窓 口 　（ 　 ） 内 は 所 在 地

北 区 濁川連絡所（北区新崎）
北区役所（北区東栄町）／北出張所（北区松浜）／早通連絡所（北区早通）／南浜連絡所（北区島見町）／

東 区 東区役所（東区下木戸）／石山出張所（東区石山）／大形連絡所（東区海老ケ瀬）

中 央 区
市役所財務部納税課（中央区古町通）／中央区役所（中央区西堀通）…納付書発行はできません／
東出張所（中央区蒲原町）／南出張所（中央区新和）／入舟連絡所（中央区附船町）

江 南 区 江南区役所（江南区泉町）／横越出張所（江南区横越中央）／大江山連絡所（江南区細山）／
曽野木連絡所（江南区天野）／両川連絡所（江南区酒屋町）

秋 葉 区 秋葉区役所（秋葉区程島）／小須戸出張所（秋葉区小須戸）

南 区 南区役所（南区白根）／味方出張所（南区味方）／月潟出張所（南区月潟）

西 区 西区役所（西区寺尾東）／黒埼出張所（西区大野町）／西出張所（西区内野町）／赤塚連絡所（西区赤塚）／
中野小屋連絡所（西区中野小屋）

西 蒲 区 西蒲区役所（西蒲区巻甲）／岩室出張所（西蒲区西中）／西川出張所（西蒲区旗屋）／潟東出張所（西蒲区三方）／
中之口出張所（西蒲区中之口）

新 潟 市 公 金 収 納 取 扱 金 融 機 関 一 覧

令和５年４月１日現在

金融機関名右にある印（○）は、その方法で納付できることを示しています。
　①窓口：各金融機関窓口で納付可能　　　　　　　　　　　　　　②口座：事前の申し込みにより口座振替で納付可能
　③ＡＴＭ：金融機関に設置してあるＡＴＭで納付可能※　　　　　④ＰＣ：インターネットバンキングで納付可能※
　⑤携帯：モバイルバンキングで納付可能※

※　③～⑤はペイジーマーク　 が印字されている納付書で納付できます。ペイジーは金融機関によって利用方法が異なります。
また、年の途中で仕様変更がある場合があります。

金 融 機 関 名
納付方法

金 融 機 関 名
納付方法

金 融 機 関 名
納付方法

①
窓口

②
口座

③
ＡＴＭ

（注１）

③
ＡＴＭ

（注１）

③
ＡＴＭ

（注１）

④
ＰＣ

⑤
携帯

①
窓口

②
口座

④
ＰＣ

⑤
携帯

①
窓口

②
口座

④
ＰＣ

⑤
携帯

第 四 北 越 銀 行 ○ ○ ○

大 光 銀 行 ○ ○ ○

み ず ほ 銀 行 ○ ○ ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ銀行 ○ ○ ○○

三 井 住 友 銀 行 ○ ○ ○ ○ ○

秋 田 銀 行 ○ ○ ○

東 邦 銀 行 ○ ○ ○

北 陸 銀 行 ○ ○ ○

み ず ほ 信 託 銀 行 ○ ○

巻 信 用 組 合 ○ ○

三井住友信託銀行 ○

市税を納める場所

令和５年４月１日現在（順不同）

○ ○き ら や か 銀 行

新 潟 信 用 金 庫 ○ ○ ○ ○

三 条 信 用 金 庫 ○ ○ ○

新 発 田 信 用 金 庫 ○ ○ ○

新 潟 縣 信 用 組 合 ○ ○ ○

加 茂 信 用 金 庫 ○ ○ ○ ○

興 栄 信 用 組 合 ○ ○

協 栄 信 用 組 合 ○ ○ ○

○ ○はばたき信用組合

○ ○新 潟 か が や き
農 業 協 同 組 合 ○○

○ ○ ○○新 潟 市
農 業 協 同 組 合

○ ○ ○○新 潟 県 信 用
農業協同組合連合会

新 潟 県 労 働 金 庫 ○ ○ ○

○ ○
東日本信用漁業協同
組合連合会新潟支店

） ○ ○ゆ う ち ょ 銀 行
（郵便局を含む ○ ○ ○

（注2）

（注3）

　

【注意】
１金融機関によって ATM の取り扱いが異なります。詳しくは各金融機関にお問い合わせください。
２ゆうちょ銀行（郵便局を含む）窓口は、ペイジーマーク　 又は 　、　 が印字されているものに限ります。
３新規申込は不可
４利用可能なクレジットカードブランドやスマホ決済サービス、金融機関窓口については、eLTAX ホームページ（https://www.eltax.lta.go.jp）をご確認ください。

□公 ◯公

※：バーコードが印刷されている納付書のみ納付できます。
 

令和５年４月１日現在（順不同）

市税納付ができるコンビニエンスストア一覧

セブン－イレブン／ファミリーマート／ローソン／ローソンストア 100 ／デイリーヤマザキ／ヤマザキデイリーストアー／
ヤマザキスペシャルパートナーショップ／ニューヤマザキデイリーストア／ミニストップ／ポプラ／くらしハウス／
スリーエイト／生活彩家／セイコーマート／ハマナスクラブ／タイエー／ハセガワストア／ＭＭＫ設置店

 
スマートフォン決済（注４）

PayPay 請求書払い／ LINE Pay 請求書支払い／
共通納税対応スマホ決済サービス

※：バーコード又は eL マーク　　が印刷されている納付書のみ。  
共通納税対応金融機関窓口（注４）

全国の共通納税対応金融機関（注２）

※：eL マーク　　が印刷されている納付書のみ。 
地方税お支払サイト（注４）

クレジットカード決済、
インターネットバンキング

※：eL マーク　　が印刷されている納付書のみ。

第４章　市税に関して不服のあるときは

固定資産評価審査委員会に対する審査申出

固定資産評価審査委員会とは
　市民、市税の納税義務がある者、学識経験者の中から、市議会の同意を得て市長
が選任した審査委員で構成され、審査申出のあった価格（評価額）について公正に
審査する中立の行政委員会です。

処　分　の　内　容
市税の賦課（課税）の決定
督　　　　　　　　　　促

差　　　　押　　　　え

　申 　 立 　 て 　 の 　 期 限
処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内
督促があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内

審査請求について

　

　市税の課税や、滞納処分の決定に関して不服のある場合は、文書により市長に対し審
査請求をすることができます。
　又、処分の取消しの訴えは、審査請求に係る裁決を経た後に、裁決があったことを
知った日の翌日から起算して６か月以内に市を被告として（訴訟において市を代表す
る者は、市長となります。）提起できます。
　ただし、①審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がない
とき、②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急
の必要があるとき、③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、裁決
を経ないでも処分の取消しの訴えを提起できます。
審査請求の期限は、次のとおりです。

　固定資産課税台帳に登録された価格（評価額）について不服がある場合には、固定資
産課税台帳に価格等を登録した旨の公示の日から、納税通知書の交付を受けた日後３か
月を経過する日までの間に、固定資産評価審査委員会に審査の申出をすることができま
す。
⑴審査申出ができる人
　固定資産税の納税者又はその代理人
⑵審査申出ができる事項
　固定資産課税台帳に登録された価格（評価額）
　※　税額等に関する不服の場合は、上記の審査請求になります。
　※　土地・家屋については、基準年度（３年ごとの評価替えの年度）の価格が原則として３年間据え置かれるため、

基準年度以外の年度で審査申出ができるのは、家屋の新増築や地目の変換があった場合等に限られます。
　　　（令和５年度は基準年度以外の年度です。次の基準年度は令和６年度です。）

差押えがあったことを知った日の翌日から起算して３か月以内、
又はその公売期日等のいずれか早い日

※　処分、督促又は差押えがあったことを知った日とは、納税通知書、督促状又は差押えの通知を受け取った日な
　　どのことです。
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新 潟 市 各 区 の 市 税 収 納 取 扱 窓 口 　（ 　 ） 内 は 所 在 地

北 区 濁川連絡所（北区新崎）
北区役所（北区東栄町）／北出張所（北区松浜）／早通連絡所（北区早通）／南浜連絡所（北区島見町）／

東 区 東区役所（東区下木戸）／石山出張所（東区石山）／大形連絡所（東区海老ケ瀬）

中 央 区
市役所財務部納税課（中央区古町通）／中央区役所（中央区西堀通）…納付書発行はできません／
東出張所（中央区蒲原町）／南出張所（中央区新和）／入舟連絡所（中央区附船町）

江 南 区 江南区役所（江南区泉町）／横越出張所（江南区横越中央）／大江山連絡所（江南区細山）／
曽野木連絡所（江南区天野）／両川連絡所（江南区酒屋町）

秋 葉 区 秋葉区役所（秋葉区程島）／小須戸出張所（秋葉区小須戸）

南 区 南区役所（南区白根）／味方出張所（南区味方）／月潟出張所（南区月潟）

西 区 西区役所（西区寺尾東）／黒埼出張所（西区大野町）／西出張所（西区内野町）／赤塚連絡所（西区赤塚）／
中野小屋連絡所（西区中野小屋）

西 蒲 区 西蒲区役所（西蒲区巻甲）／岩室出張所（西蒲区西中）／西川出張所（西蒲区旗屋）／潟東出張所（西蒲区三方）／
中之口出張所（西蒲区中之口）

新 潟 市 公 金 収 納 取 扱 金 融 機 関 一 覧

令和５年４月１日現在

金融機関名右にある印（○）は、その方法で納付できることを示しています。
　①窓口：各金融機関窓口で納付可能　　　　　　　　　　　　　　②口座：事前の申し込みにより口座振替で納付可能
　③ＡＴＭ：金融機関に設置してあるＡＴＭで納付可能※　　　　　④ＰＣ：インターネットバンキングで納付可能※
　⑤携帯：モバイルバンキングで納付可能※

※　③～⑤はペイジーマーク　 が印字されている納付書で納付できます。ペイジーは金融機関によって利用方法が異なります。
また、年の途中で仕様変更がある場合があります。

金 融 機 関 名
納付方法

金 融 機 関 名
納付方法

金 融 機 関 名
納付方法

①
窓口

②
口座

③
ＡＴＭ

（注１）

③
ＡＴＭ

（注１）

③
ＡＴＭ

（注１）

④
ＰＣ

⑤
携帯

①
窓口

②
口座

④
ＰＣ

⑤
携帯

①
窓口

②
口座

④
ＰＣ

⑤
携帯

第 四 北 越 銀 行 ○ ○ ○

大 光 銀 行 ○ ○ ○

み ず ほ 銀 行 ○ ○ ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ銀行 ○ ○ ○○

三 井 住 友 銀 行 ○ ○ ○ ○ ○

秋 田 銀 行 ○ ○ ○

東 邦 銀 行 ○ ○ ○

北 陸 銀 行 ○ ○ ○

み ず ほ 信 託 銀 行 ○ ○

巻 信 用 組 合 ○ ○

三井住友信託銀行 ○

市税を納める場所

令和５年４月１日現在（順不同）

○ ○き ら や か 銀 行

新 潟 信 用 金 庫 ○ ○ ○ ○

三 条 信 用 金 庫 ○ ○ ○

新 発 田 信 用 金 庫 ○ ○ ○

新 潟 縣 信 用 組 合 ○ ○ ○

加 茂 信 用 金 庫 ○ ○ ○ ○

興 栄 信 用 組 合 ○ ○

協 栄 信 用 組 合 ○ ○ ○

○ ○はばたき信用組合

○ ○新 潟 か が や き
農 業 協 同 組 合 ○○

○ ○ ○○新 潟 市
農 業 協 同 組 合

○ ○ ○○新 潟 県 信 用
農業協同組合連合会

新 潟 県 労 働 金 庫 ○ ○ ○

○ ○
東日本信用漁業協同
組合連合会新潟支店

） ○ ○ゆ う ち ょ 銀 行
（郵便局を含む ○ ○ ○

（注2）

（注3）

　

【注意】
１金融機関によって ATM の取り扱いが異なります。詳しくは各金融機関にお問い合わせください。
２ゆうちょ銀行（郵便局を含む）窓口は、ペイジーマーク　 又は 　、　 が印字されているものに限ります。
３新規申込は不可
４利用可能なクレジットカードブランドやスマホ決済サービス、金融機関窓口については、eLTAX ホームページ（https://www.eltax.lta.go.jp）をご確認ください。

□公 ◯公

※：バーコードが印刷されている納付書のみ納付できます。
 

令和５年４月１日現在（順不同）

市税納付ができるコンビニエンスストア一覧

セブン－イレブン／ファミリーマート／ローソン／ローソンストア 100 ／デイリーヤマザキ／ヤマザキデイリーストアー／
ヤマザキスペシャルパートナーショップ／ニューヤマザキデイリーストア／ミニストップ／ポプラ／くらしハウス／
スリーエイト／生活彩家／セイコーマート／ハマナスクラブ／タイエー／ハセガワストア／ＭＭＫ設置店

 
スマートフォン決済（注４）

PayPay 請求書払い／ LINE Pay 請求書支払い／
共通納税対応スマホ決済サービス

※：バーコード又は eL マーク　　が印刷されている納付書のみ。  
共通納税対応金融機関窓口（注４）

全国の共通納税対応金融機関（注２）

※：eL マーク　　が印刷されている納付書のみ。 
地方税お支払サイト（注４）

クレジットカード決済、
インターネットバンキング

※：eL マーク　　が印刷されている納付書のみ。

第４章　市税に関して不服のあるときは

固定資産評価審査委員会に対する審査申出

固定資産評価審査委員会とは
　市民、市税の納税義務がある者、学識経験者の中から、市議会の同意を得て市長
が選任した審査委員で構成され、審査申出のあった価格（評価額）について公正に
審査する中立の行政委員会です。

処　分　の　内　容
市税の賦課（課税）の決定
督　　　　　　　　　　促

差　　　　押　　　　え

　申 　 立 　 て 　 の 　 期 限
処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内
督促があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内

審査請求について

　

　市税の課税や、滞納処分の決定に関して不服のある場合は、文書により市長に対し審
査請求をすることができます。
　又、処分の取消しの訴えは、審査請求に係る裁決を経た後に、裁決があったことを
知った日の翌日から起算して６か月以内に市を被告として（訴訟において市を代表す
る者は、市長となります。）提起できます。
　ただし、①審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がない
とき、②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急
の必要があるとき、③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、裁決
を経ないでも処分の取消しの訴えを提起できます。
審査請求の期限は、次のとおりです。

　固定資産課税台帳に登録された価格（評価額）について不服がある場合には、固定資
産課税台帳に価格等を登録した旨の公示の日から、納税通知書の交付を受けた日後３か
月を経過する日までの間に、固定資産評価審査委員会に審査の申出をすることができま
す。
⑴審査申出ができる人
　固定資産税の納税者又はその代理人
⑵審査申出ができる事項
　固定資産課税台帳に登録された価格（評価額）
　※　税額等に関する不服の場合は、上記の審査請求になります。
　※　土地・家屋については、基準年度（３年ごとの評価替えの年度）の価格が原則として３年間据え置かれるため、

基準年度以外の年度で審査申出ができるのは、家屋の新増築や地目の変換があった場合等に限られます。
　　　（令和５年度は基準年度以外の年度です。次の基準年度は令和６年度です。）

差押えがあったことを知った日の翌日から起算して３か月以内、
又はその公売期日等のいずれか早い日

※　処分、督促又は差押えがあったことを知った日とは、納税通知書、督促状又は差押えの通知を受け取った日な
　　どのことです。



市
税
に
関
す
る
証
明

63

証明等の種類と取扱窓口

⑵資産税関係

 

※ 資産税関係の証明については、発行に際し資産税部署に証明内容の確認をしてから発行になるため、資産税部
　 署での確認が終わるまで、しばらくお待ちいただくことがあります。

種　　　　　　　　類

土地・家屋　評価証明

手　数　料

土地１筆
家屋１棟 各300円

土地１筆
家屋１棟 各300円

１項目 300円

土地・家屋
償 却 資 産 各300円

１件 300円

１件 1,300円

無　　　　料

 

１件 300円
コピー 1枚　　　10円

備　　　　　　考

評価額の証明

課税標準額の証明

地目（土地）・家屋別に課税
面積・評価額を合算した証明

法務局への価格の通知

同一人が所有する固定資産
（課税物件）一覧表

裁判所提出用

登録免許税の軽減
住宅借入金等 特別税額控除
の申告など

取扱窓口

市民税課
資産税第１分室・第２分室

【地番が明確なもの】（注2）

土地・家屋　公課証明

資産証明

名寄帳

無資産証明

住宅用家屋証明

固定資産価格通知書

土地の公図副本
（更正図）覧

閲 土地所在の確認
（平成31年１月１日以後、
　更新していません。）

市民税課
中央区を除く
各区 区民生活課
出張所　　　　

市民税課
中央区を除く
各区 区民生活課

市民税課
資産税第１分室・第２分室

第５章　市税に関する証明

⑴市民税関係

種　　　　　　　　類

市・県民税課税（所得）証明

手　数　料

１件 300円

１件 300円

備　　　　　　考

個人の市・県民税の税額及び
税額の基となる前年中の所得
等の証明（課税証明・非課税
証明など）

委任状不要

取扱窓口

市民税課
各区 区民生活課
中央区窓口サービス課
出張所、連絡所
行政サービスコーナー

（山の下・亀田・新津）
　市民税課
中央区を除く
各区 区民生活課
出張所　　　　

営業（所在地）証明

　市税に関する証明等は、お住まいの区に関係なく、市民税課、各区区民生活課、出
張所等で発行しています。窓口に来られる方は、運転免許証等の本人確認書類をお持
ちになり、取扱窓口までおこしください。

（注1）

（注）

土地１筆
家屋１棟　各300円 登記用土地・家屋　登載証明

注１ 固定資産価格通知書を交付するためには、管轄の法務局で登記官の確認印を受けた「固定資産価格通知書
交付依頼書」が必要となりますので、詳しくは、管轄区域の法務局にお問い合わせください。

注２ 土地の公図副本（更正図）で地番が不明なものは、物件の所在を管轄する資産税部署が窓口になります。
　　 東区・中央区・西区所在のもの…資産税課
　　 北区・江南区・秋葉区所在のもの…資産税第１分室
　　 南区・西蒲区所在のもの…資産税第２分室

注　市・県民税課税（所得）証明はコンビニでの交付も可能です。
※　令和３年１月より、中央区窓口サービス課では、市・県民税課税（所得）証明のみの発行になりました。

※　令和３年１月より、中央区窓口サービス課では、資産税関係の証明は取扱っていません。

⑶納税関係

１件　　　300円
（１税目１年度ごと）

納付すべき額・納付税額・
未納税額等の証明

　

　

　
納

税

証

明

手　数　料 備　　　　　　考取扱窓口種　　　　　　　　類

市民税課
中央区を除く
各区 区民生活課
出張所

土地１筆
家屋１棟 各300円 登記用登記用固定資産税 市民税課

資産税第１分室・第２分室

注 市税を納めた後、１か月以内に納税証明書を申請されると、納付の確認ができず、証明書を発行
できない場合がありますので、領収証書（口座振替の場合は、引き落としが記帳された通帳）を
お持ちください。

　

無　　　　料
車検用軽自動車税

（種別割）

代理人が申請する場合は、委
任状の代用で車検証（コピー
可）でも可

市民税課
中央区を除く
各区 区民生活課
出張所

申請のときに必要なもの

本人又は同一世帯の親族が
申請する場合

申請する場合
同一世帯の親族以外の代理人が

法人の証明書が必要な場合

・申請人の本人確認書類

・申請人の本人確認書類

相続人が申請する場合
（相続の権利のある方に限ります）

・申請人の本人確認書類
・相続関係が確認できる書類
・委任状（相続人が代理人に委任する場合に必要です。）

・委任状（委任者の記名押印が必要です。）

・申請人の本人確認書類
・法人の代表者印が押印されている委任状又は申請書

※ 申請書、委任状の書式は新潟市のホームページからもダウンロードできます。

※ 同一世帯の親族以外の方が申請される場合は、委任状が必要です。あらかじめ準備してから申請してください。
※ 相続関係が確認できる書類とは、亡くなられた方の死亡年月日の確認と相続人との続柄が確認できる戸籍や遺
　 言公正証書などです。（写しでも可）

※ 本人確認書類とは、マイナンバーカード（個人番号カード）・運転免許証・パスポート・健康保険証・年金
手帳などです。

　 マイナンバーカード（個人番号カード）、運転免許証、パスポートなどの国又は地方公共団体が発行した顔写
真付のものは１点で確認します。健康保険証、年金手帳などの国又は地方公共団体が発行した顔写真なしの
ものは２点で確認します。複数の本人確認書類をご用意ください。

新潟市提出用

１件　　　300円

１件　　　300円

市制度用
市入札用

（市税に未納がない旨の
  証明）

酒税法関係
公益法人関係
NPO 法人関係

（市税に滞納処分がない
旨の証明）

市民税課
中央区を除く各区 区民生活課
※  この証明は出張所では

取り扱っていません。

酒税の販売業・製造業の免
許申請用、公益法人・NPO
法人の公益性認定や更新認
定の申請用

市・県民税
法人市民税
事業所税
固定資産税
軽自動車税（種別割）

（
注
）

※　令和３年１月より、中央区窓口サービス課では、納税関係の証明は取扱っていません。
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証明等の種類と取扱窓口

⑵資産税関係

 

※ 資産税関係の証明については、発行に際し資産税部署に証明内容の確認をしてから発行になるため、資産税部
　 署での確認が終わるまで、しばらくお待ちいただくことがあります。

種　　　　　　　　類

土地・家屋　評価証明

手　数　料

土地１筆
家屋１棟 各300円

土地１筆
家屋１棟 各300円

１項目 300円

土地・家屋
償 却 資 産 各300円

１件 300円

１件 1,300円

無　　　　料

 

１件 300円
コピー 1枚　　　10円

備　　　　　　考

評価額の証明

課税標準額の証明

地目（土地）・家屋別に課税
面積・評価額を合算した証明

法務局への価格の通知

同一人が所有する固定資産
（課税物件）一覧表

裁判所提出用

登録免許税の軽減
住宅借入金等 特別税額控除
の申告など

取扱窓口

市民税課
資産税第１分室・第２分室

【地番が明確なもの】（注2）

土地・家屋　公課証明

資産証明

名寄帳

無資産証明

住宅用家屋証明

固定資産価格通知書

土地の公図副本
（更正図）覧

閲 土地所在の確認
（平成31年１月１日以後、
　更新していません。）

市民税課
中央区を除く
各区 区民生活課
出張所　　　　

市民税課
中央区を除く
各区 区民生活課

市民税課
資産税第１分室・第２分室

第５章　市税に関する証明

⑴市民税関係

種　　　　　　　　類

市・県民税課税（所得）証明

手　数　料

１件 300円

１件 300円

備　　　　　　考

個人の市・県民税の税額及び
税額の基となる前年中の所得
等の証明（課税証明・非課税
証明など）

委任状不要

取扱窓口

市民税課
各区 区民生活課
中央区窓口サービス課
出張所、連絡所
行政サービスコーナー

（山の下・亀田・新津）
　市民税課
中央区を除く
各区 区民生活課
出張所　　　　

営業（所在地）証明

　市税に関する証明等は、お住まいの区に関係なく、市民税課、各区区民生活課、出
張所等で発行しています。窓口に来られる方は、運転免許証等の本人確認書類をお持
ちになり、取扱窓口までおこしください。

（注1）

（注）

土地１筆
家屋１棟　各300円 登記用土地・家屋　登載証明

注１ 固定資産価格通知書を交付するためには、管轄の法務局で登記官の確認印を受けた「固定資産価格通知書
交付依頼書」が必要となりますので、詳しくは、管轄区域の法務局にお問い合わせください。

注２ 土地の公図副本（更正図）で地番が不明なものは、物件の所在を管轄する資産税部署が窓口になります。
　　 東区・中央区・西区所在のもの…資産税課
　　 北区・江南区・秋葉区所在のもの…資産税第１分室
　　 南区・西蒲区所在のもの…資産税第２分室

注　市・県民税課税（所得）証明はコンビニでの交付も可能です。
※　令和３年１月より、中央区窓口サービス課では、市・県民税課税（所得）証明のみの発行になりました。

※　令和３年１月より、中央区窓口サービス課では、資産税関係の証明は取扱っていません。

⑶納税関係

１件　　　300円
（１税目１年度ごと）

納付すべき額・納付税額・
未納税額等の証明

　

　

　
納

税

証

明

手　数　料 備　　　　　　考取扱窓口種　　　　　　　　類

市民税課
中央区を除く
各区 区民生活課
出張所

土地１筆
家屋１棟 各300円 登記用登記用固定資産税 市民税課

資産税第１分室・第２分室

注 市税を納めた後、１か月以内に納税証明書を申請されると、納付の確認ができず、証明書を発行
できない場合がありますので、領収証書（口座振替の場合は、引き落としが記帳された通帳）を
お持ちください。

　

無　　　　料
車検用軽自動車税

（種別割）

代理人が申請する場合は、委
任状の代用で車検証（コピー
可）でも可

市民税課
中央区を除く
各区 区民生活課
出張所

申請のときに必要なもの

本人又は同一世帯の親族が
申請する場合

申請する場合
同一世帯の親族以外の代理人が

法人の証明書が必要な場合

・申請人の本人確認書類

・申請人の本人確認書類

相続人が申請する場合
（相続の権利のある方に限ります）

・申請人の本人確認書類
・相続関係が確認できる書類
・委任状（相続人が代理人に委任する場合に必要です。）

・委任状（委任者の記名押印が必要です。）

・申請人の本人確認書類
・法人の代表者印が押印されている委任状又は申請書

※ 申請書、委任状の書式は新潟市のホームページからもダウンロードできます。

※ 同一世帯の親族以外の方が申請される場合は、委任状が必要です。あらかじめ準備してから申請してください。
※ 相続関係が確認できる書類とは、亡くなられた方の死亡年月日の確認と相続人との続柄が確認できる戸籍や遺
　 言公正証書などです。（写しでも可）

※ 本人確認書類とは、マイナンバーカード（個人番号カード）・運転免許証・パスポート・健康保険証・年金
手帳などです。

　 マイナンバーカード（個人番号カード）、運転免許証、パスポートなどの国又は地方公共団体が発行した顔写
真付のものは１点で確認します。健康保険証、年金手帳などの国又は地方公共団体が発行した顔写真なしの
ものは２点で確認します。複数の本人確認書類をご用意ください。

新潟市提出用

１件　　　300円

１件　　　300円

市制度用
市入札用

（市税に未納がない旨の
  証明）

酒税法関係
公益法人関係
NPO 法人関係

（市税に滞納処分がない
旨の証明）

市民税課
中央区を除く各区 区民生活課
※  この証明は出張所では

取り扱っていません。

酒税の販売業・製造業の免
許申請用、公益法人・NPO
法人の公益性認定や更新認
定の申請用

市・県民税
法人市民税
事業所税
固定資産税
軽自動車税（種別割）

（
注
）

※　令和３年１月より、中央区窓口サービス課では、納税関係の証明は取扱っていません。
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直　　　接　　　税

間　　　接　　　税

国　　　　　　　税

所得税及び復興特別所得税

法　　　人　　　税

地　方　法　人　税

特 別 法 人 事 業 税

相　　　続　　　税

贈　　　与　　　税

消　　　費　　　税 

酒　　　　　　　税 

た ば こ 税

た ば こ 特 別 税
 揮 発 油 税

 石 油 石 炭 税

石 油 ガ ス 税

 

 航 空 機 燃 料 税
自 動 車 重 量 税

 登 録 免 許 税
 印　　　紙　　　税 
 と　　　ん　　　税 

関　　　　　　　税 

 地 方 揮 発 油 税

特 別 と ん 税

地　　　価　　　税 （課税停止中）

 電 源 開 発 促 進
国 際 観 光 旅 客 税

税

 

（目的税） 

税金を納める人と、税金
を実質的に負担する人が
異なる税金をいいます。

税金を納める人と、税金を
実質的に負担する人が同
じである税金をいいます。

１ 国税の種類

第６章　国税・県税のあらまし

国税に関するお問い合わせ先

お問い合わせ先 管轄区域 郵便番号 所在地 電話番号

新潟税務署 北区・東区・中央区・
江南区・南区・西区 951-8685 中央区西大畑町5191 025-229-2151

（自動音声案内）

新津税務署 秋葉区 956-8602 秋葉区善道町1-6-38 0250-22-2151
（自動音声案内）

巻 税 務 署 西蒲区 953-8601 西蒲区巻甲4265 0256-72-2355
（自動音声案内）

　国税庁ホームページ　https://www.nta.go.jp

 ※ 申告・納税などには、インターネットで手続ができる「国税電子申告・納税システム
　（e-Tax）」が便利です。
　 詳しくは、e-Taxホームページへ　https://www.e-tax.nta.go.jp

　

普　通　税 

目　的　税

県　　　税 

個 人 県 民 税 

法 人 県 民 税 

県 民 税 利 子 割 

県 民 税 配 当 割 

県民税株式等譲渡所得割 

個 人 事 業 税

 

事　業　税 

県　民　税 

法 人 事 業

環 境 性 能 割

種 　 別 　 割

税 

不 動 産 取 得 税 

 自 動 車 税 

鉱　　　区　　　税

地 方 消 費 税

県 た ば こ 税

軽 油 引 取 税

ゴ ル フ 場 利 用 税

県 固 定 資 産 税

核 燃 料 税

狩　　　猟　　　税 

産 業 廃 棄 物 税 

一般の経費に使わ
れるもので、使い
みちが特定されて
いない税金です。 

使いみちが特定され
ている税金です。

２ 県税の種類

県税に関するお問い合わせ先
お問い合わせ先 所管区域 郵便番号 所在地 電話番号

新潟地域振興局県税部 新潟市（秋葉区の収税・免税
軽油業務を除く） 東区竹尾2-2-80 025-273-3108950-8716

956-0031
新潟地域振興局県税部
新津収税課 秋葉区の収税・免税軽油業務 秋葉区新津4524 -１ 0250-24-7126

新潟県全域 中央区新光町４-１950-8570 025-280-5046新潟県庁税務課

　　新潟県税務広報ホームページ「にいがた県税の窓口」　
https://www.pref.niigata.lg.jp/site/zeimu/
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直　　　接　　　税

間　　　接　　　税

国　　　　　　　税

所得税及び復興特別所得税

法　　　人　　　税

地　方　法　人　税

特 別 法 人 事 業 税

相　　　続　　　税

贈　　　与　　　税

消　　　費　　　税 

酒　　　　　　　税 

た ば こ 税

た ば こ 特 別 税
 揮 発 油 税

 石 油 石 炭 税

石 油 ガ ス 税

 

 航 空 機 燃 料 税
自 動 車 重 量 税

 登 録 免 許 税
 印　　　紙　　　税 
 と　　　ん　　　税 

関　　　　　　　税 

 地 方 揮 発 油 税

特 別 と ん 税

地　　　価　　　税 （課税停止中）

 電 源 開 発 促 進
国 際 観 光 旅 客 税

税

 

（目的税） 

税金を納める人と、税金
を実質的に負担する人が
異なる税金をいいます。

税金を納める人と、税金を
実質的に負担する人が同
じである税金をいいます。

１ 国税の種類

第６章　国税・県税のあらまし

国税に関するお問い合わせ先

お問い合わせ先 管轄区域 郵便番号 所在地 電話番号

新潟税務署 北区・東区・中央区・
江南区・南区・西区 951-8685 中央区西大畑町5191 025-229-2151

（自動音声案内）

新津税務署 秋葉区 956-8602 秋葉区善道町1-6-38 0250-22-2151
（自動音声案内）

巻 税 務 署 西蒲区 953-8601 西蒲区巻甲4265 0256-72-2355
（自動音声案内）

　国税庁ホームページ　https://www.nta.go.jp

 ※ 申告・納税などには、インターネットで手続ができる「国税電子申告・納税システム
　（e-Tax）」が便利です。
　 詳しくは、e-Taxホームページへ　https://www.e-tax.nta.go.jp

　

普　通　税 

目　的　税

県　　　税 

個 人 県 民 税 

法 人 県 民 税 

県 民 税 利 子 割 

県 民 税 配 当 割 

県民税株式等譲渡所得割 

個 人 事 業 税

 

事　業　税 

県　民　税 

法 人 事 業

環 境 性 能 割

種 　 別 　 割

税 

不 動 産 取 得 税 

 自 動 車 税 

鉱　　　区　　　税

地 方 消 費 税

県 た ば こ 税

軽 油 引 取 税

ゴ ル フ 場 利 用 税

県 固 定 資 産 税

核 燃 料 税

狩　　　猟　　　税 

産 業 廃 棄 物 税 

一般の経費に使わ
れるもので、使い
みちが特定されて
いない税金です。 

使いみちが特定され
ている税金です。

２ 県税の種類

県税に関するお問い合わせ先
お問い合わせ先 所管区域 郵便番号 所在地 電話番号

新潟地域振興局県税部 新潟市（秋葉区の収税・免税
軽油業務を除く） 東区竹尾2-2-80 025-273-3108950-8716

956-0031
新潟地域振興局県税部
新津収税課 秋葉区の収税・免税軽油業務 秋葉区新津4524 -１ 0250-24-7126

新潟県全域 中央区新光町４-１950-8570 025-280-5046新潟県庁税務課

　　新潟県税務広報ホームページ「にいがた県税の窓口」　
https://www.pref.niigata.lg.jp/site/zeimu/
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お問い合わせの内容

個人の市・県民税

普通徴収 市民税課　市民税第１～４係

市民税課　管理・証明係

市民税課　法人・諸税係

資産税課　土地係・家屋第１～２係

資産税第１分室　土地係・家屋係

資産税第２分室　土地係・家屋係

市民税課　特別徴収係特別徴収

東区・中央区・西区

北区・江南区・秋葉区

南区・西蒲区

東区・中央区・西区

北区・江南区・秋葉区

南区・西蒲区

市民税課　法人・諸税係法人市民税、事業所税、市たばこ税、鉱産税、入湯税

担当部署

　　☆市税に関する情報は、新潟市ホームページでもご覧いただけます。
　　　又、ご質問・ご意見は、電子メールでも受け付けていますのでご利用ください。

 
 

メールアドレスは、次ページの税組織一覧をご覧ください。

軽自動車税（種別割）

納税課　納税グループ
　　　　特別滞納整理グループ

納税課　収納係市税の納付、口座振替、過誤納金の還付・充当、督促

納税相談、納税の猶予、滞納処分

固定資産税（土地、家屋）
都市計画税

資産税課　償却資産係固定資産税（償却資産）

き
続
手
の
等
告
申
・
容
内
の
税
課

付
納
の
税
市

評価証明、公課証明、無資産証明

所得証明、車検用軽自動車税（種別割）納税証明、
営業（所在地）証明、納税証明

名寄帳（土地、家屋、償却資産）

市民税課　管理・証明係
資産税第１分室　土地係
資産税第２分室　土地係

　資産税課　土地係

　資産税第１分室　土地係

　資産税第２分室　土地係

公図副本（更正図）

覧
閲
・
明
証
の
税
市

第７章　市税に関するお問い合わせ先

　

地番が明確なもの

地番が不明なもの

ふるまち庁舎
〒951-8554　中央区古町通７番町1010番地　古町ルフル３階

116白山浦へ
東中通

西堀通

東堀通

本町通

新潟駅へ

萬
代
橋

柾
谷
小
路

　中央区役所
●NEXT21

●第四北越銀行

●中郵便局

信濃川

第８章　税組織一覧

八
千
代
橋

鍛
冶
小
路
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お問い合わせの内容

個人の市・県民税

普通徴収 市民税課　市民税第１～４係

市民税課　管理・証明係

市民税課　法人・諸税係

資産税課　土地係・家屋第１～２係

資産税第１分室　土地係・家屋係

資産税第２分室　土地係・家屋係

市民税課　特別徴収係特別徴収

東区・中央区・西区

北区・江南区・秋葉区

南区・西蒲区

東区・中央区・西区

北区・江南区・秋葉区

南区・西蒲区

市民税課　法人・諸税係法人市民税、事業所税、市たばこ税、鉱産税、入湯税

担当部署

　　☆市税に関する情報は、新潟市ホームページでもご覧いただけます。
　　　又、ご質問・ご意見は、電子メールでも受け付けていますのでご利用ください。

 
 

メールアドレスは、次ページの税組織一覧をご覧ください。

軽自動車税（種別割）

納税課　納税グループ
　　　　特別滞納整理グループ

納税課　収納係市税の納付、口座振替、過誤納金の還付・充当、督促

納税相談、納税の猶予、滞納処分

固定資産税（土地、家屋）
都市計画税

資産税課　償却資産係固定資産税（償却資産）

き
続
手
の
等
告
申
・
容
内
の
税
課

付
納
の
税
市

評価証明、公課証明、無資産証明

所得証明、車検用軽自動車税（種別割）納税証明、
営業（所在地）証明、納税証明

名寄帳（土地、家屋、償却資産）

市民税課　管理・証明係
資産税第１分室　土地係
資産税第２分室　土地係

　資産税課　土地係

　資産税第１分室　土地係

　資産税第２分室　土地係

公図副本（更正図）

覧
閲
・
明
証
の
税
市

第７章　市税に関するお問い合わせ先

　

地番が明確なもの

地番が不明なもの

ふるまち庁舎
〒951-8554　中央区古町通７番町1010番地　古町ルフル３階

116白山浦へ
東中通

西堀通

東堀通

本町通

新潟駅へ

萬
代
橋

柾
谷
小
路

　中央区役所
●NEXT21

●第四北越銀行

●中郵便局

信濃川

第８章　税組織一覧

八
千
代
橋

鍛
冶
小
路

所　　属 電話番号 課メールアドレス

財
務
部

税制課
025-226-1502

zeisei@city.niigata.lg.jp
025-226-1503

市民税課

管理・証明係 025-226-2243

shiminzei.to@city.niigata.lg.jp

法人・諸税係 025-226-2249
特別徴収係 025-226-2253
市民税第 1係 025-226-2245
市民税第 2係 025-226-2365
市民税第 3係 025-226-2370
市民税第 4係 025-226-2375

資産税課

管理係 025-226-2266

shisanzei.to@city.niigata.lg.jp

企画グループ 025-226-1511

土地係
025-226-2269
025-226-2271

家屋第 1係 025-226-2273
家屋第 2係 025-226-2280
償却資産係 025-226-2277

納税課

管理係 025-226-2288

nozei.to@city.niigata.lg.jp

収納係 025-226-2294

納税推進グループ
025-226-2290
025-226-2301

納税グループ
025-226-2305
025-226-2310

特別滞納整理グループ 025-226-2315
債権管理室 025-226-1521
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資産税第２分室
〒959-0592　
西蒲区三方1 

（潟東出張所内）
土地係　☎0256-72-8216
家屋係　☎0256-72-8231

資産税第１分室
〒950-0292
江南区横越中央1-1-1

（横越出張所内）
土地係　☎025-382-4032
家屋係　☎025-382-4048

横越総合体育館横越総合体育館横越地区公民館

阿賀
野川

新横雲橋

横雲橋横雲バイパス

竹尾ICへ

へ
C
I
田
亀
潟
新

空港へ

新津へ

横越健康センター

49

49

へ
市
野
賀
阿

潟東中

西川へ

へ
根
白

線
幹
新道

車
動
自
陸
北

へ
巻 巻潟東IC

460

潟東ゆう学館
潟東体育館

潟東健康センター潟東健康センター



市税のしおり（令和５年度）
編集・発行／新潟市財務部税制課

〒951-8554　新潟市中央区古町通７番町1010番地

市税の納付は市税の納付は
口座振替口座振替をを

ご利用ください！ご利用ください！

口座振替できる市税
　○市民税・県民税（普通徴収）
　○固定資産税・都市計画税
　○軽自動車税（種別割）
　振替については、期別ごとの振替か全納振替（年 1 回）のいずれかになります。
　固定資産税・都市計画税に限り、毎月振替（年 12 回）もお選びいただけます。
　市民税・県民税の給与特徴、年金特徴は口座振替の対象となりません。

申 込 方 法
※口座振替が利用できる金融機関については 61 ページをご覧ください。

市税を納める方法は
57ページから
59ページを見てね

口座振替は
安心 現金を持ち歩く必要がありません！
便利 納期ごとに出かける手間がありません！
確実 うっかり納め忘れる心配がありません！

お申込みには以下のものが必要です。　
○納税通知書　○納税義務者の通帳　○通帳の届出印
○キャッシュカード（インターネット申込みのみ）
◇口座振替を行う口座の名義は納税義務者本人（固定資産が共有資産の場合は共有者含む）に限ります。

○お手続きの時期により、口座振替の開始時期が異なります。
○ 令和 5 年度から新たに市税を課税される方は、納税通知書がお手元に届

いてからの手続きになります。

ご 注 意 く だ さ い！

方　法 申 込 書 設 置 窓 口 提 出 先

金融機関で申込み 新潟市公金収納取扱金融機関の
新潟市内店舗（61 ページ参照）

振替を希望する金融機関の新潟市内窓口
　（本・支店は問いません）

郵送で申込み 納税課・区役所・出張所・連絡所 郵送又は設置窓口

インターネットで
申込み

新潟市ホームページから外部サイトへリンクし必要事項を入力
※詳しくは、〔新潟市　ウェブ口座振替〕で検索
　又はこちらからご確認ください。


